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  【一般会計】

（款）１．議会費　（項）１．議会費　（目）１．議会費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１１

1
1

１１１

2

 ２． ○「いせ市議会だより」発行
　　市議会活動を市民に広報するため、「いせ市議会だよ
  り」を発行、各戸配布した。
　　年間発行　４回
○市議会放映
　　市議会活動を市民に広報するため、市議会本会議と予
  算・決算特別委員会をケーブルテレビで録画放送した。
　　会議があった日の翌日午後２時と午後７時からの２回
  放送及び定例会終了日の翌々日午後８時から再放送
　　本会議放映   　１日２回、再放送１回　延べ20日
　　予算・決算特別委員会放映
　　　　　　　　　 １日２回、再放送１回　延べ９日
○会議録インターネット配信
　　市議会本会議の会議録をインターネットを通じて配信
　し、情報公開の充実を図った。

議会広報経費 ７，９８９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
政務活動費 ２，８６３

　市議会各会派の市政に関する調査研究を推進し、議員活
動の充実を図るため、月額３０，０００円に会派構成議員
数を乗じた額を会派に対して交付した。
　なお、必要経費を支出した後、残余がある会派からは､
当該残余額の返還を受けた。

議 会 事 務 局

主　要　な　施　策　の　成　果

346,842 決 算 額 の 財 源 内 訳

343,817 一般財源

343,817

（款）1 議会費
1



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）１．一般管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

32 4,801 9,322

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１３

1

 １． 第二次行財政改革大綱実施計画の一つの取組である事業
総点検を実施した。事業総点検は、平成２３年度から平成
２５年度にかけてすべての施策事業を点検するものであ
り、外部委員（行政改革推進委員５名）による外部点検
と、情報戦略局による内部点検からなる。平成２５年度の
外部点検は計３回開催し、１０事業を点検した。また、３
年間の総括を行い事業総点検結果報告書をまとめた。

行財政改革推進事
業

１５７

2,062,323 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,018,115 一般財源

2,003,960

情 報 調 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
2



    （単位  千円）

決算書
       頁

１１３

1

 １． 「ふるさと未来づくり」を推進するにあたって、各小学
校区に「地区担当職員」を配置し、地域自らのまちづくり
を支援するとともに、その取り組みに対する地域住民の理
解促進と気運の醸成を図った。また、地域リーダー養成の
ための研修会や市民の自治意識の啓発のための講演会を開
催した。
○平成24年度までに設立済　13組織（14学区）
　・厚生地区まちづくりの会
　・小俣まちづくり協議会
　・沼木まちづくり協議会
　・明倫地区まちづくり協議会
　・神社地区まちづくり協議会
　・修道まちづくり会
　・佐八学区まちづくりの会
　・大湊町未来づくり委員会
　・四郷地区まちづくり協議会
　・高城まちづくりの会
　・進修まちづくりの会
　・浜郷地区まちづくり協議会
　・中島学区まちづくり協議会
○平成25年度　5組織（5学区）設立
　・城田地区まちづくり協議会（H26.1.24設立）
　・豊浜東まちづくり協議会　（H26.2.19設立）
　・豊西まちづくりの会　　　（H26.2.20設立）
　・二見まちづくりの会　　　（H26.3. 1設立）
　・北浜まちづくり会議　　　（H26.3.23設立）

「地区みらい会議」の事務運営、活動事業にかかる財源
として、ふるさと未来づくり支援補助金を交付した。
　・事務運営費　　　28,137,296円（17組織）
　・家賃等補助加算 　4,880,000円（11組織）
　・活動事業費　　　15,799,991円（17組織）
　　　　　計　　　　48,817,287円
                         （設立済 18組織(19学区））

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　65,714,000円
　・新たなまちづくり講演会
　・まちづくり人材養成講座
　・市民活動補償制度
　・ふるさと未来づくり支援補助金　など

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　31,104,451円（設立済 13組織(14学区））
　　事業全体　36,896,601円
　平成23年度　11,150,974円（設立済  3組織( 4学区））
　　事業全体　13,936,499円

【事業を取りまく状況等】
平成27年度の制度開始を目指して、地区みらい会議が19

学区立ち上がり、さらに3学区が設立準備会で協議してい
る。（平成25年度末現在）。

地域自治推進事業 ５２，３０４

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
3



決算書
1        頁

１１３

2

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）４．人材育成推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

157

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１５

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市職員としての意識の向上及び必要な知識の習得を
図るため、一般研修を行った。また、職員の職務遂行能力
を高めるために、専門研修等に派遣した。
（１）実施実績
　①一般研修（人材育成カレッジ除く）
　　研修数１８回　　受講者数　　　１，０２２名
　②一般研修（人材育成カレッジ）
　　研修回数５３回　受講者数　　　１，２５８名
　③派遣研修
　　研修数５５回　　受講者数　　　　　１４９名
（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度
　　　研修全体　７９．１％
　　　一般研修　７８．５％
　　　派遣研修　９０．５％
　②意識向上度
　　　研修全体　６６．８％
　　　一般研修　６５．７％
　　　派遣研修　９０．５％

職員研修事業 ５，２９３

6,156 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,293 一般財源

5,136

職 員 課

 ２． 地域住民のコミュニティ活動の推進を図るため、地域活
動の活性化及び地域内の情報伝達手段として自治会コミュ
ニティ放送設備等を整備する自治会に対して補助金を交付
した。
　交付金額　　　　 76,485,000円（17自治会）
　＜内訳＞
　　・拡声放送　　　5,800,000円（ 3自治会）
　　・戸別受信機　 56,201,000円（ 9自治会）
　　・メール配信　 14,484,000円（ 5自治会）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　107,000,000円
　・戸別受信機放送設備整備事業　99,500,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　（28自治会）
　・拡声放送設備整備事業　　　 　7,500,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　（ 3自治会）

【過去２ヵ年度の実績】
　平成25年度からの事業開始のため、実績なし

【事業を取りまく状況等】
自治会の放送設備等の整備にかかる経費の負担及び自治

会の情報伝達手段の決定に時間を要しているため、当初よ
り補助金交付件数、金額とも下回った。

自治会コミュニ
ティ放送整備補助
事業

７６，４８５

（款）2 総務費
4



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）６．広報広聴費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,683

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１５

1
1

１１５

2
2

１１５

3
3

１１５

4

 ４． 市民からの多様な相談に対応するため、法律・行政・交
通事故・登記などの市民相談を実施した。

法律相談については、毎週月曜日に実施し、利用者は３
４３人（１回平均６．６人）であった。

各種相談事業 ２，５５６

 ３． ホームページをリニューアルしてから、1年が経過した
ため、年間のアクセスログを確認し、利用者のアクセスの
状況等を参考に、より利用しやすいホームページになるよ
うに作業を行った。ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）機能を利用する「ツイート」「facebookい
いね！」「Google+」ボタンを設置し、スマートフォン用
サイトには、「LINEで送る」ボタンも加えて設置した。

誰もが利用しやすいホームページを構築するためのアク
セシビリティ調査に基づく職員研修では、視覚障害者の方
が利用している音声ブラウザを実際に使用し、ページ作成
時の注意点を確認した。

　・トップページ閲覧件数（平成２５年４月１日～平成２
６年３月３１日）…１，０６１，３２７件（８８，４

４４件／月）

インターネット情
報発信事業

３，４６６

 ２． 特集番組とお知らせ番組に分け、地域に根ざした行政情
報番組を制作し放送した。

特集番組については、タレントをリポーターとして起用
し、分かりやすく親しみをもって見られる番組づくりを
行った。平成24年から開始したケーブルテレビ放送終了後
のYouTubeへの掲載も継続して行った。

お知らせ番組では、キャスターのナレーション時に、イ
ベントの告知や広報いせなどの広告募集のキャスター前告
知板を設置した。昨年度から放送している「桂三輝の伊勢
で一席」では、放送時間を５分から10分程度に拡大し、ナ
レーションを使うことで、より分かりやすく伊勢の魅力紹
介を行った。

伊勢志摩定住自立圏形成協定の取組として、年末年始に
行う「パーク＆バスライド」のお知らせ放送を各市町でも
放送した。

ＣＡＴＶ広報いせ
放送事業

１７，４５６

47,014

広 報 広 聴 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「広報いせ」を毎月１日と１５日に発行し、市政の方針
や事業計画・各種制度の概要、市の行事予定、市民活動情
報などを広く市民に広報し、理解と協力を求めるととも
に、市民参画意識の高揚に努めた。

広報いせ発行事業 ２６，１３３

51,735 決 算 額 の 財 源 内 訳

49,697 一般財源

（款）2 総務費
5



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）８．電算事務管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,423 250

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1
1

１１７

2
2

１１７

3

 ３． WindowsXPの保守サポート終了に対応するため、内部情
報系端末について、新規に端末や増設メモリーを購入する
とともに、設定等作業を業務委託し、Windows７への更新
を適正に行った。

全庁のクライアント端末内に保存している情報を一元管
理するとともに、ユーザ（職員）からその情報へのアクセ
ス権を管理するため、ファイル・ユーザ認証サーバを導入
し、情報共有の効率化とセキュリティレベルの向上を図っ
た。

その他、ウィルス対策ソフトの更新等を行い、市民の大
切な情報資産の安全管理と情報セキュリティの向上を推進
した。

ＩＴセキュリティ
対策事業

８９，３２９

 ２． 財務会計・文書管理・電子決裁・人事給与・庶務事務・
グループウェア等の行政情報システム（内部情報系）、イ
ンターネットシステム及びネットワークシステムの保守管
理等を行い、各システムの安定稼働を図った。

また、平成２６年度に保守サポート期限を迎える内部情
報系システムについては、平成２５年度から平成２６年度
にかけて、クラウド方式でのサービス利用形態による新シ
ステムへの更新に取り組み、平成２５年度稼働対象のシス
テムを稼働させた。

行政情報システム
管理経費

１３３，２５２

320,591

総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１０４，４２９住民情報システム
管理経費

住民基本台帳、税及び福祉サービス等の基幹システムで
ある総合住民情報システムの保守管理等を行い、システム
の安定稼働を図った。

また、市税等に関する各種帳票の印刷業務並びに総合住
民情報システムの稼働において必要となる各種資料・情報
を作成するためのイメージデータの読取業務やデータ穿孔
業務等について、外部委託を行い、業務を適正に履行し
た。

なお、各種帳票及び資料・情報作成業務に係る来年度以
降３年分の委託先業者を入札により決定し、来年度の業務
履行に向けた諸調整を行った。

364,530 決 算 額 の 財 源 内 訳

334,264 一般財源

 １．

（款）2 総務費
6



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）９．企画費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

462

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1

8,178

公共施設マネジメントの取組みの一環として、講演会を
開催した。また、伊勢市公共施設マネジメント白書ダイ
ジェスト版を増刷し、市民及び庁内の意識啓発を行った。
　開催　平成26年2月22日
　演題　「朽ちるインフラ」
　講師　東洋大学経済学部教授　根本　祐二氏

【当初予算における内容、計画】
　公共施設マネジメント事業　742,000円
　・施設全体の現状把握
　・基本方針の構想を検討
　・講演会開催等による啓発
　・施設のあり方を考えるための情報発信
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　情報調査一般経費のうち
　公共施設マネジメント事業にかかる経費　1,292,110円
　　・伊勢市公共施設マネジメント白書の発行等
　平成23年度　公共施設情報整理事業　8,925,000円
　　・伊勢市公共施設マネジメント白書の作成業務委託

【事業を取りまく状況等】
　・平成24年8月に伊勢市公共施設マネジメント白書を
　　発行し、課題の共有を図ってきた。
　・広報誌への連載等により意識啓発を図ってきた。
　・総務省より平成26年1月、公共施設等総合管理計画策
　　定指針（案）が示されたことから、正式な指針の発
　　出を踏まえることとした。

公共施設マネジメ
ント事業

３６１
 １．

情 報 調 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

11,935 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,640 一般財源

（款）2 総務費
7



    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1

 １． 市民の声を市政に反映させるため、合併前の旧市町村単
位で設置された市の付属機関。当事業は、各地域の審議会
の正副会長会議や委員交流会を開催し、市長からの諮問に
対する答申や審議会の活動状況報告、その他市の施策に対
しての意見交換の場として運営している。

地域審議会運営経
費

６

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 定住自立圏構想推進要綱に基づき、本市を中心市とし
て、生活圏や経済圏を共にする鳥羽市・志摩市・玉城町・
度会町・大紀町・南伊勢町・明和町の３市５町で、伊勢志
摩定住自立圏を形成した。

また、連携して取り組む事業を明らかにするため、伊勢
志摩定住自立圏共生ビジョンの策定を進めた。策定に当
たっては、圏域の関係者17名で構成される懇談会を開催
し、圏域の課題等について協議、懇談を行った。
　○平成25年４月23日　伊勢志摩定住自立圏推進協議会の
　　　　　　　　　　　設立
　○平成25年７月18日　２市５町と協定締結
　○伊勢志摩定住自立圏共生ビジョン懇談会を３回開催

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　786,000円
　　・共生ビジョン懇談会開催に係る経費（３回分）
　　　（委員謝礼、費用弁償、会議用お茶等）
　　・国県等との調整に係る職員旅費

【過去２ヵ年度の実績】
　予算執行なし

【事業を取り巻く状況等】
伊勢志摩圏域においては、人口減少、少子高齢化の進行

が顕著な状況にあり、必要な生活機能を確保するとともに
地域の活性化を図ることが重要な課題となっている。

圏域市町は、今後とも継続的な協議・調整のうえ、連携
して実施することが有効な事業については、役割分担を行
い取り組んでいくことが求められている。

定住自立圏構想推
進事業

２３１

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
8



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）10．男女共同参画推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１９

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）17．財産管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

39,123 273,400 8,139

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２１

1
1

１２１

2

 １． 91,112 本庁舎の老朽化による空調設備、照明設備及び電話交換
機設備等の改修工事を行った。
（概要）
　①平成２４年度から一部繰越
　　東庁舎空調設備取替　一式
　②平成２４年度から繰越
　　東庁舎照明設備取替　一式
　③現年分
　　本庁舎防犯カメラ設置　一式
　　本庁舎電話交換機改修　一式
　　本館３階電話交換機室改装　一式　ほか

庁舎等整備経費

 ２． 三重県より発表された東海・東南海・南海３連動地震に
よる津波の予測図に基づき、浸水による本庁舎の停電予防
対策を主としたエネルギー棟を本館北側に新設した。
（概要）
　　平成24年度から繰越
　　建築工事、機械設備工事、電気設備工事、監理業務
　　委託　一式
　　（鉄筋コンクリート造２階建　Ｌ＝２９８.１８㎡）

庁舎津波浸水対策
事業

２２６，４０５

９１，１１２

170,963

管 財 契 約 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

601,006 決 算 額 の 財 源 内 訳

491,625 一般財源

1,459

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 主に市民の意識啓発のための取り組みを、公募市民で組
織する「男女共同参画れいんぼう伊勢」に委託して実施し
た。また、企業への啓発のため、事業所訪問と企業向け研
修講座を開催した。
  市民向けの取組み
   ・映画祭、講演会、各種講座、街頭啓発など
　 ・広報いせへ啓発記事掲載
　企業向けの取組み
　 ・企業訪問　１９社
　 ・企業対象研修講座　３回開催参加者延べ５２人

男女共同参画推進
都市事業

１，２３２

1,543 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,459 一般財源

（款）2 総務費
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決算書
2        頁

１２１

3

二見総合支所 地域振興課
    （単位  千円）

決算書
       頁

１２１

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）19．市民交流推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,538 11,012

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２３

1
1

１２３

2
2

１２３

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 市と自治会が協働して地域社会の活性化を図るため、自
治会が各地域において主体的に取り組む事業に対して、補
助金を交付した。
　交付決定団体は１４８自治会
  交付確定団体は１４７自治会

元気なまちづくり
協働事業補助金

８，５１８

 ２． （財）自治総合センタ－からの助成金を財源とし、コ
ミュニティ組織である自治会に補助金を交付した。
　交付決定団体は７自治会

コミュニティ助成
事業補助金

９，８００

 １． 平成１６年４月にいせ市民活動センターを開設し、同年
７月から指定管理制度を導入して運営している。平成２４
年度から第４期目（５ヵ年）に入り、特定非営利活動法人
いせコンビニネットが管理運営を行っている。
平成２５年度指定管理料　11,870,000円

市民活動促進事業 １２，８８２

　

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

93,798 決 算 額 の 財 源 内 訳

89,449 一般財源

61,899

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 二見総合支所が所管する施設の適正な管理のため、必要
な整備を行った。
・二見老人福祉センター前駐車場区画線等修繕工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５７千円
・二見総合支所多目的トイレベビーシート設置工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３１千円

庁舎等整備経費 ４８８

 ３． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成２１年９月２８日に施行さ
れた建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となって
いたエレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活
用し行った。
（概要）
　　【改修箇所（所管課）】
　　　　伊勢市役所東庁舎（管財契約課）
　　　　二見総合支所（二見地域振興課）
　　　　小俣総合支所（小俣地域振興課）
　　　　御薗総合支所（御薗地域振興課）

エレベーター防災
対策改修事業

３６，１７７

（款）2 総務費
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決算書
3        頁

１２３

4
4

１２３

5
5

１２３

6
6

１２３

7

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）20．自治区振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２３

1
1

１２３

2
2

１２５

3
3

１２５

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 市内１６３自治会が加盟する伊勢市総連合自治会の事業
活動を支援するため補助金を交付した。総連合自治会運営

補助金
１，４３０

 ３． 地域における自治活動を支援・推進するため市内１７３
自治会に助成金を交付した。振興助成金事業 ２７，３２５

 ２． 市内１７３自治会の活動について、行政委員等その候補
者推薦業務等、依頼事項に対する謝礼を交付した。区長謝礼事業 ７，２７０

138,411

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 行政の運営を円滑に且つより効果的に行うため、市内に
地区連絡員（１７８人）を配置し、行政情報等の伝達を
行った。

地区連絡員事業 １０２，３８６

138,559 決 算 額 の 財 源 内 訳

138,411 一般財源

 ７． 建築基準法改正により既存不適格となっていた「いせ市
民活動センター」のエレベーターの改修工事を地域の元気
臨時交付金を活用し行った。
〔施工費〕15,435,000円（国交付金１００％）

エレベーター防災
対策改修事業

１５，４８８

 ６． 震災時に避難所となる「いせ市民活動センター」のガラ
ス面に飛散防止フィルム等の貼り付け工事を行った。
〔施工費〕2,205,000円（国補助率５０％）

いせ市民活動セン
ター防災対策事業

２，２０５

 ５． 市民が「見て」、「参加して」楽しめる行事を通じて、
市民の一体感の醸成を図るとともに市民文化の向上に寄与
し、ふるさとづくりの推進を図ることを目的に開催した。
〔開催日〕１０月１２日（土）、１３日（日）
〔会場〕高柳商店街周辺～県道鳥羽松阪線～伊勢市駅周辺
〔参加団体数〕２２９団体（６，２５２人）
〔来場者数〕約２０万人

伊勢のまつり開催
事業

６，６１０

 ４． 市内で活動する地域グループや活動団体が、元気で活気
溢れる地域づくりに貢献し、市民自治の担い手として継続
的に活動できるよう、その経費の一部を補助した。
〔交付団体数〕６団体
〔交付金額〕600,000円
　　　　　（100,000円／団体）

活性化活動事業補
助金

６４６

（款）2 総務費
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）21．国際交流事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

688 101

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２５

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）22．コミュニティセンター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

719 1,517

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２５

1

１，４３９

市 民 交 流 課

事 業 名

11,359

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 震災時の飛散防止等のため、地区コミュニティセンター
のガラス面にフィルムの貼り付け工事を行った。
〔施工費〕1,438,500円（国補助率５０％）
〔施工施設〕宮本・城田・沼木地区コミュニティセンター

地区コミュニティ
センター防災対策
事業

15,885 決 算 額 の 財 源 内 訳

13,595 一般財源

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・外国人住民に「防災ガイド」等の全戸配布を行った。
・伊勢市国際交流協会を通じ、国際交流の趣旨普及、情報
提供及びボランティア活動の推進に努めた。
・多文化共生に関する施策について県内の他自治体と意見
交換を行った。
・「外国人をサポートするための避難所運営訓練」を実施
した。

国際交流推進事業 ２，１７６

2,272 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,176 一般財源

1,387

（款）2 総務費
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）23．防犯活動推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

791

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２５

1

４，３８４

47,444

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「伊勢市防犯活動の推進に関する条例」の目的を達成す
るため、地域安全活動を推進した。

○地域安全講習会の開催
　　各自治会・老人会等を対象に地域安全講習会を精力的
　に開催して、防犯意識の高揚と自主的な防犯活動の啓発
　に努めた。平成25年度の講習会開催状況は、次のとおり
　である。
　　平成25年度　32回　1,020名参加

○街頭啓発活動の実施
　　振り込め詐欺及び街頭犯罪被害防止のため、伊勢警察
　署員及び伊勢度会地区生活安全協会職員と街頭啓発に努
　めた。平成25年度の実施状況は、次のとおりである。
　　平成25年度　12回

○地域安全展の開催
　　伊勢度会地区生活安全協会と共催で、伊勢まつり会場
　内に「地域安全展」のコーナーを設け、幼児から高齢者
　を対象に防犯・暴力団排除意識の高揚に努めた。
　　日　時　・平成25年10月13日(日)
　　内　容　・防犯啓発チラシ及び啓発物品の配布
　　　　　　・似顔絵
　　　　　　・防犯機器等の展示
　　　　　　・その他啓発用品の配布

防犯啓発事業

54,630 決 算 額 の 財 源 内 訳

48,235 一般財源

（款）2 総務費
13



決算書
1        頁

１２５

2

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）24．交通対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,500 790 7,300 466

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２７

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

97,864

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公共の駅前駐輪場の自転車等の長期放置を防止するた
め、機能喪失長期放置自転車等の整理撤去を行い、美観の
確保、駐輪場利用者の利便性の確保並びに道路の安全通行
の確保に努めた。

平成２５年度は、市内駐輪場等で３６２台の長期放置自
転車を撤去した。

駐輪場管理事業 ３，５８３

217,470 決 算 額 の 財 源 内 訳

126,920 一般財源

 ２． 夜間の犯罪を防止し、安全な市民生活の確保を図るた
め、自治会が実施する防犯灯の整備に対して補助金及び助
成金を交付した。
　平成25年度　33,820,410円（16,464灯）
　　　内訳　整備 2,581,260円（96灯）
　　　　　　修繕 2,952,430円（2,623灯）
　　　　　　LED取替 10,643,920円（1,039灯）
　　　　　　電気 17,642,800円（12,706灯）
　
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　41,256,000円（17,671灯）
　　　内訳　整備 4,340,000円（155灯）
　　　　　　修繕 6,420,000円（4,280灯）
　　　　　　LED取替 14,700,000円（980灯）
　　　　　　電気 15,796,000円（12,256灯）
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　31,709,460円（16,484灯）
　　　内訳　整備 3,320,850円（114灯）
　　　　　　修繕 4,428,880円（3,165灯）
　　　　　　LED取替 6,944,130円（660灯）
　　　　　　電気 17,015,600円（12,545灯)

　平成23年度　24,931,022円（16,166灯）
　　　内訳　整備 3,098,710円（131灯）
　　　　　　修繕 7,118,340円（4,143灯）
　　　　　　電気 14,047,590円（11,856灯）
　　　　　　小俣まちづくり協議会LED化推進事業
　　　　　　　　　　666,382円（36灯）
　
【事業を取りまく状況等】
・自治会の整備等に対し補助を行う制度であり、補助金
　申請の有無、防犯灯の消耗状態、電気料金の価格変動
　により、交付決定額を決定するため、予算と差異が生
　じる。
・平成24年度から概ね10年計画で、省電力でCO2排出量
　の削減、長寿命のLED防犯灯への移行を進めている。

防犯灯設置等補助
金

３３，８２０

（款）2 総務費
14



決算書
1        頁

１２７

2
2

１２７

3
3

１２７

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． コミュニティバスの運行により、現況の鉄道・バス路線
網を最大限活用することで、市全体における公共交通体系
を構築し、市民生活の利便向上を図った。
　コミュニティバス運行事業　  　    61,090,375円
　　・コミュニティバス運行業務　  　52,669,925円
　　・コミュニティバスデマンド運行業務
                                     5,849,570円
　　・公共交通総合時刻表印刷　　　　 2,072,700円
　　・その他の経費　                   498,180円
　○利用者数　77,532人
　　（バス：73,642人、デマンド：3,890人）

 ４． 廃止路線代替バス、不採算路線バスの運行を維持し、地
域住民の交通手段の確保を行った。
　廃止路線代替バス（玉城線）５，７４７，７００円
  地方バス路線維持費負担（沼木線）
                            ５，７９７，０００円

路線バス運行維持
事業

１１，５４５

コミュニティバス
運行事業

６１，０９０

 ２． 宇治山田駅周辺等において､放置される自転車が後を絶
たない｡そのため､駅前の美観はもとより､道路交通の安全
の確保を図り､駐輪場の適正な管理をするため､駐輪場の整
備を行った｡
　①平成２４年度から繰越
  　駐輪場整備　　　　一式 　　３件
　　案内表示板設置　　一式 　　１件
　　用地　　　　　　　一式　 　１件
　②平成２６年度へ繰越
　　案内表示板等設置　一式 　　１件
◇社会資本整備総合交付金事業
　
【当初予算における内容､計画】
　当初予算額　９６,１８８,０００円
　　・案内表示板等設置　一式
　繰越予算額　８３,６８８,０００円
　　・測量･設計業務 　一式
　　・駐輪場整備　　  一式
    ・用地　　　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
平成24年度からの新規事業であるが、平成25年度へ繰越

されたため、実績はなし。

【事業をとりまく状況等】
鉄道駅周辺等の放置自転車は､全国的にも社会問題にな

り､伊勢市においても､宇治山田駅周辺等に自転車等が放置
され交通の阻害となっているため､｢伊勢市自転車等の放置
防止及び適正な処理に関する条例｣を制定するとともに(施
行は､平成26年7月1日)､宇治山田駅周辺の駐輪場の整備を
行った｡

駐輪場整備事業
（交付金）

２８，２６６

（款）2 総務費
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決算書
4        頁

１２７

5

（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）１．税務総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

198,810 12,851

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２７

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

128,779

 １． 納税者の利便性向上のため、市県民税(普通徴収)、固定
資産税・都市計画税、軽自動車税について、口座振替納付
を行なっている。
　・口座振替での収納税額
　　　　　　　　　　  　５，１４０，６８２，８７８円
　・支出経費
　　金融機関口座振替取扱手数料　１，７２３，９０６円
　　ゆうちょ銀行郵便振替取扱手数料　　８０，９１０円
　　ゆうちょ銀行自動払込取扱手数料　１９２，７６０円

口座振替事務費 １，９９８

342,385 決 算 額 の 財 源 内 訳

340,440 一般財源

収 税 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 今後発生が予測される大規模地震（南海トラフ地震等）
に備え、住民及び観光客等の交通手段となる鉄道の安全性
を向上させるとともに、利用者の安全を確保するため、鉄
道事業者が行う耐震対策を国・県・市が一体となって促進
し、公共交通の維持・確保を行った。
　対象工事　　近鉄山田線伊勢市・宇治山田間高架橋
　　　　　　　耐震対策工事（6本）
　対象事業費　14,230,000円
　交付金額　　2,371,666円
　補助率　　　国：1/3　県1/6　市1/6

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　2,800,000円（工事費16,800,000円×1/6）

【過去２ヵ年度の実績】
補助対象年度は平成25年度のみであり、過去２ヵ年度の

実績なし。

【事業を取りまく状況等】
市内の高架橋の補強工事は、今回対象の6本で全て完了

した。

鉄道施設安全対策
事業

２，３７２

（款）2 総務費
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）２．賦課徴収費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,041

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２９

1

 １． 適正・公平な課税を行うため、以下の主要な業務を行
い、その経費を支出した。

○固定資産土地評価及び地番図・家屋図修正業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４，７５５千円
　土地分合筆、家屋新増築及び滅失等に伴う地番図・
　家屋図データの更新と固定資産評価システムへの
　取り込み

○土地鑑定評価業務委託　　　　　　　３０，７１３千円
　平成２７年評価替えに向け、不動産鑑定士に標準
　宅地鑑定評価業務を委託

○土地鑑定評価（時点修正）業務委託　１０，０１２千円
　平成２４年評価替え用に決定した鑑定評価額は、
　平成２３年１月１日の価格基準日における評価額
　のため、地価下落等に伴う変動を反映させ、現状
　に則した価格とするための時点修正

○家屋評価計算業務委託　　　　　　　  ５，５４２千円
　家屋評価計算及び評価情報等データの総合行政
　情報システムへの連携

固定資産評価シス
テム経費

８１，４６３

144,705

課 税 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

151,620 決 算 額 の 財 源 内 訳

145,746 一般財源

（款）2 総務費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１２９

1
1

１２９

2

（款）２．総務費　（項）６．監査委員費　（目）１．監査委員費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３５

1

 １． 公共工事の品質の確保・向上に役立てるため、随時監査
として工事監査を３件実施した。監査の執行にあたっては
専門知識を有する外部に委託したことにより、監査手法の
向上を図った。

設計金額１０億円未満の工事１件、３００万円以上１億
円未満の工事２件

　監査実施工事名
　　　溝口第１排水区溝口第１ポンプ場土木工事
　　　エネルギー棟新築工事
　　　御薗５８号線ほか道路改良工事

工事等技術調査委
託経費

９９

29,524

監査委員事務局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

30,191 決 算 額 の 財 源 内 訳

29,524 一般財源

 ２． 高額滞納者等、整理困難事案を三重地方税管理回収機構
へ移管し、徴収率の向上を図った。
　　・移管実績
　　　　移管件数　　　　　　　　　　　　６０件
　　　　移管総額　　　　２０７，３３６，６２７円
　　　　　　　　　　　　　（H25年度移管事業分）

　　・収納額実績　　　　８４，４４４，０３３円
　　　　　　内訳　　　　３１，７４６，４５４円
　　　　　　　　（H24年度移管事案に係る収納額）
　　　　　　　　　　　　５２，６９７，５７９円
　　　　　　　　（H25年度移管事案に係る収納額）
　　・負担金
　　　　均等割額　　　　　　　１００，０００円
　　　　処理件数割額　　　８，４００，０００円
　　　  徴収実績割額　　　６，６６７，０００円
　　　　　　　計　　　　１５，１６７，０００円

徴収管理一般経費 ４０，２４１

　

収 税 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 納税者の利便性向上のため、市県民税(普通徴収)、固定
資産税・都市計画税、軽自動車税について、コンビニエン
スストアでの収納を行っている。
　・コンビニエンスストアでの収納税額
　　　　　　　　　　　９３４，６７２，７０１円
　・支出経費
　　　収納代行手数料　　　４，９２５，１３４円
　　　電話回線使用料　　　　　　８８，２４２円

コンビニ収納経費 ５，０１３

（款）2 総務費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）１．社会福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

120,416 352,871 31,193

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３５

1
1

１３５

2

 ２． 各地区民生委員児童委員、主任児童委員が各地域で実施
する日常の見守り活動、相談・助言活動、資質向上のため
の研修活動を支援した。

平成25年度は災害時要援護者台帳の登録作業について、
65歳以上の一人暮らし高齢者、高齢者だけの世帯を訪問し
た。なお、今年度より民生委員・児童委員の活動費の見直
しを行った。

民生委員児童委員
活動経費

１８，５１５

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ボランティア活動を活性化し、地域の支え合いによるま
ちづくりを進めるため、伊勢市社会福祉協議会の設置する
「伊勢市ボランティアセンター」の活動を支援した。

ボランティアセンターでは、ボランティア登録・斡旋、
ボランティア養成、活動団体への助成などを実施した。
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　10,183,000円
　決算額　　　 9,997,647円
　ボランティアコーディネーター　１名
　ボランティアセンター登録状況　122団体・3,189人
　活動に対する団体等助成　　25団体
　福祉協力校助成　　　　　　　42校
【過去2ヵ年の実績】
　①平成24年度
　決算額　　　 8,821,260円
　ボランティアコーディネーター　１名
　ボランティアセンター登録状況　114団体・2,890人
　活動に対する団体等助成　　24団体
　福祉協力校助成　　　　　　　39校
　②平成23年度
　決算額　　　8,381,220 円
　ボランティアコーディネーター　１名
　ボランティアセンター登録状況　124団体・3,383人
　活動に対する団体等助成　　23団体
　福祉協力校助成　　　　　　　36校
【事業を取り巻く状況等】

少子化、高齢化、人口減少等が懸念される中、支え合
い、助け合いによるまちづくりが求められており、ボラン
ティアの育成、地域の担い手づくり、地域における連携等
が地域福祉の課題となっている。

福祉ボランティア
育成事業負担金

９，９９８

1,320,296 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,298,507 一般財源

794,027

（款）3 民生費
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決算書
2        頁

１３５

3
3

１３７

4
4

１３７

5
5

１３７

6
6

１３７

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

福祉健康センター
施設改修事業

１４，８００

 ７． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成21年９月28日に施行された
建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となっていた
エレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用し
行った。
（主な概要）
　　【改修箇所（所管課）】
　　　　ハートプラザみその（福祉総務課）

エレベーター防災
対策改修事業

１４，９７４

 ６． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、建設後20年以上を経過しているため、
毎年、設備等のメンテナンスを行うとともに、老朽化によ
る施設の不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・多目的ホール防水改修工事　　　　　5,118,750円
　・福祉棟空調設備改修工事　　　　 　16,839,900円

ハートプラザみそ
の等管理事業

６１，６７１

 ５． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成21年９月28日に施行された
建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となっていた
エレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用し
行った。
（主な概要）
　　【改修箇所（所管課）】
　　　　伊勢市福祉健康センター（福祉総務課）

エレベーター防災
対策改修事業

１２，２６４

 ３． 第１期計画が５年の計画期間（平成21年度～平成25年
度）を終了することから、第２期計画（平成26年度～平成
30年度）を策定した。

策定にあたっては、伊勢市地域福祉計画策定推進委員会
（委員16名）を設置し検討した。また、「伊勢市と皇學館
大学との連携に関する協定書（平成20年７月11日）」に基
づき同校へ策定業務支援を委託した。住民意識調査（アン
ケート）発送準備、アンケート回収後のデータ入力作業に
ついては、「障害者就労支援施設等からの物品等の調達方
針」に基づき、福祉サービス事業所へ委託した。
※契約内容
伊勢市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定支援等業務委
託　1,803,694円
伊勢市地域福祉計画アンケート用紙印刷及び封入業務委託
112,000円
伊勢市地域福祉計画アンケート回答データ入力作業及びイ
メージ読み取り作業業務委託  108,088円

地域福祉計画策定
事業

２，９２７

 ４． 福祉健康センターは、竣工後26年が経過し、各設備にお
いて老朽化が進んでおり、利用者へのサービスの向上と適
正な維持管理に努めるため、非常灯バッテリー取替工事を
行った。また、利用者の駐車場の快適な利用の確保のた
め、駐車場舗装工事を行った。
（主な概要）
　・非常灯バッテリー取替工事　　　 3,820,950円
　・伊勢図書館ほか駐車場整備事業　10,931,592円

（款）3 民生費
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二見総合支所 生活福祉課
    （単位  千円）

決算書
       頁

１３７

1
1

１３７

2

小俣総合支所 生活福祉課
    （単位  千円）

決算書
       頁

１３７

1
1

１３７

2
2

１３７

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成21年９月28日に施行された
建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となっていた
エレベータの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用し
行った。
（概要）
　【改修箇所（所管課）】
　　伊勢市北部保健福祉会館(小俣総合支所生活福祉課）
  施設の不具合を解消した。

エレベーター防災
対策改修事業

４，４６２

　

 ２． 高齢者をはじめ住民の健康増進・教養の向上およびレク
リエーション等の場として小俣町内6カ所に設置した保健
福祉会館の維持管理にあたった。

保健福祉会館管理
事業

１６，６３３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域の高齢者をはじめ住民の教養の向上及びレクリエー
ション等を行うコミュニティの場として設置された施設で
ある小俣老人福祉会館と小俣商工会、度会教育会館の3施
設からなる合同会館の維持管理にあたった。

老人福祉センター
等管理事業

８９３

　

 ２． 施設の安全性を重視し、既存不適格となっていたエレ
ベーターの全面取替を行うことにより、建築基準法に合致
させた。

エレベーター防災
対策改修事業

１５，６０４

 １． 地域の高齢者や市民に対し、各種の相談業務や健康増進
事業及び教養娯楽等のための便宜を図り、明るく生きがい
のある生活支援の場として貸し出し施設の維持管理を行っ
た。

老人福祉センター
等管理事業

４，５８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 判断能力に不安のある認知症高齢者、知的障がい者、精
神障がい者等に関する福祉サービス利用援助や個人の金銭
管理援助について、伊勢市社会福祉協議会内に設置する
「伊勢地域権利擁護センター」を通じ実施した。

経費については、伊勢市在住者が同サービス利用の際必
要となる分を「権利擁護事業負担金」として伊勢市社会福
祉協議会に支出した。
※過去３年間の実績（延べ利用人数）
　　平成23年度　　　延べ56人　306,000円
　　平成24年度　　　延べ79人　400,500円
　　平成25年度　　　延べ80人　422,500円

権利擁護事業負担
金

４２３

 ８． 市民の福祉ニーズに対応できるよう、公的な福祉サービ
ス、制度に加え、伊勢市社会福祉協議会の相談活動、地域
のふれあい・支え合い事業を通じ、地域福祉の推進に努め
た。

社会福祉協議会運
営事業負担金

８５，０００

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）２．障害者福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

927,991 440,334 33,000 2,534

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３９

599,763

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 障がいのある人が、自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう地域生活支援事業を実施した。
【主な事業】
１．障害者総合相談支援センター運営事業

福祉サービス等の利用援助など障がい種別や年齢に関わ
らない一次相談を行う地域相談支援支援センター業務と、
伊勢市地域自立支援協議会の運営、権利擁護や相談支援専
門員の人材育成など地域の中核的な役割を担う基幹相談支
援センター業務を行う伊勢市障害者総合相談支援センター
「フクシア」の運営を社会福祉法人に委託し、相談支援の
充実を図った。
　　委託先  　社会福祉法人三重済美学院
　　委託金額　　２５，６０６，０００円
２．日常生活用具給付事業

在宅の重度心身障がい者（児）等に対し、特殊マット、
入浴補助用具等を給付することにより、日常生活の安定を
図った。
  　給付件数　２,４１９件
　　給付費　　２６，５４４，４４０円
３．身体障害者情報保障事業
（１）手話通訳設置事業

庁内に手話通訳者を配置し聴覚障がいのある人とその他
の人の意思疎通を仲介することにより、コミュニケーショ
ン支援の充実を図った。
　　窓口対応件数　１７７件
　　事業費　　　　４，４９８，３０４円
（２）手話通訳者・要約筆記者派遣事業

聴覚障がい者等とその他の人の意思疎通を仲介するため
に手話通訳者・要約筆記者を派遣することにより、聴覚障
がい等がある人の社会参加の向上を図った。
　　手話通訳者派遣件数　９６件
　　要約筆記者派遣件数　１６件
　　事業費　　　　　　　７３７，５３８円
（３）手話奉仕員養成事業

聴覚障がいや手話に関する基礎的な知識について学び、
聴覚障がい者の社会参加を支援する手話奉仕員の育成を目
的として手話奉仕員養成講座入門課程（全２３講座）を開
催した。（奉仕員：コミュニケーションがとれるもの）
　　受講人数　１７名
　　事業費　　１１１，０５７円
（４）点字広報・声の広報発行事業

広報を点字及び朗読することにより、視覚障がい者の情
報保障の充実を図った。
　　点字広報発行事業発行人数　１３人
　　声の広報発行事業発行人数　４２人
　　事業費　　　　　３５０，０００円

障害者地域生活支
援事業

１０３，６４８

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

2,153,009 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,003,622 一般財源

（款）3 民生費
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決算書
       頁

1

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　  １１２，０７９，０００円
　・障害者総合相談支援センター運営事業
　　　　　　　　　　　　　 ２６，１４６，０００円
  ・日常生活用具給付費　　 ２７，５００，０００円
　・身体障害者情報保障事業
　　　　手話通訳者設置事業　 ４，６１２，０００円
　　　　手話通訳者・要約筆記者派遣事業
　　　　　　　　　　　　　　 １，０５２，０００円
　　　　手話奉仕員養成講座　　　 １９８，０００円
　　　　点字広報・声の広報発行事業
　　　　　　　　　　　　　　　　３５０，０００円
  ・その他事業・経費　　　 ５２，２２１，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成２４年度　　９８，９６７，３３２円
　・障害者地域生活相談支援事業
　　　　　　　　　　　　　１７，０４０，２００円
　・日常生活用具給付事業
　　　　　給付件数　２，２８２件
　　　　　給付費　　２５，５３０，８２１円
　・身体障害者情報保障事業
　　　手話通訳設置事業
　　　　　窓口対応件数　１８２件
　　　　　事業費　　　　４，５０１，６９９円
　　　手話通訳者・要約筆記者派遣事業
　　　　　手話通訳者派遣件数　 １１０件
　　　　　要約筆記者派遣件数　 　２９件
　　　　　事業費　　　 ７７５，２８２円
　　　手話奉仕員養成事業
　　　　　養成講座基礎課程受講者数　　２３名
          ステップアップ講座受講者数　２１名
　　　　　事業費　　　　　　２０９，４０７円
　　　点字広報・声の広報発行事業
　　　　　点字広報発行事業発行人数　１２人
　　　　　声の広報発行事業発行人数　４２人
　　　　　事業費　　　　　３５０，０００円
平成２３年度　　７７，４０９，７３４円
　・障害者地域生活相談支援事業
　　　　　　　　　　　　　１６，４３１，６００円
　・日常生活用具給付事業
　　　　　給付件数　２，３０８件
　　　　　給付費　　２５，４５１，１４１円
　・身体障害者情報保障事業
　　　手話通訳設置事業
　　　　　窓口対応件数　２００件
　　　　　事業費　　　　４，４４１，５５７円
　　　手話通訳者・要約筆記者派遣事業
　　　　　手話通訳者派遣件数　 １００件
　　　　　要約筆記者派遣件数　 　３３件
　　　　　事業費　 １，０４８，７８５円
　　　手話奉仕員養成事業
　　　　　養成講座入門課程受講者数　　２７名
          ステップアップ講座受講者数　２９名
　　　　　事業費　　　　　　１７３，４９０円
　　　点字広報・声の広報発行事業
　　　　　点字広報発行事業発行人数　１３人
　　　　　声の広報発行事業発行人数　４８人
　　　　　事業費　　　　　３５０，０００円

【事業を取りまく状況等】
　障害者総合支援法の施行により地域生活支援事業の必須
事業が拡充されている。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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4
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5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

６５，６４２

 ４． １２月３日～９日にわたる「障害者週間」の意義を広く
市民に啓発し、ノーマライゼーションの理念を普及するた
め、街頭啓発、啓発行事、作品展示を実施した。

障害者啓発事業 ２９６

 ３． １．身体障害者福祉センター運営事業
社会適応訓練（パソコン教室等）等を行う身体障害者デ

イサービス事業を実施するとともに、身体障害者福祉セン
ターを利用する障がいのある人の利便性の向上や、社会参
加を促進するため、身体障害者福祉センターの運営を伊勢
市社会福祉協議会へ委託した。
　　年間利用人数　１，００９人（身体障害者デイサー
　　ビス事業）
２．重度身体障害者デイサービスセンター運営事業

創作的活動又は生産活動の機会の提供、その他の身体機
能又は生活能力の向上のための支援を行う生活介護事業を
実施するため、重度身体障害者デイサービスセンター「く
じら」の運営を伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
　　平均利用人数　１４．２人
３．障がい者就労支援施設運営事業

雇用されることの困難な障がいのある人に就労・生産活
動の機会を提供するとともに、就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な支援を行う就労継続支援事業を実施
するため、障がい者就労支援施設「ひまわり」、「工房そ
みん」、「小俣さくら園」、「御薗しらぎく園」の運営を
伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
　　平均利用人数
　　　　ひまわり　　　　１２．１人
　　　　工房そみん　　　１２．７人
　　　　小俣さくら園　　１３．５人
　　　　御薗しらぎく園　　７．６人
４．自立更生事業補助金

市内の障害者団体に対し、その活動経費を助成し、会員
の自立更生を図った。
　　助成団体　８団体

障害者福祉運営対
策経費

１２３，３０３

 ５． 在宅で重度の障がいのある人に対し、その障がいによっ
て生じる負担軽減を図り、その福祉を増進するため、特別
障害者手当等を支給した。

障害者手当等給付
事業

 ２． １．重度障害者タクシー料金助成事業
在宅の重度障がいのある人に対し、タクシー料金を助成

することにより、社会的活動への参加促進と経済的負担の
軽減を図った。
　　タクシー券利用枚数　 １３，０６８枚

２．重度身体障害者リフトタクシー助成事業
下肢、体幹機能の障がいがあり車いすを利用する方を対

象に、リフト付タクシーの利用料金を助成し、社会的活動
への参加促進と経済的負担の軽減を図った。
  　リフト付タクシー券利用枚数　　１，４７４枚

障害者外出支援事
業

９，５２７

（款）3 民生費
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5        頁
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． 障害福祉サービス等の利用について、介護給付費等の支
給を希望・申請した人に対し、支給決定し給付費の支給を
行った。

障害者介護給付等
事業

１，５７７，３４４

 ７． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成21年９月28日に施行された
建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となっていた
エレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用し
行った。

（改修箇所）伊勢市重度身体障害者デイサービスセンター

エレベーター防災
対策改修事業

１６，３１８

 ６． １．障がい者外出支援対策アドバイザー業務
視覚障がい者及び高齢等による視覚機能低下した方があ

らゆる活動へ積極的に参加できる機会を増やすため、公共
交通機関及び周辺の調査、ルート調査を実施し、調査結果
（音声案内）として、ＣＤ、カセットテープ、デイジー
データを作成した。
　　事業費　　８４０，０００円

２．オストメイト対応トイレ設備整備事業
オストメイト（人工肛門・人工膀胱保有者）の方の社会

参加を促進するため、市所管の公共施設にオストメイト対
応トイレ設備を整備した。
　　整備施設　５施設
　　事業費　　６，５７１，９５０円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　８，３５８，０００円
　・障がい者外出支援対策アドバイザー業務委託
　・オストメイト対応トイレ設備整備工事費
　　　整備施設　５施設

【過去２カ年間の実績】
　平成24年度
　・障がい者外出支援対策アドバイザー業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８２９，５００円
　・オストメイト対応トイレ設備整備事業　５施設
　　　　　　　　　　　　　　　　６，９２７，９００円
　平成23年度
　・障がい者外出支援対策アドバイザー業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８２９，５００円
　・オストメイト対応トイレ設備整備事業　５施設
　　　　　　　　　　　　　　　　６，０９０，０００円
　・ピクトサイン設置事業　６施設２１箇所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８８，２５０円

【事業を取りまく状況等】
　・伊勢市やさしさプランの障がい者サポートプロジェ
　クトとして平成２５年度までの３年間でオストメイト
　の方の社会参加を促進するため、市所管の公共施設
　へオストメイト対応トイレ設備の整備を実施した。

障がい者にやさし
いまちづくり事業

７，４１２

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）３．医療支給費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

337,727

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４１

1
1

１４１

2
2

１４１

3
3

１４１

4

 ３．
こども医療費支給
事業

２８８，３４７

 ４． 母（父）子家庭の親及び子、または父母のいない子で、
受給資格のある方に対して医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　６８，４５０千円
　・延件数　　　　　　　　　　２９，４３９件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　５，７３８千円
　・延件数　　　　　　　　　　２８，６９０件

一人親家庭等医療
費支給事業

７４，１８８

小学校卒業前までの乳幼児等で、受給資格のある方に対
して医療費を助成した。
　また、中学生の入院にかかる医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　２５９，８４５千円
　　　　　　　（うち中学生入院分　１，７２８千円）
　・延件数　　　　　　　　　　１４５，８５４件
　　　　　　　（うち中学生入院分　　　　３２件）
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　２８，５０２千円
　・延件数　　　　　　　　　　１４２，５０８件

 ２． 後期高齢者医療被保険者である身体障害者手帳１級から
４級または療育手帳Ａ１からＢ１の市民で、受給資格のあ
る方に対して医療費を助成した。

また、精神障害者保健福祉手帳１級で受給資格のある方
に対して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　１７７，２１６千円
　・延件数　　　　　　　　　　　６７，２６１件

６５歳以上障害者
医療費支給事業

１７７，２１６

485,885

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 身体障害者手帳１級から４級または療育手帳Ａ１からＢ
１の市民で、受給資格のある方に対して医療費を助成し
た。

また、精神障害者保健福祉手帳１級で受給資格のある方
に対して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　２３６，３６０千円
　・延件数　　　　　　　　　　　５３，８９４件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　１０，５６５千円
　　　　　　　　　　　　（うち郵送料　６５２千円）
　・延件数　　　　　　　　　　　４９，５６２件

障害者医療費支給
事業

２４６，９２５

845,891 決 算 額 の 財 源 内 訳

823,612 一般財源

（款）3 民生費
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決算書
4        頁

１４１

5

（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）５．心身障害児通園施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,486

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４１

1
1

１４１

2

（款）３．民生費　（項）２．老人福祉費　（目）１．老人福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,740 234,028 86,764

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４５

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

４３，８５７

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 高齢者が可能な限り住み慣れた地域での生活が継続でき
るよう、伊勢市介護保険事業計画に基づく公的介護施設を
整備した社会福祉法人等民間事業者に対して補助を行っ
た。
・認知症対応型共同生活介護事業所の新設 補助件数 １
件
・認知症対応型共同生活介護事業所の浴室改修 補助件数
１件

老人福祉施設建設
等補助金

3,577,922 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,561,154 一般財源

3,220,622

 ２． おおぞら児童園の施設を維持管理し、通園児の安全かつ
快適な施設利用を図った。おおぞら児童園管

理事業
３，６０９

27,396

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 障がいをもつ児童の発達の促進と障がいの軽減を図るた
め、通園による訓練や療育、相談等を行った。
　発達療育　　延べ  731人，感覚運動遊び　延べ1,209人
  放課後デイ　延べ　546人，作業療法　　　延べ　607人
　言語療法　　延べ　468人，相談　　　　　延べ　326人
　機能回復訓練延べ　 47人

おおぞら児童園運
営事業

２０，８８１

47,460 決 算 額 の 財 源 内 訳

46,882 一般財源

 ５． 配偶者と死別し、その時に２０歳未満の方を扶養してい
た、現在婚姻状態にない６０歳以上７０歳未満の女性で、
受給資格のある方に対して医療費の一部を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　５２千円
　・延件数　　　　　　　　　　　　　　１２件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　３千円
　・延件数　　　　　　　　　　　　　　１２件

寡婦医療費支給事
業

５５

（款）3 民生費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１４５

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４３

1
1

１４３

2
2

１４３

3
3

１４３

4
4

１４３

5

 ５． ７５歳以上の高齢者を対象に、市内全線有効の寿バス乗
車券（１００円券４０枚または１回乗りきり乗車券１２
枚）（※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉
手帳をお持ちの方及び第１種の手帳をお持ちの方の介護者
で希望の方は、「５０円券×８０枚」も選択可）
を交付し、定期バス乗車運賃の助成を行い、高齢者の外出
を容易にして社会参加の促進及び心身の健康の保持増進を
図った。
　
寿バス乗車券　交付者数　  　　    ９，８６１人
　　　(内訳)　１００円券　　 　　 ８，７８１人
　　　　　　　  ５０円券　　　　　　　１７５人
　　　　　　　乗りきり券　　　　　　　９０５人

老人乗合バス運賃
助成事業

２１，３０４

 ４． 虚弱な一人暮らし高齢者や重度身体障がい者に対し、緊
急通報装置の貸与を行うことにより、緊急事態発生時に迅
速かつ適切に対処できる体制を整備し、一人暮らし高齢者
等の日常生活の安全確保を図った。

緊急通報体制等整
備事業

５，５４９

 ３． 老衰・心身の障がい及び傷病等の理由により日常生活の
援助が必要な高齢者に対して、軽易な日常生活上の援助を
行うことにより、在宅での生活の継続を図った。

軽度生活援助事業 ８００

 ２． ６５歳以上のねたきり及び歩行が全介助状態である下肢
の不自由な高齢者で、一般の交通機関を利用することが困
難な者に対し、移送用車両（リフト付タクシー等）の利用
を支援し、高齢者の福祉の増進を図った。

　　利用枚数　　１６，９７２枚

外出支援サービス
事業

１７，２６６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 在宅の高齢者で、介護保険で「非該当」と認定された
者、又は自立とみなされる閉じこもりがちで虚弱な方々を
対象に、デイサービスセンターへの通所により、教養講
座・日常動作訓練・趣味創作活動等のサービスを提供する
ことにより、社会的孤立感の解消・心身機能の維持を図る
とともに、要介護状態への進行の予防を図った。

生きがい活動支援
通所事業

４，７１０

 １． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成21年９月28日に施行された
建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となっていた
エレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用し
行った。
（主な概要）
　　【改修箇所（所管課）】
　　　　みなとデイサービスセンター（福祉総務課）

エレベーター防災
対策改修事業

１９，７９３

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

（款）3 民生費
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決算書
5        頁

１４３

6
6

１４５

7
7

１４５

8
8

１４５

9
9

１４７

10

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４５

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域住民で組織する各保健福祉会館運営委員会において
計画する事業の実施及び保健福祉会館を会場に、高齢者を
対象とした健康体操教室を開催した。

保健福祉会館運営
事業

１，７７６

 10． １．平成２５年度新規分
社会福祉法人や住民組織等による、先進的・パイロット

的事業の立ち上げや、見守り活動チーム等の人材育成等を
支援する事業に補助金を交付し、高齢者や障がい者等に対
する地域における日常的な支え合い活動の体制づくりを
図った。
　　・南本町生きがい活動支援整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ９７０，０００円
　　・伊勢市中心市街地サポートセンター事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６３６，４６０円
　　・在宅支援サポート連携事業　　 ６６４，３１４円

２．継続支援分
過年度に、地域支え合い体制づくり事業を利用して新規

に立ち上げた事業について継続を支援し、活動の定着と強
化を図った。
　　・買物支援事業「厚生お助け隊」
　　　　　　　　　　　　　　　 １，０００，０００円
　　・一色町「食」支援の会高齢者支援事業
 　　　　　　　　　　　　　　　　  ９６６，５１４円

地域支え合い体制
づくり事業

４，２３７

 ９． おおむね６５歳以上の高齢者で、居宅において養護を受
けることが困難な者を、養護老人ホームへ入所措置した。
　　延べ措置人員　　養護老人ホーム　　１，４３２人

老人ホーム入所措
置事業

２４２，５５６

 ８． 一人暮らし高齢者等の要援護者に対し救急時の対策とし
て、要援護者に係る情報を救急隊員や病院関係者へ迅速・
的確に伝えるため、救急医療情報キットを配備した。

　配布件数（平成２６年３月３１日時点）　３，０６７件

救急医療情報キッ
ト配備事業

１８３

 ７． 市内に在住する年度末時点で満８８歳・１００歳・最高
齢の高齢者に対し、敬老と長寿を祝福し、感謝の意を表す
るため敬老祝品を贈呈した。（最高齢者への贈呈は生涯に
１回）
　　 ８８歳　  ５，０００円相当　　 ６８６人
   １００歳　１０，０００円相当　　   ２６人
 　最高齢　　１５，０００円相当　　　 　１人

敬老祝品贈呈事業 １，９５５

 ６． 伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラブの社
会奉仕活動や健康増進等に対して、補助金を交付し、生き
がいの場としてのクラブ活動を充実させた。

老人クラブ補助金 １１，２６４

小俣総合支所 生活福祉課

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）１．児童福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

665 101,616 1,344

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４７

1
1

１４７

2
2

１４７

3
3

１４７

4
4

１４７

5
5

１４７

6

 ６． 公立保育所職員と民間保育所職員の給与の格差等を是正
するため、民間保育所に対し補助した。
　民間保育所　１６箇所

一般保育事業補助
金

４７，２９７

 ５． 昼間、保護者のいない家庭の児童（主に小学校低学年
児）を対象に、放課後の遊びや生活の場を与えて、児童の
健全育成を図った。
　　放課後児童クラブ数　22箇所

放課後児童対策事
業

１３５，４６６

 ４． 次世代育成支援行動計画の進行管理を行うとともに、子
ども・子育て支援新制度の施行（H27.4予定）に向けて、
伊勢市子ども・子育て会議の設置及びニーズ調査を行っ
た。
　調査対象者　未就学児及び就学児の保護者　各1,500人

次世代育成支援対
策事業

３，３８２

 ３． 会員間の相互援助活動により、仕事と子育ての両立を図
るため一時的に子どもを預かる会員組織である「いせファ
ミリー・サポート・センター」の運営を行った。
　　年度末会員数　423人　　活動件数　1,997件

ファミリーサポー
トセンター事業

８，１１７

児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団保育が
困難である間、当該児童を専用スペースで預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両立支援を行った。
　　延べ利用人数　971人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　13,569千円

児童が病気あるいは病気回復期で集団保育が困難である
間、当該児童を専用スペースで保育する。

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　延べ利用人数　　752人
　平成23年度　延べ利用人数　1,141人

【事業を取り巻く状況等】
核家族化や女性の社会進出による共働き家庭の増加によ

り、児童の保育施設の需要が高まっている。

病児・病後児保育
事業

１３，５６９

 １． へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽減する
ために、社会福祉法人一宇郷福祉会みどり保育園の送迎バ
ス運行経費の一部を負担した。

児童送迎バス負担
金

２，０００

 ２．

330,675

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

489,488 決 算 額 の 財 源 内 訳

434,300 一般財源

（款）3 民生費
30



決算書
6        頁

１４７

7
7

１４７

8
8

１４７

9
9

１４７

10
10

１４９

11
11

１４９

12
12

１４９

13
13

１４９

14

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 14． 食物アレルギー等があり保育所における給食に特別な配
慮が必要な児童への安全な給食提供のため、民間保育所に
おける調理員の加配、代替食材、研修等にかかる費用を補
助した。
　民間保育所　12箇所

アレルギー等対応
特別給食提供事業
補助金

５，３６１

 13． 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を行
う保育所に対し、その経費を補助した。
　民間保育所　1箇所

一時保育事業補助
金

５３０

 12． 保育所施設の機能の維持及び向上を図るため、民間保育
所が行う太陽光発電施設設置工事の施行に対し補助金を交
付した。
　民間保育所　1箇所

民間保育所施設整
備事業費補助金

９，７８２

 11． 日曜・祝日等に保育を行う民間保育所に対して、その事
業経費を補助した。
　民間保育所　1箇所

休日保育事業補助
金

１，３３７

 10． 保育所での集団保育が可能で、かつ保育に欠ける障がい
をもつ児童を受け入れている保育所で、基準を超える保育
士配置に必要な経費及び運営の健全化を図るための経費を
補助した。
　民間保育所　9箇所
　対象児童　（中度）14人
　　　　　　（重度） 4人

障害児保育事業補
助金

１５，１８２

 ９． 保育所を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の促
進を図るための事業を実施する民間保育所に対し活動にか
かる経費を補助した。
　民間保育所　18箇所

地域活動事業補助
金

４，４５４

 ８． 通常の保育時間を超えて長時間保育（9時間以上）を実
施している保育所に対して、職員の加配及び処遇改善を図
るために要する経費を補助した。
　民間保育所　17箇所
　　うち国庫補助対象（11時間以上）6箇所

延長保育促進事業
補助金

５６，７９８

 ７． ０・１歳児にゆとりのある保育を実施することにより、
児童の心身の発育発達を一層促すため、延長保育、休日保
育、一時保育等特別保育事業を実施し、０・１歳児が定員
もしくは入所児童数のいずれか多い方の１割以上入所して
いる保育所で、基準を超えて配置する保育士に必要な経費
を補助した。
　民間保育所　8箇所

低年齢児保育推進
事業補助金

１，８８４

（款）3 民生費
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決算書
14        頁

１４９

15
15

１４９

16

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 16． 保健師及び社会福祉士、家庭児童相談員、女性相談員、
発達支援相談員、臨床心理士（非常勤）を配置し、子育て
や児童虐待、ＤＶ（配偶者等による暴力）や女性に関する
相談を受け付け、助言指導等を行った。

また、発達支援相談員による保育所及び幼稚園への巡回
訪問等を行い、発達障がい児の早期発見や適切な支援を
図った。
　・児童相談　　：延べ 959件（235人、うち新規179人）
　・女性相談　　：延べ 683件（143人、うち新規 88人）
　・発達支援相談：延べ 571件（240人、うち新規144人）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　11,146千円
　主な経費内訳　家庭児童相談員：2人　4,633千円
　　　　　　　　女性相談員　　：1人　2,244千円
　　　　　　　　発達支援相談員：1人　2,257千円
　　　　　　　　臨床心理士　　：1人　1,457千円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度
　・児童相談　　：延べ1041件（226人、うち新規109人）
　・女性相談　　：延べ 520件（ 95人、うち新規 58人）
　・発達支援相談：延べ 420件（205人、うち新規205人）
　平成23年度
　・児童相談　　：延べ 867件（180人、うち新規 76人）
　・女性相談　　：延べ 423件（ 78人、うち新規 52人）

【事業を取りまく状況等】
全国的に児童虐待相談件数が過去最高を更新する中で、

児童虐待又は要保護児童等（保護又は支援が必要な児童）
の相談件数の増加が見込まれる。

児童虐待、ＤＶ、発達障がいに対する社会的関心が、高
まる中で、相談支援体制の充実が求められている。

こども家庭相談セ
ンター事業

１０，３７２

 15． 伊勢市子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置して、要保護児童とその家族の早期発見
と適切な支援のため、関係機関との連携を図り児童虐待の
防止に努めた。

子ども家庭支援
ネットワーク事業

２３９

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）２．児童措置費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,768,684 524,345 292,171

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４９

1
1

１４９

2

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）３．父母子福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

203,918

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４９

1
1

１４９

2

 ２． 父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の
増進を図るために、手当を支給した。
　　受給資格者数　1,423人

児童扶養手当支給
事業

５５２，３３１

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

579,573 決 算 額 の 財 源 内 訳

576,181 一般財源

 １． ひとり親家庭の自立の促進を図るために、看護師等の資
格養成機関で修業する一人親家庭の父又は母に対し、生活
費の負担減を図るための補助金を支給した。
　　高等技能訓練促進費　18人
　  入学支援修了一時金 　9人

高等技能訓練促進
費等事業

２１，１２７

372,263

児童入所施設措置
事業

３，８９６

施 策 の 成 果

 １． 児童の福祉に欠ける世帯の母子を支援施設に入所措置す
ることで、家庭生活の安定保護を図るとともに、自立への
支援を行った。また、経済的理由により入院助産を受ける
ことができない妊産婦を入所措置した。
　支援施設利用件数　2件
　助産施設利用件数　2件

 ２． 子どもの健やかな育ちを社会全体で応援するという趣旨
のもとに、中学３年生までの子どもを養育する保護者に対
し児童手当を支給した。
  　受給者数　9,249人
　　対象児童延べ人数　182,364人

児童手当支給事業 １，９９６，１６０

3,297,705 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,273,733 一般財源

688,533

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）４．児童福祉施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,126 18,777 295,176

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５１

1
1

１５１

2
2

１５１

3
3

１５１

4
4

１５１

5
5

１５１

6
6

１５１

7

 ６．
延長保育促進事業 ８，５７４

 ７． 日曜日、祝日等の保護者の就労等により、家庭で子ども
の保育が困難な場合に、保護者の子育てと仕事の両立を支
援するため、休日保育を行った。
　　市立保育所　1箇所（保育所きらら館）

休日保育事業 ３，１７２

　11時間を超えて長時間の保育を実施した。
　市立保育所　2箇所（大世古保育所、保育所きらら館）

 ５． 保育所での集団保育が可能で、かつ保育に欠ける障がい
をもつ児童の入所する保育所に保育士及び保育補助員を加
配した。
　市立保育所　14箇所
　対象児童　　（中度）28人
　　　　　　　（重度）14人

障害児保育事業 ５７，２８０

 ４． 子育て家庭の交流の場の提供、子育てに関する講座の開
催、育児不安についての相談指導、子育てサークル支援な
どを行った。
　子育て支援センターきらら館、小俣子育て支援センター
　明倫保育所、二見浦保育園、しごうこども園

地域子育て支援セ
ンター事業

５２，５３９

 ３． 保育所を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の促
進を図るための事業を実施した。
　市立保育所　11箇所

保育所地域活動事
業

２，０７５

 ２． 延長保育、休日保育、一時保育等特別保育事業を実施
し、定員もしくは入所児童数のいずれか多い方の１割以上
０・１歳児が入所している保育所において０・１歳児に対
して国の基準を超えて保育士を配置した。
　市立保育所　3箇所

低年齢児保育推進
事業

６，９０１

３８２，６２９

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　市立保育所に嘱託保育士等を配置した。
　・嘱託保育士　  96人　・嘱託看護師　14人
　・嘱託調理員　　16人　・嘱託業務員　15人
　・臨時保育士　　44人　・臨時調理員　 7人
　・文書集配職員　 1人

臨時保育士等経費

1,502,966 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,478,078 一般財源

1,162,999

（款）3 民生費
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決算書
7        頁

１５１

8
8

１５１

9
9

１５１

10
10

１５１

11
11

１５１

12

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 12． 認定こども園の施設を維持管理し、入園児童の安全かつ
快適な保育環境を維持した。
　市立認定こども園　1箇所（しごうこども園）

市立認定こども園
維持管理経費

４，１４４

 11． 認定こども園において就学前児童の教育・保育を行っ
た。
　市立認定こども園　1箇所（しごうこども園）
　延べ利用児童数　1,177人

市立認定こども園
運営経費

５３，７０２

 10． 公立保育所（保育所きらら館）に設置のエレベーターに
ついて、建築基準法施行令が改正されたことにより、基準
に適合するようエレベーターの改修を行った。

エレベーター防災
対策改修事業

１，４０１

 ９． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
　五峰保育園保育室空調機取替工事
　大世古保育所トイレ改修工事
　浜郷保育所砂場改修工事
　きらら館ウッドデッキ改修工事
　明倫保育所2階床張替改修工事
　御薗第二保育園ベランダ及び避難路塗装改修工事
　ゆりかご園防球ネット張替工事
　あけぼの園給湯設備改修工事
　しらとり園下水道接続工事
　しらとり園フェンス基礎修繕工事

市立保育所施設整
備事業

１４，４０２

 ８． 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を
行った。
　保育所きらら館、小俣子育て支援センター
　しごうこども園
　延べ利用児童数　１日利用　 1,721人
　　　　　　　　　半日利用　　 789人

一時保育事業 １４，３２２

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）４．生活保護費　（目）２．扶助費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,626,190 70,101

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５３

1

503,345

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助
長することを目的とした生活保護法の理念に基づいて、適
正な保護の実施に努めた。

平成25年度実績
被保護世帯数　　　　995世帯
被保護人員        1,274人
被保護率           10.0‰

種　　別                    円
生活扶助         614,077,602
住宅扶助         239,741,959
教育扶助           8,615,197
介護扶助          80,531,620
医療扶助       1,217,796,505
生業扶助           5,189,676
葬祭扶助           3,495,475
保護施設事務費    30,187,992
合　　計       2,199,636,026

平成24年度実績
被保護世帯数　　　1,009世帯
被保護人員        1,301人
被保護率           10.1‰

種　　別                    円
生活扶助         637,010,301
住宅扶助         238,250,128
教育扶助           9,029,497
介護扶助          61,367,174
医療扶助       1,267,597,646
生業扶助           5,551,410
葬祭扶助           2,365,937
保護施設事務費    29,269,712
合　　計       2,250,441,805

各種扶助事業 ２，１９９，６３６

2,284,252 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,199,636 一般財源

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）１．人権施策管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

22,627

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５５

1
1

１５５

2

（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）２．人権啓発推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

354

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５５

1
1

１５５

2
2

１５５

3
3

１５５

4
4

１５５

5

 ５． 小中ＰＴＡ会員と一般からの会員募集をし、４回講座を
持ち、講師による講演後、グループ討議を行った。回ごと
にテーマと講師を変え、人権問題を広く学習することがで
きた。延べ１２１名の参加があった。

人権啓発講座開催
事業

１８４

 ４． 市内２２の各協議会にて、講演会、人権展、啓発紙の発
行等の活動を行った。３月には今後の取組の充実を図るた
め、全協議会参加による交流会を開催した。

小学校区別人権・
同和教育推進連絡
協議会事業

７５１

 ３． ７月の「人権を考える市民の集い」では、講師に蓮池透
さんを迎え、北朝鮮の人権侵害の実態を、１２月の「伊勢
市人権講演会」では、香山リカさんを迎え、今どきの子ど
もや若者との接し方を教えていただいた。

講演会開催事業 １，０３２

 ２． 非核・平和第３５回空襲展を実施し戦争の悲惨さと平和
の大切さを訴えていくことができた。

日本非核宣言自治体協議会からの情報提供や平和首長会
議からのポスターを活用したミニ原爆被災展を実施、折鶴
コーナーも設け広く住民へ非核・平和の周知を行った。

非核平和推進事業 ５７５

2,513

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権啓発パンフレット・啓発物品を作成し、「差別をな
くす強調月間」及び「人権週間」を中心に、企業訪問、街
頭啓発などで配布した。設置場所と啓発場所を増やしたこ
とで多くの住民等に人権意識への関心を高めることができ
た。

人権啓発推進事業 ３２５

3,168 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,867 一般財源

 ２． 人権問題に関する理解と認識を深めるため、成人学習講
座をはじめとする各種講座を開催し、市民に学習の場と機
会を提供した。

市民館講座開催事
業

７８

人権施策推進事業 ９４０

43,313

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市人権施策推進協議会と協力して、人権尊重の理念
に関する市民相互の理解を深めるため、市内小中学校の児
童生徒を対象とした人権尊重啓発ポスター募集及び市民を
対象とした人権尊重啓発標語募集、人権セミナーの開催な
どの各種事業の展開により人権意識の高揚に努めた。

68,644 決 算 額 の 財 源 内 訳

65,940 一般財源

（款）3 民生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）１．保健衛生総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

49,016 43,850 150,900 8,296

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５７

1
1

１５７

2
2

１５７

3
3

１５７

4
4

１５７

5

 ５． 公共用水域の汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図るため、合併処理浄化槽設置者に対し補助し、合
併処理浄化槽の普及に努めた。
　公共下水道認可区域外　４３５基　１５３，４６２千円
　公共下水道認可区域内　　３１基　　　３，８３４千円

合併処理浄化槽設
置整備事業補助金

１５７，２９６

 ４． 狂犬病予防法に基づき、獣医師会と協力して、畜犬登録
受付と狂犬病予防注射を行った。
　畜犬登録件数　　　　　　　　　４４９頭
　狂犬病予防注射接種件数　　５，５８７頭

狂犬病予防事業 １，１１３

 ２． １市２町で構成する伊勢広域環境組合クリーンセンター
でし尿等の適正処理を行った。
　共通経費　　　２，５９９千円(平等割10％加入事務数
　　　　　　　　　　　　　　　 割90％)
　運営経費　１５０，４６６千円(実績割100％)
　建設経費　　２４，７０５千円(平等割10％人口割90％)
　公債費　　　１３，５１７千円(元利補給金)

伊勢広域環境組合
負担金（し尿）

１９１，２８７

 ３． 伊勢市環境会議にて、各家庭における生活排水対策の啓
発活動等に取り組んだ。

実施事業：勢田川七夕大そうじ、水生生物による水質調
査、エコクッキング教室など

生活排水対策啓発
事業

２６５

３４，１５２

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合斎場で火葬業務を
行った。
　共通経費　　　　４８０千円(平等割10％加入事務数割
　　　　　　　　　　　　　　  90％)
　運営経費　２７，８０５千円(実績割100％)
　建設経費　　５，８６７千円(平等割10％人口割90％)

840,197 決 算 額 の 財 源 内 訳

705,548 一般財源

453,486

伊勢広域環境組合
負担金（斎場）

（款）4 衛生費
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決算書
5        頁

１５７

6
6

１５７

7

 ７． 新エネルギーの導入促進および普及啓発のため、太陽光
発電システム設備設置者に対し補助金１件あたり６０千円
を交付した。
平成２５年度　　　　　１４，６９９千円
　・補助金　６０千円×２４４件
　・郵便料　５９千円
平成２４年度からの繰越　３，６００千円
　・補助金　６０千円×６０件

太陽光発電普及促
進事業

１８，２９９

 ６． 共同汚水処理施設の適正な維持管理を図るため、住民で
組織する団体が管理し、設置後７年以上が経過した共同汚
水処理施設の修繕工事（当該修繕工事に要する経費が１件
当たり30万円以上のものに限る）を実施した管理団体に対
し補助を行った。
  補助件数：３件　補助金額：２,９３９,３００円

【当初予算における内容、計画】
　 当初予算額　  ７,６００千円
　 補助件数　　　　　　 　８件
　 補助対象団体       　８団体

【過去２ヵ年度の実績】
　 新規事業のため実績なし。

【当初予算時と事業実施との差異の理由】
　 当初補助件数を８件と見込んでいたが、補助申請が３
 件であったため補助金の執行が不必要となった。

共同汚水処理施設
修繕工事補助金

２，９３９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）4 衛生費
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決算書
7        頁

１５７

8
8

１５７

9

 ９． 市内の小中学校のエネルギー環境学習・活動を促進する
ため、エネルギー教育に要する経費を１校あたり上限２万
円で支援した。

エネルギー教育促
進事業

６９５

 ８． 平成２４年１２月に策定した「伊勢市地球温暖化防止実
行計画」に基づき、公用車として電気自動車の購入、及
び、エコドライブ講習会を実施した。
○電気自動車購入　７，１３２千円
　＜内訳＞
　電気自動車購入費用　６，８６１千円（２台）
　普通充電器設置費用　２７１千円（２基）
※電気自動車の購入については、国の補助金を活用した。
　クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金
　１，７００千円（２台分）

○エコドライブ講習会開催費用　２２６千円
　市民向け・職員向け各２回実施
　　＜参加者数＞
　　　市民向け　　　１８人
　　　職員向け　　　３０人

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　７，３６４千円
　電気自動車２台購入　６，７６６千円
　普通充電器２基設置　３００千円
　エコドライブ講習会開催費用　２９８千円

【過去２ヵ年度の実績】
○電気自動車の購入
　平成２５年度新規事業

○エコドライブ講習会（平成２４年度、平成２３年度は、
　衛生一般経費にて計上）
　・平成２４年度　市民向け・市職員向け各２回実施
　　＜参加者数＞
　　　市民向け　　　１５人
　　　職員向け　　　３０人
　・平成２３年度　市民向け２回実施
　　＜参加者数＞  　２４人

【事業を取りまく状況等】
県のモデル事業として、行政・大学・団体・民間事業者

等により設立された「電気自動車等を活用した伊勢市低炭
素社会創造協議会」が平成２５年３月に策定した行動計画
「おかげさまＡｃｔｉｏｎ！」に基づき交通分野での温室
効果ガスの削減に取組んでいる。

エコドライブ普及
推進事業

７，３５８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）4 衛生費
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決算書
9        頁

１５７

10
10

１５９

11
11

１５９

12

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域住民の福祉の充実及び公衆衛生の向上を目的に、平
成17年4月１日から営業を開始した。また、平成19年4月1
日からは民間のノウハウを生かすために指定管理者制度を
導入し管理運営を行っている。毎月6回程度のかわり湯を
実施し、利用拡大に努め、市民の憩いの場として多くの方
に利用していただいた。
　平成25年度利用者数　　38,945人

離宮の湯管理運営
事業

１１，４１７

 12． 環境問題に対する意識啓発のため、また、環境に関する
市の取組への理解と協力を得るため、環境フェアを開催し
た。
　開催日　平成２５年１０月１３日（日）
　開催場所　三重県営サンアリーナ
　主催　伊勢市環境会議、伊勢市

環境フェア等開催
事業

３２９

 11． 犬猫の適正飼育を図るため、不妊手術費の一部助成を
行った。
　補助金交付件数　　　　犬１６５頭　猫４６５頭

犬猫不妊手術費等
補助金

２，０１７

 10． 交通分野における温室効果ガス削減の啓発及び「電気自
動車等を活用した伊勢市低炭素社会創造協議会」が平成25
年３月に策定した行動計画「おかげさまＡｃｔｉｏｎ！」
の各種取組みを促進するため、三重交通株式会社による行
動計画に基づく電気バス１台の導入に対し補助金を交付し
た。

電気バスには、注目度・啓発効果の向上を目的に、株式
会社ポケモンの協力を得て「ポケットモンスター（ポケモ
ン）」で人気の「ピカチュウ」（でんきタイプのポケモ
ン）のラッピングを施した。
　【導入概要】
　　・補助率：国（1/2）、県（1/8）、市（1/8）
　　・出発式及び試乗会：平成２６年３月３０日
　　・通常運行開始：平成２６年３月３１日
　　・運行路線：外宮内宮線
　　・運行回数：４往復／日

ＥＶバス導入支援
事業

１２，５００

小俣総合支所 生活福祉課

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）２．保健センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

35,802 6,685 9,300 23,474

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1
1

１６１

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1
1

１５９

2
2

１５９

3

 ３． 病院群輪番制は、一次救急医療体制に併せ、市内の２病
院（伊勢赤十字病院、市立伊勢総合病院）が、輪番制によ
り、休日及び夜間における重症救急患者の受け入れに対応
する二次救急体制を確保するためのものであり、この補助
金はその運営費を補助するものである。

平成２５年度は１９，１４４人の受け入れがあり、市民
の安心・安全確保に大きく貢献した。

病院群輪番制病院
運営費補助金

３４，５２５

 ２． 休日・夜間応急診療所への医師派遣調整及び救急医療知
識の普及啓発並びに情報提供業務を伊勢地区医師会に委託
し、休日及び毎夜間における一次救急医療体制の確保を図
るとともに、救急医療体制を確保するため、市民に救急業
務に関する正しい知識と理解を深めてもらうよう周知に努
めた。

一次救急医療事業 ４，０９１

 １． 市民の安心と救急医療体制の保持を図るため、健康、医
療をはじめ、介護、育児やメンタルヘルスなどの、市民の
心と体の様々な相談に、医師や看護師などの専門家による
２４時間年中無休、通話料無料の電話相談サービスを委託
し実施した。７，５９８件の相談があった。

健康・医療電話相
談事業

９，３９８

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 新病院建設事業費のうち１/4相当額を出資金として支出
した。（合併特例債を100％充当）
【事業費内訳】
　敷地造成に伴う測量　　　 　　５,７７８千円
　敷地造成に伴う地質調査　　１９，６６３千円
  敷地造成基本設計　　　　　１１，９４６千円

病院事業出資金 ９，３００

979,304

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 病院事業に対して、繰出基準に基づく繰出しのほか、資
金不足改善及びエレベーター防災改修工事のため、繰出し
を行なった。
　・通常分　　　　　　　 　 ６２４,００７千円
　・資金不足改善分　　　 　 １１１,４１７千円
　・エレベーター防災改修分    ６３,０００千円

病院事業会計繰出
金

７９８，４２４

1,058,831 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,054,565 一般財源

（款）4 衛生費
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決算書
3        頁

１５９

4
4

１５９

5
5

１６１

6

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

４，３０２

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成21年９月28日に施行された
建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となっていた
エレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用し
行った。
（主な概要）
　　【改修箇所（所管課）】
　　　　小俣保健センター（福祉総務課）

エレベーター防災
対策改修事業

 ６． 市と藤田保健衛生大学で協定を締結し、地域医療（主に
回復期リハビリテーション）の充実を目的とした寄附講座
を開設した。

講座開設にあたり、市立伊勢総合病院へ医師が派遣さ
れ、スタッフへの指導、教育を含めリハビリテーション環
境の充実が図られた。

連携リハビリテー
ション医学講座設
置事業

２０，０００

 ５． 健康づくりの基本となる食生活を適正なものにするた
め、食生活改善推進員の養成と、推進員の自主的な活動に
対する支援を行った。

食生活改善推進事
業

８０５

 ４． 生涯を健康で暮らせるような「健康文化都市」をめざ
し、健康づくり指針に基づき生活習慣病予防を中心に健康
づくり活動を推進した。健康文化週間及び健康の日の啓発
事業や、健康づくりアドバイザー養成講座、重点事業への
取組みとして、低カロリー・バランス食のレシピ集の発行
やウォーキングマップの発行、講座等を実施した。

健康文化都市推進
事業

１，６４７

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）３．予防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,559 1,752

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1
1

１６１

2
2

１６１

3

 ３． 流行している風しんの拡大防止と、先天性風しん症候群
の発生を予防するため、妊娠を予定・希望している女性、
妊婦の夫及び妊婦の同居家族に対し、ワクチン接種費用の
一部助成を行った。

風しんワクチン接
種緊急助成事業

１，７４６

 ２． 肺炎の予防及び重症化を防止するため、任意予防接種で
ある肺炎球菌ワクチンを接種した方（６５歳以上）に対
し、接種費用の助成を行った。

肺炎球菌予防接種
助成事業

５，９３２

283,722

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 全ての定期予防接種を県内の実施医療機関で実施し、対
象者に接種を行った。また、未接種者に対し勧奨通知を送
付し、接種率の向上を図った。

法改正により、平成２５年４月１日から、定期予防接種
となった子宮頸がん予防ワクチン・ヒブワクチン・小児用
肺炎球菌ワクチン接種について、予防接種事業として実施
した。

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　１４２，５７９，０００円
　　　・子宮頸がん予防ワクチン　延べ２，１０４人
　　　・ヒブワクチン　延べ４，５３１人
　　　・小児用肺炎球菌ワクチン　延べ６，０８４人

【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２４年度　１１７，４９４，４４４円
　　　・子宮頸がん予防ワクチン　延べ１，６６４人
　　　・ヒブワクチン　延べ４，４２２人
　　　・小児用肺炎球菌ワクチン　延べ４，５８６人

　　平成２３年度　１４６，７５３，３１８円
　　　・子宮頸がん予防ワクチン　延べ３，２５６人
　　　・ヒブワクチン　延べ４，２４８人
　　　・小児用肺炎球菌ワクチン　延べ５，０５３人

【事業を取りまく状況等】
・子宮頸がんを予防するため、平成２２年８月から市単

独事業として子宮頸がん予防ワクチン接種者に助成を開始
した。平成２３年２月からは、国の子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進事業が開始され、３ワクチン接種について委
託事業として実施した。予防接種法の改正により、平成
２５年４月１日から定期接種化され、予防接種事業として
実施した。

なお、子宮頸がん予防ワクチンについては、平成２５年
６月１４日付、厚生労働省の勧告により、一時的に積極的
な勧奨を見合わせた。

予防接種事業 ２８２，３５６

341,201 決 算 額 の 財 源 内 訳

290,033 一般財源

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）４．成人保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,397 9,325 1,690

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1
1

１６１

2
2

１６１

3
3

１６１

4
4

１６１

5

 ５． 保健師等が家庭訪問を行い、本人及びその家族２５４人
に対し、生活習慣病の予防や介護予防に関するアドバイス
や、保健サービスと医療・福祉等のサービスの調整を図っ
た。

訪問指導事業 ９２

 ４． ４０歳以上の市民を対象に、血圧測定、検尿をはじめ、
個別の健康相談、栄養相談を行い、疾病の早期発見及び健
康の増進に努めた。
　延べ１０７回、５１６人の相談を行った。

成人健康相談事業 ８６５

 ３． ４０歳～５０歳及び５５歳、６０歳、６５歳、７０歳の
市民を対象に、市内及び度会郡内の実施歯科医院で歯周疾
患の検診を実施した。

２，２８７人が受診し、歯周疾患の早期発見、早期治療
に寄与し、８０２０運動を推進した。

歯周疾患検診事業 ６，１６２

 ２． 市内の医療機関、保健センター及び地域において、胃・
子宮・大腸・乳・前立腺及び肺がん検診を実施した。日本
人の死因第１位であるがん（悪性新生物）を早期発見し、
早期治療につながるよう努めた。

がん検診事業 ２３９，１６８

239,358

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ４０歳以上の保険が無い方を対象にした健康増進法健康
診査及び、４０・４５・５０・５５・６０歳及び６５歳～
７０歳の女性に骨粗しょう症検診を実施して、生活習慣病
を早期発見し、市民の健康増進に努めた。

成人健康診査事業 １０，０５５

274,564 決 算 額 の 財 源 内 訳

256,770 一般財源

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）５．母子保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,342 4,603 1,239

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1
1

１６１

2
2

１６３

3
3

１６３

4
4

１６３

5
5

１６３

6
6

１６３

7
7

１６３

8

 ８． 身体発育及び精神発達の面で最も重要な時期である３歳
の時点において、総合的な健康診査を実施し、１，０７０
人が受診した。また、児童虐待の徴候を早期発見し、育児
不安等の解消と児童虐待の防止に努めた。

３歳児健康診査事
業

４，１７９

 ７． 身体発育、精神発達の面で歩行や言語発達の標識が容易
に得られる１歳６か月時に健康診査を実施し、１，０１４
人が受診した。また、児童虐待の徴候を早期発見し、育児
不安等の解消と児童虐待の防止に努めた。

１歳６か月児健康
診査事業

２，７３５

 ６． 妊娠中に１４回及び乳児期に２回（４か月、１０か月）
計１６回、県下の委託医療機関で健康診査を実施した。妊
婦は延べ１１，９９５（県外助成を含む）人、乳児は延べ
１，８２１人受診した。このことにより、妊婦・乳児の異
常の早期発見と健康の保持増進を図った。

妊婦・乳児健康診
査事業

１０２，９９７

 ５． 新生児をはじめ乳幼児、妊産婦のいる家庭を訪問し、相
談に応じることで不安や悩みの解消、異常の早期発見に努
めた。新生児９８１人、乳幼児７００人、妊産婦１，０１
９人、育児支援９９人の訪問を実施した。

新生児等訪問指導
事業

３，３４２

 ４． 乳幼児を持つ保護者を対象に、育児上の悩みや離乳食な
どについて適切なアドバイスを行い、自信を持って育児が
できるように援助を行った。保健センターや地域等で開催
し、延べ３，９８６人の相談に対応した。

子育て相談事業 ７２６

 ３． １歳６か月児健康診査から３歳児健康診査までの２年間
に、むし歯が急速に増加するため、むし歯予防の教室を開
催した。
・むし歯バイバイ教室２４回　８７７人
・３歳児フッ化物塗布１２回　６９９人

幼児歯科保健事業 ２，９４３

 ２． １歳６か月児健康診査等により、言語発達等に観察が必
要な親子に対し、育児支援・助言を行い、健全育成を図る
とともに、子育てに悩みを持つ保護者のネットワークづく
りに努めた。７１０人の参加があった。

発達支援教室事業 ２，２２６

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 妊娠期、乳幼児期に各教室を実施し、妊娠・出産・子育
てに関する正しい知識の普及や子育ての不安の解消、仲間
づくりの支援を図った。９５０人の参加があった。

子育て支援教室事
業

５１０

151,008 決 算 額 の 財 源 内 訳

137,341 一般財源

129,157

（款）4 衛生費
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決算書
8        頁

１６３

9
9

１６３

10
10

１６３

11
11

１６３

12

 12． 入院養育が必要な未熟児１６人に対して、医療の給付に
要する経費を補助することにより、経済的負担の軽減と未
熟児の健康の保持増進を図った。

未熟児養育医療事
業

４，４９２

 11． 医師が必要と認めた不妊不育治療を受けた夫婦に対し、
不妊不育治療費に要する費用の一部助成（費用の２分の１
で年間１０万円を限度とし通算５回まで）を行った。
　不妊治療１８３件、不育治療１件に助成を行った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１１，０１０，０００円
　　不妊治療助成　１６０件
　　不育治療助成　　１０件

【過去２カ年度の実績】
　平成２４年度　１０，１０２，５００円
　　不妊治療助成　１６２件
　平成２３年度　　９，８５５，３００円
　　不妊治療助成　１５６件

【事業を取りまく状況等】
・特定不妊治療の国の助成事業は、平成２６年度から、妊
娠出産に伴うリスクが相対的に少なく、治療により出産に
至る確立がより高い年齢での治療となり、助成対象者の年
齢と助成回数が見直された。

市においては現行どおり、一般不妊治療も含めて幅広い
対象者に実施している。
・平成２３年度から不妊治療費助成事業の対象条件から所
得制限を撤廃した。
・不育症治療は検査や治療の多くが保険対象外となってい
るため、平成２５年度から対象治療に不育治療費も追加し
実施している。
・助成対象者は、年々増加傾向である。

不妊不育治療費助
成事業

１１，９３８

 10． 妊娠の届出を行った９９９人の妊婦に対し、窓口で母子
健康手帳を交付した。また、妊娠中からの保健指導を行
い、母子の健康の保持増進を図った。

母子健康手帳交付
事業

３６４

 ９． 歯周疾患の早期発見、早期治療により早産や低出生体重
児の出生を予防し、健やかな子育てが開始できるよう、市
内及び度会郡内の実施歯科医院で、３２８人の妊婦に歯科
健康診査を実施した。

妊婦歯科健康診査
事業

８８９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）６．墓地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,776

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）７．診療所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

92,875

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1
1

１６３

2

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）８．公害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６５

1

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公害防止、環境保全を図るため、水質・騒音・振動・悪
臭等の調査を行い、現状の把握に努めた。調査事業 ３，２８６

3,317 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,286 一般財源

3,286

 ２． 休日の救急医療が必要な市民に応急的な医療を行うた
め、休日・夜間応急診療所（歯科）を開設し、一次救急医
療を確保することにより、市民の健康管理を図った。

歯科診療所運営事
業

６，８０７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 夜間や休日などに救急医療が必要な市民に応急的な医療
を行うため、休日・夜間応急診療所（内科・小児科）を開
設し、一次救急医療を確保することにより、市民の健康管
理を図った。

医科診療所運営事
業

８９，４４９

111,269 決 算 額 の 財 源 内 訳

96,256 一般財源

3,381

健 康 課

 １． 共同墓地内の環境整備を図るため、自治会等が行う共同
墓地整備事業に対し、費用の一部を補助した。
　補助金交付件数　２１件

共同墓地整備事業
補助金

５，４３１

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

9,629 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,419 一般財源

5,643

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）１．清掃総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,046

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６５

1
1

１６５

2
2

１６５

3

 ３． 市有地等に不法投棄された家電４品目及び処理困難物を
適正に処理した。
不法投棄物：テレビ141台、冷蔵庫36台、洗濯機22台
　　　　　　エアコン7台、タイヤ159本 他

不法投棄防止対策
推進事業

１，０２４

 ２． ごみの排出場所の集積化を促進し、ごみ収集の効率化を
図るとともに、ごみの散乱を防止し、市民の美化意識の高
揚を図ることにより、市民の良好な生活環境を確保するこ
とを目的として、廃棄物集積所を設置した自治会等に対し
補助金を交付した。
　○交付申請団体数　　　のべ５３団体
  ○補助金交付基数　　　　　７６基
　○補助率　利用世帯数に応じて補助金限度額の設定

廃棄物集積所設置
補助金

５，９６７

伊勢広域環境組合
負担金（ごみ）

８８７，１７８

953,360

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合清掃工場にて、ご
みの適正処理を行った。
共通経費　６，４４０千円
             （平等割１０％加入事務数割９０％）
運営経費　３７２，７７３千円（実績割１００％）
建設経費　３１２，３１４千円
                　 （平等割１０％人口割９０％）
公債費　　１９３，０９０千円 （元利補給金）
清掃事業所分担金　２，５６０．８千円

956,847 決 算 額 の 財 源 内 訳

954,406 一般財源

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）２．資源循環推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

50,792

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６５

1
1

１６５

2
2

１６７

3

 ３． 生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図ることを
目的に、ごみ減量化容器を購入し、設置した者に対し補助
金を交付した｡
  ○交付申請件数　　  　　　９３件
  ○補助金交付基数　　　  １１１基
  ○補助率　　　購入額の１／２（限度額３０千円）

ごみ減量化容器設
置補助金

１，４０５

 ２． 自治会、ＰＴＡ等資源物の集団回収事業を行う団体に対
して、回収量に応じ再生資源回収事業奨励金を交付するこ
とにより、ごみの減量・資源化を図った。
　　・交付団体数     　   　１５７団体
　　・回収量　　    　　　　２，９４８ｔ
　　　（内訳）紙類２，８２６ｔ、布類５３ｔ、
　　　　　　　缶類６９ｔ
　　・同（瓶）　　　　　　　４，６８０本
　　　　　※１ｋｇ当たり３円の奨励金
　　　　　　 瓶については、１本当たり３円の奨励金

再生資源回収推進
事業

８，８５９

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ごみの減量及び資源化を推進するため、可燃ごみの指定
ごみ袋制を実施した。
　○目的
　　１．可燃ごみへの資源物の混入の防止、ごみの
       減量と分別・資源化の推進
　　２．危険物の混入によるごみ収集時やごみ処理
       施設での事故防止
　　３．日常生活からのごみと事業活動から生じる
       ごみとの区別化
　○指定袋種類　３種類
　　　　　（大袋４５㍑、中袋３０㍑、小袋１５㍑）
　○材質等
　　【材質】高密度ポリエチレン製
　　【色】　　半透明
　○販売方法　「伊勢市指定ごみ袋販売店」にて販売
　　　（平成２６年３月３１日現在、
　　　　　　　　　　　販売店登録数３０１店舗)
　○販売価格　 希望小売価格制度にて販売
　　 市の提示する希望小売価格
　　 大袋７５円、中袋５４円、小袋３７円（税別）

指定袋制度運営事
業

４８，０２０

67,057 決 算 額 の 財 源 内 訳

62,079 一般財源

11,287

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）３．じん芥処理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

23,532

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６７

1
1

１６７

2
2

１６７

3

 ３． ごみ収集業務のほか、市民から搬入されたガレキ類（ブ
ロック、レンガ、瓦、コンクリート）の適正処理を行い、
環境保全の推進を行った。

また、小俣廃棄物投棄場浸出水処理施設の維持管理を行
い、投棄場の環境保全を行った。
　○伊勢年間搬入量　１，１３７，９５４ｋｇ
　○小俣年間搬入量　　　　６２，２２５ｋｇ

じん芥収集一般事
業

２９，０１９

２２０，５７６

 ２． 耐用年数が経過し、老朽化により収集業務に支障が出る
ため、車両を順次買い替え業務の効率化を図った。
　○購入車両
　　　３ｔパッカー　　　２台
　○収集車両台数 　　 計３９台

じん芥収集車購入
事業

１１，６８１

633,940

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ごみの減量・資源化のため、缶・金属類、資源びん（無
色、茶色、その他の色）､紙・布類（新聞・折込チラシ、
雑誌・雑紙類、段ボ－ル、飲料用紙パック、布・衣類）、
ペットボトル、プラスチック製容器包装、ガラス・くずび
ん類、陶磁器類、乾電池及び蛍光管の分別回収を行った。
　○市内ステ－ション設置状況
　・資源ステ－ション　　       ９９７箇所
　・資源拠点ステ－ション　　   １９箇所
　（内訳）伊勢中央、宇治、船江、城田、中島、佐八、
　　　　　明倫、神社、厚生、早修、北浜、宮本、沼木、
　　　　　大湊、いせトピア、二見、小俣、明野、御薗

再資源分別回収事
業

663,461 決 算 額 の 財 源 内 訳

657,472 一般財源

（款）4 衛生費
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（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）１．労働諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,590

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６７

1
1

１６７

2
2

１６７

3
3

１６９

4

 ４． 高齢化社会が急速に進む中、高齢者の多様化する就業
ニーズに対応するため、労働対策及び生きがい対策の一環
として設立した公益社団法人伊勢市シルバー人材センター
の管理運営に対して補助を行った。

高年齢者労働能力
活用事業費補助金

２０，７４３

 ３． 一般社団法人伊勢志摩労働者福祉協議会等と共催で、福
祉フェスティバルを10月13日に県営サンアリーナを会場に
開催した。市内の事業所の勤労者とその家族を中心に約
20,000人が参加し、ゆとりと豊かさを実感できる場、さら
には家族ふれあいの場を提供した。

勤労者ふれあい事
業

１，５００

 ２． 中小企業で働く勤労者の福祉制度の充実を推進し、併せ
て勤労者福祉の向上と中小企業の発展を図るため、一般社
団法人伊勢地域勤労者福祉サービスセンターに対し、管理
運営費の補助を行った。

中小企業勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

１３，２８４

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． いせ若者就業サポートステーションと連携し、若年求職
者・無業者を対象に個別ケースにあわせた支援を実施し、
早期就職の実現を図った。
　・臨床心理士等を配した面談による心理カウンセリング
　・適職診断等を用いた若者キャリア開発プログラム
　・講演会
　・セミナー・講座
　・就労体験
　・市内事業所見学会
　・ネットワーク会議
　
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　3,988,000円
      ・若者就職総合支援業務委託
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　2,996,196円
　　　・若者就職総合支援業務委託
　平成23年度　1,521,870円
　　　・臨床心理士配置等業務委託　　1,222,830円
　　　・就職個別相談業務委託　　　　　299,040円
　
【事業を取りまく状況等】

若年求職者・無業者の就労支援・職業的自立を図る上
での課題は多岐にわたるため、個別ケースにあわせた支援
を実施し、早期就職を図った。

また、近隣市町の関係機関等との緊密な連携を図るべ
く、「ネットワーク会議」を開催した。

若年求職者等支援
事業

３，９８７

73,767 決 算 額 の 財 源 内 訳

71,667 一般財源

61,077

商 工 労 政 課

事 業 名

（款）5 労働費
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決算書
4        頁

１６９

5
5

１６９

6
6

１６９

7
7

１６９

8
8

１６９

9

（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）２．緊急地域雇用対策事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

49,554

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６９

1
1

１６９

2

 ２． 失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を
創出・提供する事業として、２事業を実施した。
①道路占用物件調査事業
②生活環境被害対策サポート事業
【新規雇用創出のべ人数：９名】

治安・防災関連雇
用対策事業

７，２９３
　

　

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を
創出・提供する事業として、４事業を実施した。
①教育用コンピュータ機器台帳作成事業
②学校図書館・教材備品台帳等整備事業
③歴史的資料等整理事業
④コミュニケーション支援事業
【新規雇用創出のべ人数：27名】

教育・文化関連雇
用対策事業

２１，４８１

52,798 決 算 額 の 財 源 内 訳

49,864 一般財源

310

 ９． やすらぎ公園プールを管理運営し、勤労者と市民の福祉
の増進と体力の向上を図った。やすらぎ公園プー

ル管理運営事業
１１，３２５

 ８． 東海労働金庫と協調し、市内に居住又は県内事業所に勤
務する勤労者が市内に自己が居住する住宅を新築・増改築
及び購入時に、その利子の軽減を実施することで勤労者の
負担を緩和し、持家の促進を図った。

勤労者持家促進資
金貸付金

２，３４０

 ７． 　施設整備工事を行い、施設環境の向上を図った。
　・労働福祉会館外構工事
　・労働福祉会館銘板設置工事
　・労働福祉会館給水切替工事

労働福祉会館整備
事業

２，０８５

 ６． 労働者の福利増進及び市民の文化向上に寄与するため、
会議室の貸室、維持管理を行った。労働福祉会館管理

運営事業
５，８８３

 ５． 勤労者の健康増進、体力及び教養文化の向上を図るた
め、会議室、体育室等の貸室、維持管理を行った。また、
趣味づくり、健康づくり講座を開催した。平成18年９月よ
り指定管理者による運営となっている。

サンライフ管理運
営事業

７，１６１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）5 労働費
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決算書
2        頁

１６９

3
3

１６９

4
4

１６９

5
5

１６９

6

 ６． 失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を
創出・提供する事業として、２事業を実施した。
①収納確保対策事業
②公共施設情報整理事業
【新規雇用創出のべ人数：５名】

情報通信関連雇用
対策事業

３，３１３
　

 ５． 失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を
創出・提供する事業として、１事業を実施した。
①起業者総合支援事業
【新規雇用創出のべ人数：６名】

産業振興関連雇用
対策事業

１０，９２４
　

 ４． 失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を
創出・提供する事業として、２事業を実施した。
①市内周遊案内事業
②観光客受入体制整備事業
【新規雇用創出のべ人数：７名】

観光関連雇用対策
事業

５，８１８
　

 ３． 失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を
創出・提供する事業として、１事業を実施した。
①獣害対策強化事業
【新規雇用創出のべ人数：１名】

農林漁業関連雇用
対策事業

１，０３５
　

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）5 労働費
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）２．農業総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12 2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７１

1

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）３．農業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,377

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７１

1
1

１７１

2
2

１７１

3

 ３． 農業が持続的に営まれることにより、農村環境が良好に
保たれることから、農業者等の地域農業や農村振興に資す
る取り組みを支援することで後継者の育成確保や生産活動
強化を図った。

農業振興補助金 ２，９６１

 ２． 経営の不安定な就農初期の青年就農者に対する給付金を
給付し、青年就農者の増加及び就農後の定着を図った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　7,500,000　円
　内訳：青年就農給付金（経営開始型)
      　1,500,000円×平成25年度対象者5名

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　2,250,000  円
　（平成24年度からの新規事業）
　内訳：750,000円（後半期分）×平成24年度対象者3名

【事業を取りまく状況等】
・後半期より対象者が1名増えた為、750,000円（半期分）
の増となった。
・就農初期の経営状態は不安定な場合が多く、今後も青年
就農者への支援を継続していく必要がある。

新規就農者総合支
援事業

８，２５０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域農業の担い手として活躍が期待できる認定農業者を
支援するため、その経営規模拡大等のため借り入れた資金
の利子補給を行った。

農業近代化資金等
利子補給補助金

７４７

21,627 決 算 額 の 財 源 内 訳

19,817 一般財源

5,440

農 林 水 産 課

 １． 農業災害補償法の規定に基づく農業共済事業を効率的･
安定的に運営するため、伊勢地域農業共済事務組合の運営
経費の一部を構成７市町で負担した。

伊勢地域農業共済
事務組合負担金

３３，８０３

農 林 水 産 課農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

252,698 決 算 額 の 財 源 内 訳

239,220 一般財源

239,206

（款）6 農林水産業費
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決算書
3        頁

１７１

4
4

１７１

5
5

１７１

6
6

１７３

7
7

１７３

8

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）４．農業用施設管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

100 1,398

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７３

1
1

１７３

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 横輪地区活性化事業で整備した伊勢市都市農山村交流促
進施設について、指定管理者制度による施設の管理運営を
行い、地域住民と都市住民が集い触れ合う交流の場として
地域の活性化を図った。
・指定管理者    横輪町活性化委員会
・開館日数      265日
・来客人数 　　 11,904人

伊勢市都市農山村
交流促進施設維持
管理経費

２，４９５

 １． 指定管理者により伊勢市二見地域農産物等活用型総合交
流促進施設の管理運営を行った。
・指定管理者    二見しょうぶロマンの森維持管理組合
・開館日数      357日
・来客人数 　　 131,837人

二見しょうぶロマ
ンの森維持管理経
費

６，１９７

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

40,482 決 算 額 の 財 源 内 訳

37,795 一般財源

36,297

 ８． 食育推進の一環として、農業体験を含む食育の機会を設
け、食の大切さ、食を育む産業である農業の大切さなどに
ついて考えてもらう機会を提供した。

農業体験学習事業 ５４６

 ７． 有機・減農薬栽培の促進、先進的又は地域の特色ある農
産物づくりに取り組む農業者に対して支援を行い、地域農
業の活性化を図った。

特色ある農産物づ
くり支援事業

２５０

 ６． 市内産農林水産物を食材として取り扱う飲食店等を、伊
勢市地産地消の店として認定し、当該店の地産地消に係る
取組を消費者に周知することにより、市内産農林水産物の
消費及び需要の拡大を図った。

地産地消推進事業 ３２３

 ５． 6次産業化という新しい農林水産業経営の考え方を地域
の農林漁業者等に周知・定着を図り、経営向上に向けた6
次産業化への機運の醸成を図った。

６次産業化推進事
業

１０８

 ４． 農業作物の販売価格が生産費を恒常的に下回っている作
物を対象に、その差額を交付することにより、農業経営の
安定と国内生産力の確保を図った。

戸別所得補償制度
推進事業

６，４８５

（款）6 農林水産業費
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決算書
2        頁

１７３

3

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）５．畜産業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７３

1

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）６．農地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

113,848 11,746 1,533,000 22,606

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７３

1
1

１７３

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 県営ため池等整備事業負担金
○戸部神地区
　事業内容　仮設工､本体工等　一式
　事業期間　平成20年度～平成25年度
　事 業 費  69,000千円
  負担区分　国55%　県30%　市15%
　　　　　　→伊勢市負担額　10,350,000円
　　　　　　H24繰越19,825,600円

県営ため池整備事
業負担金

３０，１７６

1,051,494

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 49,172 土地改良区等の実施する事業に対して市の基準による補
助金を交付し、農業農村の基盤整備や農業経営の安定を
図った。
　　交付件数・・・16件

土地改良事業補助
金

４９，１７２

3,001,891 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,732,694 一般財源

3,391

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 食肉の安全を確保するため、三重県松阪食肉公社施設の
維持管理対策に要する経費を、伊勢市を含む主要株主によ
り支援を行った。

畜産振興事業 ３，３９１

3,391 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,391 一般財源

 ３． ○農業の持つ多面的機能の適正な発揮のため、農業者･非
農業者の地域ぐるみでの保全向上活動を促進し、国・県と
共に支援を行った。
  活動実施組織   21組織
○農業の持続的発展と多面的機能の健全な発揮を図るた
め、老朽化が進む農業用排水路、農道などの補修・更新等
に対して支援を行った。
　活動実施組織　７組織

農地・水保全管理
支払交付金事業

１４，０１９

（款）6 農林水産業費
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決算書
2        頁

１７３

3
3

１７３

4
4

１７５

5

 ３．

 ５． 県営ふるさと農道整備事業負担金
○二見町松下地区(H24年度繰越分)
　事業内容  舗装工等 一式
  事業期間  平成10年度～平成24年度
  事 業 費  36,317千円
  負担区分  県65% 市35%
　　　　　　→伊勢市負担額　12,710,000円
　　　　　　　→うちH24年度 10,500,000円
　               　 繰越 2,210,000円

県営ふるさと農道
整備事業負担金

２，２１０

 ４． 県営経営体育成基盤整備事業負担金
○有田地区
　事業内容　幹線用水施設工　一式
　　　　　　支線用水路Ｌ＝1,549ｍ
　事業期間　平成17年度～平成25年度
　事 業 費　390,000千円
　負担区分　・幹線(95,467,000円)
　　　　　　　国55% 県27.5% 市町10% 地元7.5%
　　　　　　　→受益面積割　伊勢市13.5%
　　　　　　・支線(左岸77,378,000円）
　　　　　　　国55% 県27.5% 市町3.5% 地元14%
　　　　　　　→受益面積割　伊勢市1.2%
　　　　　　・支線(小俣217,155,000円）
　　　　　　　国55% 県27.5% 市3.5% 地元14%
　　　　　　→伊勢市負担額　8,921,728円
　　　　　　　調整後8,188,095円
　　　　　　　→うち現年6,238,911円　繰越1,949,184円

○小俣地区
　事業内容　支線用水路Ｌ＝10,800ｍ
　事業期間　平成21年度～平成30年度
　事 業 費　370,000千円
　負担区分　・幹線(3,204,000円)
　　　　　　　国55% 県27.5% 市10% 宮川用水7.5%
　　　　　　・支線(359,960,000円)
  　　　　　　国55% 県27.5% 市3.15% 小俣改14.35%
　　　　　　・農道(6,836,000円)
  　　　　　　国55% 県27.5% 市17.5%
　　　　  　→伊勢市負担額　12,855,440円
　　　　　　　→うち現年4,933,120円　繰越7,922,320円
　　　　　　H24繰越 7,542,256円

経営体育成基盤整
備事業負担金

１８，７１４

県営かんがい排水事業負担金
○宮川４工区
　事業内容  水管橋設置工、推進工　一式
  事業期間  平成18年度～平成27年度
  事 業 費  499,000千円
  負担区分  国50% 県25% 市町15% 宮川用水10%
　　　　　　→伊勢市負担額　74,850,000円
　　　　　　　→うち現年21,750,000円繰越53,100,000円
　　　　　　H24繰越 23,400,000円
○宮川４工区その２
　事業内容  水管理システム　一式
  事業期間  平成19年度～平成25年度
  事 業 費  15,000千円
  負担区分  国50% 県25% 市町15% 宮川用水10%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市99.938％
　　　　　　→伊勢市負担額　2,248,605円
　　　　　　H24繰越6,296,094円

県営かんがい排水
事業負担金

５３，６９５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）6 農林水産業費
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決算書
5        頁

１７５

6
6

１７５

7
7

１７５

8
8

１７５

9
9

１７５

10
10

１７５

11

施 策 の 成 果

 11． 市内にあるため池について、堤体の諸元や老朽度等の基
礎情報を点検し、ハザードマップの作成及び耐震点検のた
めの地質調査を行った。
・ため池一斉点検業務委託
・ため池ハザードマップ作成業務委託
・ため池耐震点検地質調査業務委託（その１）ほか2件

基幹土地改良施設
防災機能拡充保全
事業

１１，７４６

 10． 農業従事者の高齢化、後継者不足が進む中、基盤整備を
実施することで離農者及び離農村者を抑制し、地域住民の
定住化を図った。
・一之木4丁目地内ほか　環保3-1号工事　ほか7件

農村振興整備事業 １８６，５８４

 ９． 当該地区の農業用用水施設は水資源が十分に確保できず
営農活動に支障をきたしている。このため給水栓整備を行
い、農家の水資源有効活用と労働生産性の向上を行い農業
経営の安定を図った。
・西豊浜町地内　給水栓設置　69箇所

給水栓整備事業 ５，２８０

 ８． 農業用排水路を整備することで、排水路の機能回復と農
村環境の整備を図った。
・東大淀町地内　農業用排水路（その1）工事 　ほか3件
・鹿海町地内 農業用排水路工事に伴う測量業務委託 ほか
3件

農業用排水路整備
事業

１７，４８５

 ７． 農道を整備することで、農道機能を保持し農村環境の整
備を図った。
・東大淀町地内　農道整備（その1）工事 ほか7件
・田尻町地内 農道整備工事に伴う測量業務委託 ほか5件

農道整備事業 ３３，３３４

 ６． 国営宮川用水第二期土地改良事業負担金
　事業内容  　粟生頭首工取水量の増量
　　　　　　　斎宮調整池新設
　　　　　　　導水路改修　Ｌ＝15.4km
　　　　　　　新導水路暗渠化　Ｌ＝3.4km
　　　　　　　幹線水路パイプライン化　Ｌ＝23.8km
　　　　　　　排水操作等の遠隔化
  事業期間  　平成5年度～平成24年度
  全体事業費  48,206,345,583円
  負担区分  　国20/30　県7/30 市町3/30
　　　　　　　→受益面積割　伊勢市48.2%
　　　　　　　→伊勢市負担額　2,324,298,081円

国営宮川用水二期
事業負担金

２，３２４，２９８

事 業 名 決 算 額

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）７．湛水防除事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,647 119 22,549

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７５

1

４７，７７２

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 排水機場の定期的な除塵機等設備の整備補修等を実施す
ることにより、施設の機能保持と耐用年数の確保を図り、
流域への湛水による被害の未然防止を図ることを目的とす
る。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　　土地改良施設維持管理適正化事業
　  　事業費の90％が交付金対象
　　　（国：30％、県：30％、市：30％）
　　　90％のうち市負担30％及び事務費2.5％を5年間で均
　　　等に三重県土地改良事業団体連合会へ拠出してい
　　　る。
　　　　汁谷川排水機場
　　　　　３号ポンプ用エンジン整備等　　一式
　　　　　２号ポンプ分解整備等　　　　　一式

　　②平成２４年度から一部繰越
　　　優良農地確保・有効利用対策事業
　　　農業体質強化基盤整備促進事業を活用。
　　　事業費の55％が補助対象（国：55％）
　　　　村松排水機場　除塵機更新　一式
　　　【農林水産課へ執行委任】

排水機等補修事業

89,956 決 算 額 の 財 源 内 訳

87,328 一般財源

44,013

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）２．林業費　（目）２．林業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

7,660 889

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７７

1
1

１７７

2
2

１７７

3

 ３． 音無山を環境林として適正に管理するため、20年間の環
境林整備計画を作成し、それに基づき下刈り、受光伐等を
行っている。平成14年度からいせしま森林組合に委託して
おり、本年度は4.24ha実施した。

森林環境創造事業 ９７７

 ２． ○増加傾向にある野生鳥獣による農作物等被害防止を目的
　に、伊勢市鳥獣被害防止対策協議会が実施する事業に対
　して負担金を支出し、集落を含む関係機関が一体となっ
　て鳥獣害防止総合対策事業に取り組んだ。
　また、伊勢地区猟友会に有害獣（猪・鹿・猿）捕獲を委
　託し、農林作物及び生活環境等の被害軽減に努めた。
○集落への野生鳥獣の出現の減少を図るため、公益的機能
　が適正に発揮され、下草等の植生が豊かで野生鳥獣の生
　息しやすい森林づくりのため、更新伐を行った。
　　更新伐　15.0ha
　（平成24年度から一部繰越）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　5,150,000円
　○獣害防止事業業務委託　1,600,000円
　○鳥獣被害防止対策協議会事業負担金　2,000,000円
　○地域ぐるみの獣害対策活動助成金　1,500,000円

【過去２ヵ年度の実績】
平成24年度  2,151,000円
　○獣害防止事業業務委託　1,151,000円
　○鳥獣被害防止対策協議会事業負担金　1,000,000円
平成23年度  1,336,000円
  ○獣害防止事業業務委託　776,000円
　○鳥獣被害防止対策協議会事業負担金　560,000円

【事業を取りまく状況等】
・近年の鳥獣による被害は、農作物被害のみならず、生活
環境への被害が深刻化している。特に、ニホンザルやイノ
シシの一部ついては人慣れが進んでおり、市民や観光客へ
の危害も懸念される。
・猟友会員の高齢化等に伴う捕獲従事者の減少。
・国、県の補助事業を有効に活用し、市の関係部署及び関
係機関とが連携し対応していく必要がある。

獣害防止事業 ７，０３７

 １． 海岸防風林等の松林において、松くい虫防除事業を施行
し、松林のもつ公益的機能の低下防止及び景観の保全を
図った。
  地上散布6.3ha　伐倒破砕31.7ｍ3　樹幹注入170本

森林病害虫防除事
業

６，００５

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

32,660 決 算 額 の 財 源 内 訳

28,883 一般財源

20,334

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）２．水産振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

50

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７７

1
1

１７７

2
2

１７７

3
3

１７９

4
4

１７９

5

（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）３．漁港管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,135 15,000 1,815

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７９

1

 １． 漁港における物揚場護岸の老朽化が著しいため、保全工
事を行い、漁業者が安全・安心した作業を行えるように、
機能回復を図った。
・豊北漁港土路物揚場保全工事　L=100.0m

水産物供給基盤機
能保全事業

３２，５９８

7,828

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

72,834 決 算 額 の 財 源 内 訳

40,778 一般財源

 ５． 東日本大震災で被害を受けた漁業者の資金借り入れに生
じる利子を補給し、復旧に必要な資金の借り入れの円滑化
と漁業経営の再生を図った。

漁業近代化資金利
子補給補助金

１５９

 ４． 89 地区漁業者が中心となる活動組織（伊勢干潟保全会・村
松浅場保全会）が干潟保全活動を行い、干潟機能の回復と
漁場環境の改善を図った。

干潟保全活動支援
事業

８９

 ３． 市立早修小学校５年生（14名）、市立今一色小学校４～
５年生（27名）、市立佐八小学校５年生（20人）に対し、
漁業に関する講習、体験実習、施設見学を実施し、将来就
く職業の一つとして考えてもらうよう、漁業の啓発を図っ
た。

水産教室実施事業 １１０

 ２． 伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施するアサリ、クルマ
エビ、アユ等の種苗放流事業に対して支援し、資源の増
大・確保と漁家経営の安定を図った。

種苗放流事業補助
金

３，２７７

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 昭和54年から平成10年までの間に伊勢市地先に設置した
魚礁と、平成14年から平成22年までの間に覆砂したアサリ
漁場について、潜水等調査により、魚礁の設置状況や魚類
等のい集状況、覆砂漁場の現況を把握し、適切な施設の維
持管理及び設置等効果を検証し、操業の効率性・安全性の
向上を図った。

魚礁効果調査事業 １，１０３

5,252 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,738 一般財源

4,688

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）４．漁港建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,296 9,241 4,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７９

1
1

１７９

2

 ２． 漁港区域内における護岸の老朽化が著しいことから、早
期に改修を行い、背後地の住民の生命・財産を守るため、
護岸工事を行った。
　・豊北漁港護岸改良工事　L=63.6m

津波・高潮危機管
理対策緊急事業

２６，４８０

1,987

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 6,044 漁港内の航路において、漁船の安全航行・航行時間の短
縮を図るため、測量・設計業務を行った。

船揚施設の経年劣化が著しいため、施設の機能回復・漁
船修理の効率化を図るため、設計業務を行った。
なお、船揚場設計業務については、事業主体である伊勢湾
漁協に補助金を交付した。
　・豊北漁港航路浚渫測量及び設計業務委託　一式

漁業用施設整備事
業（防衛）

６，０４４

38,365 決 算 額 の 財 源 内 訳

32,524 一般財源

（款）6 農林水産業費
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）１．商工総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,919

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７９

1

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）２．商工業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８１

1
1

１８１

2
2

１８１

3

 ３． 地域経済を支える中小企業・小規模企業の経営改善及び
経営基盤の強化を支援するため、伊勢中小企業相談所（伊
勢商工会議所内）及び小俣町商工会が行う経営指導事業等
に要する経費に対して補助金を交付し、中小企業の振興に
寄与した。　　　　　　　　　　　　補助件数　２件

経営改善普及事業
補助金

１７，８５０

 ２． 伊勢商工会議所または平成19年以降に小俣町商工会の斡
旋により三重県信用保証協会の保証を得て小規模事業資金
または小規模借換資金の融資を受けた事業者に対し、その
返済状況に応じて融資に係る保証料の補助を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　補助件数１２５件
【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　１３，０００千円
【過去２ヵ年度の実績】
　　・平成２４年度　１４８件　３，８８６，７０１円
　　・平成２３年度　１８２件　７，１３５，０６９円
【事業を取り巻く状況等】
　　保証料を補給補助することによって小規模事業者の経
　　営の安定化を促進し、事業の振興発展に寄与する。

小規模事業資金保
証料補給補助金

３，４４５

38,536

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成18年末までに小俣町商工会の斡旋により小規模事業
資金の融資を受けた事業者に対し、その返済状況に応じた
利子の補給補助を行い、小俣町商工会管内の商工業者の設
備資金及び運転資金の円滑化を図った。 補助件数　 １件

商工制度資金利子
補給事業補助金

１

46,820 決 算 額 の 財 源 内 訳

38,546 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 架空請求や悪質商法、多重債務など消費生活にまつわる
トラブルについて、専門相談員による相談を行った。ま
た、被害を未然に防ぐため、紙芝居を作成し、高齢者クラ
ブを中心にわかりやすい出前講座を行った。さらに、小さ
い頃からの消費者教育の重要性を認識し、小学校１校、中
学校１校で出前授業を実施した。消費生活相談件数 618件

消費生活センター
運営事業

５，４９９

51,246 決 算 額 の 財 源 内 訳

50,375 一般財源

47,456

商 工 労 政 課

（款）7 商工費
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決算書
3        頁

１８１

4
4

１８１

5
5

１８１

6

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 1,663 式年遷宮に向けて、伊勢の魅力を全国に発信し、特産品
のＰＲを行うため、首都圏等において物産展を開催した。

また、首都圏で伊勢の食材や特産品などの販路拡大と新
規需要の開拓を図るため、食材等のＰＲを行った。
【物産展】東京１回　神奈川（横浜）１回　大阪３回
【食材ＰＲ】東京２回

地域産品販売促進
事業

１，６６３

 ５． 市内住宅関連産業の振興を促し、地域経済の活性化を図
るために、住宅や店舗のリフォーム又は増改築を行う者に
対し、補助金を交付した。      補助件数　１２３件

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１０，０００千円
　　・住 宅   　　　  　６０件
　　・店舗等　　　　  　２０件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　 ９，７１７千円　 補助件数　１２１件
　平成２３年度 　９，６２８千円　 補助件数　１１０件
【事業を取りまく状況等】

補助金を受けた方へのアンケート調査において、本補助
金制度がリフォーム又は増改築を行うきっかけとなったと
の回答が過半数以上あり、この制度の実施が市内の住宅関
連産業の振興を促し、地域経済の活性化につながってい
る。

住宅・店舗リ
フォーム促進事業
補助金

９，６２７

 ４． 地域のコミュニティ機能の担い手としての役割が期待さ
れる中心市街地商店街等の活性化を図るために次の事業を
行った。

（１）買い物環境整備事業補助金　　補助件数　６件
地域住民や観光客等の買い物環境の整備を目的に、消費

者のニーズに応えた商業環境の整備を新たに実施する店
舗、商店街等への補助金を交付した。

（２）商店街空店舗対策事業　　 　 補助件数　６件
中心市街地商店街の空店舗の解消を図るために、いせ

ＴＭＯ（事務局：商工会議所）が実施する空店舗対策事業
に補助金を交付した。

（３）商店街活性化対策事業
中心市街地商店街等の集客力及び機能回復を図るため

に、いせＴＭＯ（事務局：商工会議所）が実施する商業ま
ちづくり補助金事業と三重県立明野高等学校との交流事業
を行う商店街に対して補助金を交付した。
　①商業まちづくり補助金　　　　　補助件数　２件
　②商店街活性化事業補助金　　　　補助件数　２件

（４）商店街支援事業　（調査対象：１０商店街）
商店街の環境整備及び振興を図るため、伊勢市商店街連

合会が行う商店街の街路灯等のＬＥＤ化に係る調査に要す
る経費に対して補助金を交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　補助件数　１件

商業活性化推進事
業

５，９６０

（款）7 商工費
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）３．産業支援推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

103,500

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８１

1
1

１８１

2

産 業 支 援 課

事 業 名 決 算 額

 ２． 企業誘致用地の維持管理、及び企業誘致のための担当者
の資質向上に努めた。企業立地推進一般

経費
２，９０２

施 策 の 成 果

 １． 中小製造業者等が行う新製品・新技術の研究開発に対
し、「新産業創出支援事業補助金」、「新技術・地域資源
開発補助事業補助金」を、伝統工芸品産業の再生と後継者
育成に繋がる事業に対し、「伝統工芸品等再生支援事業補
助金」を交付した。

また、創業・起業者の資金運営円滑化を図るため、三重
県の融資制度である創業・再挑戦アシスト資金の融資を受
けた事業者に対して、保証料の補助を行った。（補助件数
14件）

ものづくり推進事
業

１１，１９８

198,941 決 算 額 の 財 源 内 訳

194,470 一般財源

90,970

（款）7 商工費
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決算書
2        頁

１８１

3
3

１８１

4
4

１８１

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 平成24年度より、専門性を向上させ効率的・効果的に業
務を進めるため指定管理制度を導入した。平成24年４月か
ら５年間を指定管理期間とした。指定管理者は、施設の管
理運営と企業訪問による課題の聞き取り及び解決、起業家
育成、各種講習会の開催などに取り組んだ。

産業支援センター
管理運営経費

４５，００２

 ４． 「伊勢市工場等立地促進条例」に基づき、奨励金を交付
した。
　奨励金実績　９６，８３３，７００円（３件）

工場等誘致奨励事
業

９６，８３４

 ３． 産業の振興、雇用の創出を図るべく、企業立地に向け、
誘致活動や、全国の企業を対象とした企業動向調査、市内
企業への情報収集などを実施した。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　11,149,000円
・企業訪問の実施
・企業立地セミナー開催
・企業誘致パンフレット作成
・新聞広告掲載　5回
・企業立地動向調査
・伊勢志摩地域産業活性化協議会負担金

【過去２ヵ年度の実績】
平成24年度　7,754,113円
・企業訪問の実施
・企業立地セミナー開催
・企業誘致パンフレット作成
・日経事業用地ナビ（事業用地検索サイト）への掲載
・新聞広告掲載　5回
・企業立地動向調査
・伊勢志摩地域産業活性化協議会負担金
平成23年度　7,952,611円
・企業訪問の実施
・企業立地セミナー開催
・企業誘致パンフレット、チラシ作成
・日経事業用地ナビ（事業用地検索サイト）への掲載
・新聞広告掲載　6回
・神薗工業団地不動産鑑定評価
・企業立地動向調査
・企業情報抽出
・立地用地PR用DVD修正
・神薗工業団地案内看板設置
・伊勢志摩地域産業活性化協議会負担金

【事業を取りまく状況等】
・サン・サポート・スクエア伊勢については昨年度までに
8社の立地が決定し、立地決定面積は全体面積の約87％と
なった。
・更なる企業誘致の推進の為には、新たな適地の確保が急
務となっている。
・全国的に見ると生産拠点の統廃合などによる既存立地企
業の地域外流出の動きもある為、市内立地企業の市外移転
を防ぐ手立ても必要となっている。

企業立地推進事業 ４，７６４

（款）7 商工費
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）１．観光総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

36,600 52,783

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

1
1

１８３

2
2

１８３

3

 ３． 各種調査の結果から課題を導き出し、有識者や地元観光
関連団体の代表者からなる会議において検討を重ね、平成
２６年度以降の観光振興の指針となる新たな観光振興基本
計画の策定を行った。

 ３． 各種調査の結果から課題を導き出し、有識者や地元観光
関連団体の代表者からなる会議において検討を重ね、平成
２６年度以降の観光振興の指針となる新たな観光振興基本
計画の策定を行った。

観光振興基本計画
策定事業

９，１６４

 ２． 巨大地震発生時に津波発生が懸念される二見地域におけ
る観光客の避難対策推進を目的に、観光事業者等と勉強会
を重ね、避難マニュアルの検討を行った。

災害に強い観光地
づくり事業

６７

 １． 伊勢市内のバリアフリー観光について、旅行者側と受け
入れ側の双方が求めるものを明らかにし、今後の施策の裏
付けとして活用することを目的に、調査を実施した。
その他、２３・２４年度に実施した宿泊施設のバリアフ
リー化支援の仕上げとして、宿泊キャンペーン等の事業を
実施した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　８，３９５，０００円
・バリアフリー観光旅行調査
・宿泊キャンペーン
・「バリアフリー観光全国フォーラム」

【過去２ヵ年度の実績】
市内観光宿泊施設に対し、バリアフリー観光の無料相談や
バリアフリー改修補助金の交付（1/2補助・上限400万円）
などの支援を行った。
２４年度
委託料　　２，２６０，６５０円
補助金　１５，０９９，０００円（１０施設）
２３年度
委託料　　２，８３２，０００円
補助金　　８，１４９，０００円（７施設）

【事業を取り巻く状況等】
・高齢化や障がい者の社会進出により、障がい者、高齢者
の来訪機会増加が予想される。
・観光地としてバリアフリー対応が必須となりつつある。
・宿泊施設以外の観光分野へも意識啓発を行うことが課題

バリアフリー観光
向上事業

７，７１２

331,875 決 算 額 の 財 源 内 訳

314,804 一般財源

225,421

観 光 企 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）8 観光費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

1
1

１８３
 ２． 御遷宮にあわせ、内宮周辺を訪れる観光客への車椅子貸

出事業、観光客のスムーズな誘導を目的とした案内サイン
整備事業、外国人観光客の受入に対応するための観光業者
のメニュー等の多言語化の促進、おもてなし研修会を行っ
た。
  ・車椅子貸出事業　　 　　        　 287,000円
　・案内サイン整備事業　         　39,692,400円
　・奉祝団体歓迎事業　　          　1,462,138円
　・観光人材育成事業　　　 　　　  　 142,780円
　・キャラクターおもてなし事業　    2,258,790円
　・デジタルサイネージ導入事業  　  2,824,500円
　・二見浦駅にぎわいプロジェクト　  　198,030円
　・伊勢市駅前広場おもてなし用備品  　719,165円
  ・おもてなし多言語化促進事業　　  3,833,000円
　
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　　 36,881,000円
　・車椅子貸出事業　　　　　    　  　287,000円
　・案内サイン整備事業　　      　 15,877,000円
　・奉祝団体歓迎事業　　 　　   　  6,000,000円
　・観光人材育成事業　     　     　　300,000円
　・キャラクターおもてなし事業  　　1,620,000円
　・デジタルサイネージ事業       　 3,137,000円
　・二見浦にぎわいプロジェクト  　　　490,000円
　・伊勢市駅前広場おもてなし用備品　1,170,000円
　・おもてなし多言語化促進事業　　　3,000,000円
　・西条だんじり来勢受入事業　　　　5,000,000円

【過去２ヵ年度の実績】
平成24年度
　・車椅子貸出事業　　　　　    　303,345円
　・案内サイン整備事業　　　   22,452,367円
　・奉祝団体歓迎事業　　　 　   1,300,000円
　・観光人材育成事業　　   　     430,670円
　・キャラクターおもてなし事業  　375,112円
　・音声ガイド事業　　　　　　　3,127,950円
　・二見浦にぎわいプロジェクト  　300,000円

平成23年度
　・車椅子貸出事業　　　　81,655円
　・案内サイン整備事業 　818,272円
　・授乳コーナー設置工事　68,250円
　・観光人材育成事業　 　260,766円

おもてなし推進事
業

５１，４１８

観 光 事 業 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 二見浦海水浴場の施設維持管理及び開設に伴う管理委託
等を行った。
〇委託料（全体）　　　　　４，０２２千円
　・管理運営委託　　　　　２，７４５千円
　・防護フェンス設置委託等　　７５０千円
　・清掃等その他委託料　　　　５２７千円
○修繕料　　　　　　　　　　　２９０千円
　　　　　　　　（ポンプ室内タンク設置台修繕等）
○その他諸経費（光熱水費等）　３１７千円
○開設期間　　平成２５年７月６日～８月３１日
○来場者数　　Ｈ２５　１６，２４０人
　　　　　　　Ｈ２４　１７，０３０人

海水浴場管理運営
事業

４，６２９

（款）8 観光費
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決算書
       頁

2
2

１８３

3
3

１８３

4
4

１８３

5
5

１８３

6

 ６． 内宮周辺の観光客の受入に対応するため、宇治浦田駐車
場にある宇治浦田お休み処を改修し、観光案内所として整
備した。
　開所日：平成２５年４月２７日（土）

伊勢市宇治浦田観
光案内所（仮称）
整備事業

８，３００

 ５． （公社）伊勢市観光協会の財政基盤の強化と事業展開の推
進のため財政的な支援を行った。観光協会負担金 ６，０６７

 ４． ＪＲ伊勢市駅・宇治山田駅・宇治浦田・二見浦観光案内
所で観光客の案内を行った。〔（公社）伊勢市観光協会、
二見町旅館組合に案内業務を委託。〕

また、観光客が軽装で観光ができるよう７月にＪＲ伊勢
市駅横に手荷物預かり所を開設し、荷物の一時預かりや宿
泊施設等への配送サービスを行った。
  ・光熱水費　　1,562,391円
　・修繕費　　　　244,167円
　・通信運搬費　　504,509円
　・保険料　　　　 13,965円
　・委託料　　 19,733,031円
  ・賃借料　　　1,231,621円

案内所管理運営経
費

２３，２９０

 ３． 市内で活動している観光ガイド団体及び案内所による
「伊勢たびナビの会」において、観光客に対するおもてな
し活動を行った。

案内ガイド連携事
業

７００

【事業を取りまく状況等】
　・車椅子貸出事業
　　伊勢市駅、内宮周辺においても車椅子の無料
　貸出を行った。
　・案内サイン整備事業
　　観光客のスムーズな誘導を目的に案内看板等の
　設置及び改修を行った。
　・奉祝団体歓迎事業
　　受入実行委員会で７団体の受入を実施した。
　（西条だんじりは平成２６年度受入により含めず。）
　・観光人材育成事業
　　観光業者及び市内の学生を対象に英語、中国語での
　おもてなし研修会を実施した。
　・キャラクターおもてなし事業
　　はなてらすちゃんを観光ＰＲキャラクターとして
　商標登録し、グッズの作成を行った。
　・デジタルサイネージ導入事業
　　市内各所の観光案内を映像で発信するため、市内
　観光案内所等にモニター（デジタルサイネージ）を
　整備した。
　・二見浦駅にぎわいプロジェクト
　　ＪＲ二見浦駅を訪れる観光客のおもてなしを行う
　ため、環境整備を行った。
　・伊勢市駅前広場おもてなし用備品
    年末年始をはじめ、伊勢市駅前等のイベントで
　使用するためテントや机等を整備した。
　・おもてなし多言語化促進事業
　　外国人観光客が理解できるようにメニュー等に
　外国語表記を追記、作成した飲食店等の費用の
　一部を補助した。（２８店舗）

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）8 観光費
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決算書
6        頁

１８３

7

二見総合支所 地域振興課
    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

1

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）２．旅客誘致費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

197,031

観 光 企 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 誘客宣伝を目的に、広告、パンフレット、ホームペー
ジ、セールス活動等情報発信を行い、来訪者の新規開拓、
リピーターの確保を図った。
　また、公共交通利用促進の周知も行った。
　・広告媒体を活用した情報発信
　　　　掲載件数　２８件
　・観光バスへの全面広告掲載
　・デジタルメディアを活用したタクシー車内等での広告
　・放送メディアを活用した情報発信
　・駅貼ポスターでの公共交通利用促進ＰＲ
　・各地域主要旅行会社へのセールス活動
　・インターネットを活用した情報発信
　　　　アクセス数　２，２７１，１８６件
　・パンフレット等作成による情報発信並びに誘客活動
　　　　パンフレット郵送件数　１，１７１件
　・外宮周辺の魅力創出および発信事業
　・観光需要創出事業
　・フェイスブックページ運用事業

観光情報発信事業 ５９，９３２

204,207 決 算 額 の 財 源 内 訳

197,041 一般財源

 １． 国指定重要文化財である賓日館の運営及び維持管理を、
「ＮＰＯ法人 二見浦・賓日館の会」を指定管理者とする
ことで、地域の雇用を創出するとともに、随時イベント等
を開催し、文化水準及びまちづくり意識の向上を図り、よ
り多くの集客に繋げた。また、施設の適正な管理を行い、
維持向上に努めた。
　○入館者数　Ｈ２５年度　　３７，７９６人

・旧賓日館消防設備修繕工事　　　　２６２千円
・火災保険料　　　　　　　　　　　　６０千円
・指定管理委託料　　　　　　　５，７００千円
・賓日館庭園樹木剪定業務委託　１，４２８千円
・賓日館松くい虫防除（樹幹注入）業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　４４１千円
・ＡＥＤ・駐車場用地賃借料　　１，６５８千円

賓日館管理運営事
業

９，５４９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． ＪＲ伊勢市駅横に鉄道を利用し訪れる観光客が軽装で周
遊できるよう、手荷物の一時預かり及び宿泊施設等への配
送ができる「手荷物預かり所」を整備した。
　開所日：平成２５年７月２５日（木）

伊勢市駅前手荷物
預かり所（仮称）
整備事業

３２，３１２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）8 観光費
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決算書

       頁

1
1

１８３

2
2

１８５

3
3

１８５

4

　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額（主な内訳）　　　　６２，８０５千円
　　・広告媒体を活用した情報発信　　７，５００千円
　　・観光バスへの全面広告掲載　　　４，０００千円
　　・放送メディア等を活用した情報発信
　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，０００千円
　　・誘客セールス活動　　　　　　　　　３５０千円
　　・インターネットを活用した情報発信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１８１千円
　　・パンフレット等作成　　　　　　８，８００千円
　　・外宮周辺魅力創出･発信事業　　 １，８７５千円
　　・夜の魅力創出事業　　　　　　　３，１６８千円
　  ・フェイスブックページ運用事業　 　　 　　０円

　【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２４年度　　　　　　　　　２３，７９０千円
　　・広告媒体掲載件数　　　　　　　　　　　７５件
　　・観光パンフレット郵送件数　　　　１，９８８件
　　・ホームページアクセス数　１，２１４，２０１件
　　平成２３年度　　　　　　　　　２１，９８１千円
　　・広告媒体掲載件数　　　　　　　　　　　５７件
　　・観光パンフレット郵送件数　　　　　　９６６件
　　・ホームページアクセス数　　　８３７，２９２件
　
　【事業をとりまく状況等】
　　・平成２５年度は、通常の広告業務に加え、多くの
　　　観光客の来訪による交通渋滞等の対策のため、
　　　駅貼ポスター等による公共交通利用の促進も併せ
　　　て行った。
　　・今後も、引き続き多くの観光客に来ていただける
　　　よう、リピーター確保に向けたターゲットを意識
　　　した広告展開が必要である。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 伊勢志摩観光の誘客宣伝・地域づくり活動のために、伊
勢志摩観光振興プランの推進及び観光基盤整備事業、せん
ぐう旅博事業等を実施した。

伊勢志摩広域観光
活性化事業

１７，６８１

 ３． 観光販売システムズに業務委託する形で、伊勢の観光資
源を活用した旅行商品の開発等、伊勢への誘客事業を積極
的に推進した。

「はじまりのまち
伊勢」誘客戦略推
進事業

４，０００

 ２． 近隣市町及び県内外の関係機関との連携を強化しながら
多様化する観光客ニーズを的確に捉え、効率的かつ効果的
な誘客宣伝並びに受入体制の充実を推進した。

広域連携事業 ７，５０６

（款）8 観光費
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決算書
4        頁

１８５

5
5

１８５

6

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 御遷宮に誘客を行うため、「全国でのＰＲキャラバ
ン」、「発地での旅行機会提供」、「媒体を介した発信」
の３事業を実施した。
　・ＰＲキャラバン実施　１６箇所
　・伊勢単独旅行商品全国展開事業
　　　大手旅行会社による伊勢専用パンフレットの作成
　　　遷宮情報を入れた観光案内データ作成
　　　共通ロゴの展開
　　　「伊勢お餅三昧」クーポンの展開
　・タウン誌メディアツアー
　　　雑誌社を対象とした取材ツアーの開催によるメディ
　　　アへの情報発信

御遷宮誘客宣伝事
業

２２，５２９

 ５． マーケットの成長力と規模から注目される中国・アジア
とともに、ヨーロッパ諸国などからの誘客も視野に入れ、
他地域と連携しつつ、市単独でも誘客に取り組んだ。

他地域連携事業として東海地区外国人観光客誘致促進協
議会、三重県外国人観光客誘致促進協議会、伊勢志摩地
域・鳥羽市外国人観光客誘致促進協議会等へ参画した。

市単独事業としては、日本外国特派員協会にて講演会・
交流会の実施及びその外国特派員のプレスツアーを実施。

また、アイティービー行政放送の番組「桂三輝の『伊勢
で一席』」を作成し、英語字幕を付けユーチューブで公開
した。さらに、皇學館大学と協働で、外国人短期留学生を
招聘し情報発信する事業を行った。外国語ＨＰの充実化を
図った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　１３，４４１，０００円
　　・東海地区外国人観光客誘致促進協議会
　　・伊勢志摩地域･鳥羽市外国人観光客誘致促進協議会
　　・訪中ミッション
　　・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業
　　・英語字幕付きＰＲ映像作成及び公開
　　・外国人観光客誘致促進講演会
　　・外国人観光客誘致促進プレスツアー
　　・外国人建築家招聘
　　・観光情報ＨＰ多言語化

　【過去２ヵ年度の実績】
　　・平成２４年度  ５，２２８，４２０円
　　・平成２３年度  ２，１５１，３１９円

　【事業をとりまく状況等】
　　・日本国内での伊勢の知名度は申し分ないが、国外
　　　に目を転じた場合、知名度はまったくないに等し
　　　い。
　　・人口減少社会においては伊勢への観光客は減少と
　　　ならざるを得ず、国外からの誘客戦略展開が急務
　　　となっている。

外国人観光客誘致
推進事業

１０，８８７

（款）8 観光費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１８５

1
1

１８５

2

 ２． 観光客誘致を広域的かつ効果的・効率的に行うため、近
隣市町及び県内外の関係機関との連携を強化し、観光客の
受入体制・事業の充実を行った。
・美し国三重「寄せ植え」コンテスト
・（公社）伊勢市観光協会と協働事業
　春まつり、観光交流・伊勢会議、御幣鯛行事、
　年末年始旅客の観光客受入等の実施

観光客受入環境創
出事業

５，９０２

 １． 伊勢フットボールビレッジ等の市内にあるスポーツ施設
を利用した大会・合宿・イベント等の開催を誘致し、ス
ポーツ観光による誘客を行った。
・伊勢フットボールビレッジ推進事業 　102,180円
・集大会・スポーツ合宿誘致補助金　12,230,000円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　                    31,000,000円
　・伊勢フットボールビレッジ推進業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,000,000円
　・集大会・スポーツ合宿誘致補助金　26,000,000円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度
　・ＰＲチラシ作成費用　　 　　75,600円
　
　平成23年度
　　事業なし

【事業を取りまく状況等】
市内に宿泊したスポーツ大会や合宿の宿泊者数に応じて

補助金を交付した。
また、補助金制度の周知のため中部、関西地方の大学に

チラシを送付した。
  ・申請団体　　　　　　５３団体
　・宿泊者数　　１２，２３０人（延べ）
　・チラシ送付大学数　１９５校

スポーツ誘客推進
事業

１２，３３２

観 光 事 業 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 第６２回神宮式年遷宮斉行に伴い、観光客の増加が見込
まれることから、交通渋滞対策や公共交通機関の利用促
進、観光客の市内周遊の利便性向上などのため、三重交通
株式会社と協働で市内観光周遊バス「参宮バス」（外宮～
夫婦岩ルート、スカイラインルート）の運行を開始した。
　事業負担金額　　　１９，１７３，０００円
　ﾁﾗｼ印刷　　　　　 　　　　９９，７５０円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　２５，８２６，０００円
　　事業負担金　　　２５，５００，０００円
　　ﾁﾗｼ・ﾎﾟｽﾀｰ印刷　　 　 ３２６，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２５年度新規事業のため、過去の実績なし。

【事業を取りまく状況等】
　・運行開始が平成２５年７月２０日からとなった。
　・協定先での自主的な事業継続を実現するためには、利
　　用者増が必要である。

御遷宮旅客受入基
盤整備事業

１９，２７３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）8 観光費
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決算書
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）３．伝統文化推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８５

1
1

１８５

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 日本全国の有名な祭り２４団体約１，６００名による響
演「祭のまつり」が、１０月１５日に外宮周辺にて開催さ
れ、１４日のサンアリーナにおける前夜祭もあわせて、多
数の観客が訪れた。

また、伊勢神宮奉仕会主催の初穂曳が１５日は外宮、１
６日は内宮で実施された。
【期間中（10/14～16）の観客数】（延べ）99,500人

伊勢のまつりブラ
ンド化推進事業

５，０００

観 光 事 業 課

 １． 地元奉献団長で組織する「第６２回式年遷宮御白石奉献
団連合会」において調整を重ね、「お白石持行事」を円滑
に実施することができた。

お白石持行事の環境を整えるため交通規制や警備員の配
置等に取り組んだほか、臨時駐車場の開設やパーク＆バス
ライドなどの交通対策を行った。

また、「セントレア」や「六本木ヒルズ」に奉曳車を展
示し、伊勢への誘客ＰＲを実施した。
・民俗伝統行事推進事業負担金　184,870,000円
・初穂曳実施負担金　　　　     　 400,000円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　                185,270,000円
　・民俗伝統行事推進事業負担金　184,870,000円
　・初穂曳実施負担金　　　　 　  　 400,000円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度
　・民俗伝統行事推進事業負担金　 27,000,000円
　・初穂曳実施負担金　　　　   　　 400,000円
　平成23年度
　・民俗伝統行事推進事業負担金　 26,000,000円
　・初穂曳実施負担金　　　　   　　 400,000円

【事業を取りまく状況等】
伊勢の民俗行事「お木曳行事」、「お白石持行事」は20

年に一度であるため、保存継承の取り組みを絶やすことな
く継続していく必要がある。

また、遷宮の年によりマスコミにも取り上げられ、平成
25年は記録的な観光入込客数であったが、激減しないため
にも、伊勢の魅力を継続して発信していく必要がある。

【お白石持行事　参加人数】
　　・地元奉献団　153,000人（77団体）
　　・特別神領民　 73,675人

民俗伝統行事推進
事業負担金

１８５，２７０

３７，０００

190,270 決 算 額 の 財 源 内 訳

190,270 一般財源

190,270

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ４５業者の花火師が参加。打上花火の部４５組、スター
マインの部１０組の２部門で競われ、また神宮式年遷宮奉
祝として開催し、約１０，０００発が打ち上げられ、約２
７万人が観覧した。

花火大会開催負担
金

（款）8 観光費
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（款）９．土木費　（項）１．土木管理費　（目）１．土木総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,789

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８７

1

 １． 国土調査法に基づく地籍調査について、調査区域を定
め、調査区域内の地籍（地番・所有者・地積・地目・境
界）の整備に努めた。
（概要）
　　地籍調査業務　　　　　一式　　　３件
　　 ○調査区域
　　　①本町・一志町・宮後１丁目　調査面積　0.10ｋ㎡
　　　②吹上２丁目　　　　　　　　調査面積　0.13ｋ㎡
　　　③岩渕１丁目　　　　　　　　調査面積　0.10ｋ㎡
　　長狭物等事前調査業務　一式　　　１件
　　システム構築業務　　　一式　　　１件

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　３２，４３５，０００円
　　・地籍調査業務　　　　　一式
　　・長狭物等調査事業業務　一式
　　・システム構築業務　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　１５，２０６，２６５円
　　地籍調査業務　　　一式　　　　　５件
　　　○調査区域
　　　　①岩渕２丁目
　　　　　調査面積　0.07ｋ㎡
　　　　②岩渕１丁目
　　　　　調査面積　0.10ｋ㎡
　　　　③本町・一志町・宮後１丁目
　　　　　調査面積　0.10ｋ㎡
　　　　④吹上１丁目
　　　　　調査面積　0.01ｋ㎡
　　　　⑤東豊浜町
　　　　　調査面積　0.26ｋ㎡
　　　　　※地籍調査スタートアップ事業
　　　　　　（県補助100％）
　平成２３年度　１３，６３７，５１７円
　　地籍調査業務　　　一式　　　　　３件
　　　○調査区域
　　　　①岩渕２丁目
　　　　　調査面積　0.07ｋ㎡
　　　　②岩渕３丁目・岩渕町
　　　　　調査面積　0.12ｋ㎡
　　　　③岩渕１丁目
　　　　　調査面積　0.10ｋ㎡

【事業を取りまく状況等】
・地籍を明確にすることにより、所有者の資産である土地
　の保全はもとより、公共事業におけるコストの削減や、
　土地取引に係る業務の簡素化が図られ、また、巨大な地
　震などに伴う津波等の被災時には、迅速な境界復元によ
　る災害復興の基盤づくりに対する効果が大きいことか
　ら、社会的な需要は年々高まってきている。

地籍調査推進事業 ２５，４８８

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

231,347 決 算 額 の 財 源 内 訳

224,447 一般財源

214,658

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）１．道路橋梁総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

56 1,134

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８７

1
1

１８７

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８７

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）２．道路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

59,156 93,700 6,024

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８７

1

 １． 道路路面の舗装が荒廃し､通行に支障がある箇所の舗装
整備を行った。
 (概要)
　　・舗装工事　６件
　　　　Ａ＝　８，６９９㎡

道路舗装事業 ４１，０５９

192,431

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　

355,613 決 算 額 の 財 源 内 訳

351,311 一般財源

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 狭あい道路の解消を図るため、建築行為等に際して、過
年度に寄付採納した道路後退用地に対し、舗装工事を行っ
た。
（概要)
　　舗装工事　　２件
　　　面積　１５．８㎡

道路管理経費 １１３

　

 ２． 道路事業等に伴う市道の認定、改良等に基づき、道路台
帳の修正業務を行った。
（概要）
　・道路台帳修正
　　　新規認定　　　　　　６．５ｋｍ
　　　廃止及び未共用　　　１．２ｋｍ
　　　改良　　　　　　　　６．１ｋｍ

道路台帳整備経費 １０，３９５

173,384

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 適切な道路管理を行うため、道路の拡幅及び道路用地の
寄付採納を行った。道路管理経費 ６，９９２

175,681 決 算 額 の 財 源 内 訳

174,574 一般財源

（款）9 土木費
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決算書
1        頁

１８７

2
2

１８７

3

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）３．道路新設改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

403,469 134,300 242

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

決 算 額 施 策 の 成 果

67,311

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県による宇治山田港海岸今一色工区着手に伴い、工
事期間中は海岸の工事用道路としても利用する目的で、市
道荘３号線を市と県の費用負担により整備する。今年度は
用地測量に関する伊勢市分の負担を行った。
（概要）
　　　用地測量業務　一式
　　　物件調査業務　一式

荘３号線道路改良
事業

８４１

606,362 決 算 額 の 財 源 内 訳

605,322 一般財源

 ３． トンネル点検、詳細調査でひびわれなど損傷状況を把握
した上で、修繕計画の立案及び計画的な修繕をトンネルの
長寿命化計画に従い実施することにより、コスト縮減を
図った。
（概要）
　　調査業務　　　　　　一式
    修繕計画策定業務　　一式
　　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容、計画】
　 当初予算額　１１，３００，０００円
　  修繕計画策定業務　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
   平成２５年度新規事業

【事業を取りまく状況等】
   ・中央自動車道で発生した事故などトンネルの老朽化
　　 等における事故を未然に防ぎ、安心・安全に通行で
　　 きるトンネルの維持管理を行ううえで必要である。
   ・道路交通の安全性を確保する上で、これまでの破損
 　　してから修繕するという事後的な対応から、計画的
　　 かつ予防的な対応に転換していく。

道路維持補修経費
（防災・安全交付
金）

７，８４４

 ２． 市街地と南部地域を結び、災害時の緊急避難路及び連絡
道路として位置付けられる宮本1号線において、路床改良
及び舗装整備を行うことで道路機能の回復を図った。
（概要）
    ①平成２４年度から繰越
　　・測量設計等　４件
    ・舗装工事　　１件
　　　　Ａ＝　１１，４２３㎡
　  ◇社会資本整備総合交付金事業

道路舗装事業（防
災交付金）

１１４，４２６

事 業 名

（款）9 土木費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

 １． 市民生活に密接した道路側溝等の整備を行うことにより、
道路機能の改善、生活環境基盤の整備を図った。

（概要）
　　①平成２５年度現年分　　４０７，９７４，３５０円
　　　・測量設計業務等　一式　　１７件
　　　・一般改良　　　　２８件　Ｌ＝８,１８９．９ｍ

　　②平成２４年度から一部繰越　４，２４１，８５０円
　　　・一般改良　　　　１件　　Ｌ＝６３９．８ｍ

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　　　　　　４０４，３００，０００円
　　　・測量設計業務等　一式
　　　・一般改良　　　　１９件　Ｌ＝９，５２０．０ｍ

【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２４年度　　　　　　３２１，６１５，９９０円
　　　・測量設計業務等　一式　　４１件
　　　・一般改良　　　　一式　　２４件
　
　　平成２３年度　　　　　　３４４，１９５，２５０円
　　　・測量設計業務等　一式　　５３件
　　　・一般改良　　　　一式　　３１件
　　　（前年度からの繰越を含む）
　
【事業を取りまく状況等】
・道路施設は破損、劣化、老朽化などにより、工事の必要
　な箇所は毎年生じるため、事業は永久的に必要である。

・道路側溝の老朽化による改良等は、自治会等からの要望
　が数多く寄せられ、市民ニーズの高い事業であり、今後
　も継続していく必要がある。

道路側溝等改良事
業

４１２，２１６

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市単独事業による道路拡幅整備等により道路機能の改善
を行い、生活環境基盤の整備を進めている。
（概要）
　　 測量業務　　　　　 一式　　　　　 ３件
　　 測量業務・設計業務 一式　　　　　 ２件
　　 詳細設計業務　　　 一式　　　　　 １件
　　 工作物調査業務　　 一式　　　　　 １件
　　 建物調査業務　　　 一式　　　　　 ２件
　　 概略・予備設計業務 一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　 Ｌ＝１，５６１ｍ　 　９件
　　 区画線設置　　　　 一式　　　　　 １件
　　 整地　　　　 Ａ＝２，３００㎡　　 １件
　　 ネットフェンス隙間材設置 一式　　 １件
　　 用地　　　　 Ａ＝２，４９５．２９㎡
　　 補償　　　　 ６名（延べ人数）

道路改良事業 １９２，２６５

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）４．橋梁維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,909 13,700

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）５．交通安全施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

交通安全施設を新たに設置し､交通事故防止､交通安全環
境の確保を図った。
 (概要)
　・道路反射鏡   　　　　　 　　　５１基
　・道路照明灯　　　　　　　　　　２４基
　・防護柵設置工　　　 　　 １１８．５ｍ
　・区画線工　　　　　　　　　　２４１ｍ
　・高輝度カラー路面標示工　　　　７７㎡
　・車線分離標　　　　　　　　　　　６本

交通安全施設整備
事業

43,545

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

道路交通の安全を安定かつ継続的に確保するには、破損
してから修繕を行う事後保全的な対応から計画的かつ予防
的な対応に転換を図ることによるコスト縮減が必要とな
る。

このことにより策定された長寿命化修繕計画に基づき宮
川橋に伸縮装置を設置した。
（概要）
　　橋梁修繕　　　　　１橋
　　◇社会資本整備総合交付金事業

橋梁長寿命化事業
（防災・安全交付
金）

１６，５９１

１４，３１２

43,573 決 算 額 の 財 源 内 訳

43,545 一般財源

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

15,587

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 名勝二見浦に位置する禊橋は、老朽化が著しく、その対
策が必要である。このことから、名勝地の形状変更に必要
な文化庁長官の許可を得て名勝地にふさわしい景観を生み
出すとともに安全な橋梁を整備するため事業を推進してい
る。
（概要）
　　 詳細設計業務　　　 一式　　　　　 １件

禊橋橋梁整備事業 １４，５１８

40,033 決 算 額 の 財 源 内 訳

38,196 一般財源

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）６．道路整備事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

49,183 45,200 14,171

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1
1

１８９

2

 ２． 43,615 小学校の通学路における緊急合同点検での要対策箇所を
はじめ、通学路の対策を重点的に実施することで危険箇所
の解消を図り、安全安心な歩行者空間を確保するため、事
業を推進している。
（概要）
　　 建物調査業務　　　 一式　　　　　 １件
　　 測量業務・設計業務 一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　 Ｌ＝４６ｍ　　　　　 １件
　　 砂利敷設　　 Ａ＝８０㎡　　　　　 １件
　　 用地　　　　 Ａ＝１６１．６４㎡
　　 補償　　　　 ５名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　４８，１２０，０００円
　　・建物調査業務　　　 一式
　　・測量業務・設計業務 一式
　　・用地・補償　　　　 一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２５年度新規事業

【事業を取りまく状況】
・伊勢玉城線は、当初、用地取得と建物補償のみを予定し
　ていたが、一定区間の用地の取得が可能となったため、
　早期に事業効果を発揮できるよう当該箇所の工事を行っ
　た。また、事業を計画的に進捗させるには用地取得が肝
　要であるため、引続き、用地交渉に取り組んでいく。
・御薗２号線は、当初、測量及び設計を行い用地取得まで
　を予定していたが、次年度に用地取得を行い、工事を進
　める。また、事業の整備内容については、学校関係者や
　地元自治会、公安委員会、道路管理者等関係者との協議
　が必要である。

通学路整備事業 ４３，６１５

　

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本路線は、主要地方道伊勢磯部線と緊急時の拠点となる
県庁舎を結ぶ重要路線であるが、道路幅員が狭く、急カー
ブがあるため安全性に欠ける。このことから、緊急時の道
路機能を保持し、市民生活を守るため、本路線の事業を推
進した。
（概要）
　　 道路改良　　 Ｌ＝５２４ｍ　　　　 ２件
　　 区画線設置　　　　　 一式　　　　 １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

勢田５号線ほか１
線整備事業（交付
金）

３８，４７３

129,582 決 算 額 の 財 源 内 訳

113,582 一般財源

5,028

（款）9 土木費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1

（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）２．勢田川対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,146

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９１

1

5,865

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成５年１０月から、宮川７.４km地点（辻久留２丁目
地内）で取水し、勢田川５.１ｋｍ地点（小田橋下流）
に、０.７㎥/秒以下、４.４ｋｍ地点（吹上ポンプ場付
近）に０.３㎥/秒以下の導水を行っている。
（平成２５年度稼動日数３５０日）

勢田川浄化経費 １４，６８７

16,382 決 算 額 の 財 源 内 訳

16,011 一般財源

　

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小学校の通学路における緊急合同点検での要対策箇所を
はじめ、通学路の対策を重点的に実施することで危険箇所
の解消を図り、安全安心な歩行者空間を確保するため、事
業を推進している。
　（概要）
　　①平成２４年度から繰越
　　　 舗装工　　　　　　　　Ａ＝５，５４７㎡　 ３件
　　 　区画線工　　　　　　　　　　　　　一式　 ３件
     　高輝度カラー路面標示工　　Ａ＝７９５㎡　 ３件
　　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容、計画】
   繰越予算額　３３，１００，０００円
   　通学路安全対策工事　　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
   平成２４年度新規事業（実績なし）

【事業を取りまく状況等】
   ・平成２６年度は外宮内宮線の施行を予定している。
　 ・事業の整備内容については、学校関係者や地元自治
　　 会、公安委員会、道路管理者等関係者との協議が必
　　 要である。

通学路整備事業 ３１，４９４

（款）9 土木費
82



（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）４．河川改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９１

1

42,853

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 流下断面の不足や護岸、河床の浸食等により人家等への
災害発生が危惧される河川において、河川拡幅や護岸改良
を行い、浸水被害や災害の防止対策を進めている。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　 詳細設計業務　一式　　　　　　　　１件
　　 建物調査業務　一式　　　　　　　　１件
　　 水位調査業務　一式　　　　　　　　１件
　　 河川改良　　　Ｌ＝２３５ｍ　　　　１件
　　②平成２６年度へ一部繰越
　　 河川改良　　　Ｌ＝４０１ｍ　　　　２件

河川改良事業 ４２，８５３

100,003 決 算 額 の 財 源 内 訳

42,853 一般財源

（款）9 土木費
83



（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）６．排水路整備費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

32,300 1,579

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９３

1

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 豪雨時の急激な増水等による浸水を防止するため、排水
路の整備を進めている。また、自然排水が困難な地域にお
いては、ポンプ場の新設・増設等を行うことで、浸水被害
の防止対策を進めている。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　 基本設計業務　　 一式　　　　　　 １件
　　 ゲート設置工　　 一式　　　　　　 １件
　　 用地　　　　 Ａ＝１，４３７．８９㎡
　　②平成２４年度から一部繰越
　　 電気設備工　　　 一式　　　　　　 １件
　　③平成２４年度から繰越
　　 機械設備工　　　 一式　　　　　　 １件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　１３５，８０９，０００円
　　・基本設計業務　　　　 一式
　　・排水路改良　　　　　 一式
　　・ゲート設置工　　　　 一式
　　・用地・補償　　　　　 一式
　繰越予算額　　１０６，２０３，０００円
　　・工事施工委託　　　　 一式
　　・排水路改良　　　　　 一式
　　・機械設備工　　　　　 一式
　　・電気設備工　　　　　 一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　４８，９８７，０１６円
　　 測量設計業務等　 一式　　　　　　 ４件
　　 排水路改良　　　 一式　　　　　　 ２件
　　 ポンプ場整備　　 一式　　　　　　 ８件
　　 補償　　　　　　 一式　　　　　　 ２件
　　 （前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）
　平成２３年度　１６６，７２７，９０８円
　　 測量設計業務等　 一式　　　　　　 ７件
　　 ポンプ場整備　　 一式　　　　　 　５件
　　 排水路改良　　　 一式　　　　　　 ３件
　　 用地　   　　　　一式　　　　　　 １件
　　 補償　　　　　　 一式　　　　　　 ２件
　　 （前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）

【事業を取りまく状況】

　るため鉄道事業者との協議において入札参加に有資格者
　の配置が条件となったが、全国的に鉄道に近接する工事
　が多く有資格者が不足していたため応札者がなかった。
　このことから、鉄道事業者と施工の手順等について、再
　度協議を行い、次年度に発注時期・規模等も調整したう
　えで進めることとなった。

　策が求められている。

排水施設整備事業 ５５，５４６

132,370 決 算 額 の 財 源 内 訳

55,546 一般財源

21,667

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）４．港湾海岸費　（目）１．港湾海岸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,235 13,000 268

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９３

1

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）１．都市計画総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

169

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９３

1

都 市 計 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市の長期未整備の都市計画公園を見直すための、見
直し方針案の作成を行った。
（概要）
　　・公園カルテの作成
　　・見直しガイドライン作成
　　・必要性の検討・評価

都市計画公園見直
し調査検討経費

４，６９４

2,170,000

2,190,430 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,170,169 一般財源

 １． 三重県が施行した海岸環境整備事業、港湾改修事業に対
し、負担を行った。
　海岸維持：宇治山田港（大湊・二見）、北浜地区、
　　　　　　神前地区、松下地区
　港湾改修：宇治山田港（大湊）

県営事業地元負担
金

１４，５９４

4,730

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

36,015 決 算 額 の 財 源 内 訳

22,233 一般財源

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）２．まちづくり推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,880 4,600 229,506

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９５

1

41,106

都 市 計 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本事業は、平成２４年度から繰り越した「伊勢市駅前民
間都市開発事業調査委託」（２ヵ年施行）の２年次分を施
行することにより、伊勢市駅前民間開発事業（ジャスコ
跡）の事業評価と関連する当該事業の費用便益分析を行っ
た。また、伊勢市市街地再開発事業等補助金（ジャスコ
跡）の交付を行った。
（概要）
  ①平成２４年度から繰越
　・伊勢市駅前民間都市開発事業調査委託　　一式　１件
　・伊勢市市街地再開発事業等補助金　　　　一式　１件
　　（ジャスコ跡）

【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　161,239,000円
　・伊勢市駅前民間都市開発事業調査委託　　一式
　・伊勢市市街地再開発事業等補助金　　　　一式
　　（ジャスコ跡）

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　2,488,500円
　　伊勢市駅前民間都市開発事業調査委託　　一式　１件
　　（前年度からの繰越）
　平成２３年度については、実績なし。

【事業を取りまく状況等】
　　本事業に関連し、経済状況の急激な悪化等により、進
　捗が停滞している市街地再開発事業等について市が緊急
　的に上乗せ支援を行い、事業を促進することで中心市街
　地の活性化を図ることを目的とした「中心市街地都市機
　能再生促進事業（緊急促進分）」を平成２４年６月補正
　にて予算計上し、平成２５年度へ繰越した後、伊勢市市
　街地再開発事業等補助金（ジャスコ跡）と併せ、交付を
　行った。
　　補正予算額　68,000,000円
　  　伊勢市市街地再開発事業等都市・地域再生緊急促進
　 　 事業補助金（ジャスコ跡）　　　　　68,000,000円

　　平成２５年８月に伊勢市駅前民間都市開発事業（ジャ
　　スコ跡）が完了した。

中心市街地都市機
能再生促進事業

１６１，２３９

277,502 決 算 額 の 財 源 内 訳

277,092 一般財源

（款）9 土木費
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決算書
1        頁

１９５

2

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）５．街路事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

223,584 20,000 265,300 11,573

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

17,901

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　三重県が施行した街路整備事業に対し、負担を行った。
　（新国道）県営事業地元負担

金
１２，２２５

594,550 決 算 額 の 財 源 内 訳

538,358 一般財源

 ２． 社会資本整備総合交付金を活用したまちづくり活動推進
事業として、地域の資源を活かし、中心市街地の賑わいを
創出するための市民団体によるまちづくりを推進した。ま
た、社会資本総合整備計画の中間年度にあたることから、
中間目標値の達成状況を確認することにより事業効果を検
証した。

さらに、伊勢市駅前地区を中心とした市街地再開発事業
等の検討を行うため、伊勢市市街地総合再生基本計画の策
定および関連する周辺交通流動調査を実施した。
（概要）
　（市街地整備交付金）
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　２件
　　調査業務　　　　　　　　　　一式　　　１件
　（住環境整備交付金）
　　計画策定業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　調査業務　　　　　　　　　　一式　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容、計画】
（市街地整備交付金）
　当初予算額　4,720,000円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式
　　調査業務　　　　　　　　　　一式
（住環境整備交付金）
　当初予算額　23,500,000円
　　計画策定業務　　　　　　　　一式
　　調査業務　　　　　　　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　6,168,510円（市街地整備交付金のみ）
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　３件
　　再開発検討業務　　　　　　　一式　　　１件
　平成２３年度　2,039,525円（市街地整備交付金のみ）
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　４件

【事業を取りまく状況等】
　　社会資本総合整備計画に基づき実施している「伊勢市
　駅前市街地再開発事業基本計画策定業務委託」について
　は、民間事業者の事業進捗状況に合わせ、平成２６年度
　に実施することとなった。
　　今後も引き続き民間事業者の進捗状況の把握に努める
　とともに、国の補助制度等を効果的に活用できるよう関
　係機関との協議や情報収集を行う。

中心市街地再生事
業（交付金）

１７，９５３

（款）9 土木費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1
1

１９７

2
2

１９７

3
3

１９７

4

 ４．
伊勢市駅前広場整
備事業（交付金）

１３４，４３０
伊勢の顔づくりとして、伊勢市駅南口の景観を創造し、

交通結節点としての機能の向上を図るとともに、広場機能
の充実を図るための整備を行った。
（概要）
　　①平成２４年度から一部繰越
　　 照明灯設置　　　　一式　　　　　　１件
　　 広場整備　　　　　一式　　　　　　１件
　　 天蓋施設設置　　　一式　　　　　　１件
　　②平成２４年度から繰越
　　 交通安全施設設置　一式　　　　　　１件
　　 補償　　　　　　　２名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

 ３． 伊勢市駅と外宮をつなぐ外宮参道と交差する本路線は、
無電柱化されていないことから、外宮参道上空において電
線類が見えた状態であり景観を阻害している。そこで電線
類を地中化することにより都市景観の向上と災害に強いま
ちづくりを進めている。
（概要）
　　 測量業務　　　一式　　　　　　　　１件

本町宮川堤線改良
事業

１，７６７

 ２． 八日市場高向線は、市内の幹線道路として、伊勢市地域
防災計画において緊急輸送道路に位置づけるなど、防災機
能の強化、都市内交通の円滑化並びに市街地の活性化を目
的として整備を進めている。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　 再積算業務　　　一式　　　　　　１件
　　 除草業務　　　　一式　　　　　　１件
　　 道路改良　　　　Ｌ＝１０３ｍ　　１件
　　 用地　　　　　　Ａ＝８４．３８㎡
　　②平成２４年度から繰越
　　 境界杭設置業務　一式　　　　　　１件
　　 道路改良　　　　Ｌ＝３２ｍ　　　１件
　　 用地　　　　　　Ａ＝１９１．５３㎡
　　③平成２６年度へ繰越
　　 図書作成業務　　一式　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

八日市場高向線整
備事業（交付金）

１５４，９２２

 １． 八日市場高向線ほか１線は、市内の幹線道路として、伊
勢市地域防災計画において緊急輸送道路に位置づけるな
ど、防災機能の強化、都市内交通の円滑化並びに市街地の
活性化を目的として整備を進めている。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　 再積算業務　　　一式　　　　　　３件
　　 除草業務　　　　一式　　　　　　１件
　　 用地　　　　　　Ａ＝７３４．９９㎡
　　②平成２４年度から繰越
　　 建物調査業務　　一式　　　　　　１件
　　 境界杭設置業務　一式　　　　　　１件
　　 用地　　　　　　Ａ＝３８６．２４㎡
　　 補償　　　　　　２名（延べ人数）
　　③平成２６年度へ一部繰越
　　 建物調査業務　　一式　　　　　　１件
　　 補償　　　　　　６名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

八日市場高向線ほ
か１線（２工区）
整備事業（交付
金）

２１１，３０５

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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決算書
4        頁

１９７

5

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）６．公園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

204,232 248,400 6,622

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1
1

１９７

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 市営住宅跡地を有効利用し、子供の遊び場や高齢者の憩
いの場としてレクリエーション及びコミュニティ活動の拠
点となる公園の整備を進めるとともに、緊急避難場所とし
て利用できる公共広場を確保するよう進めた。
（概要）
　　①平成２４年度から繰越
  　　　公園整備        一式　　　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

二俣西口公園(仮
称)整備事業（防災
交付金）

２７，９６８

25,393

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 都市公園における総合的な安全・安心対策事業を緊急か
つ計画的に実施し、子供や高齢者をはじめ誰もが安全で安
心して利用できる都市公園の整備を進めた。
（概要）
　　 長寿命化計画策定業務　一式　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園整備事業（交
付金）

２６，０４３

699,362 決 算 額 の 財 源 内 訳

484,647 一般財源

 ５． 現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の
設置位置の問題から現位置での架替えが困難である。その
ため、代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川に
新たに橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図
るため整備を進めている。
（概要）
　　 測量業務　　　　　一式　　　　　　２件
　　 予備設計業務　　　一式　　　　　　１件
　　 地質調査業務　　　一式　　　　　　１件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　２７，０００，０００円
　　・予備設計業務　　 一式
　　・解析業務　　　　 一式
　　・地質調査業務　　 一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２５年度新規事業

【事業を取りまく状況】
・橋梁形式について、関係機関と調整し、河川管理者との
　協議を進めている。
・今後、河川管理者との協議を進める中で、市が水理解析
　を行い、橋梁形式を決定する。

高向小俣線調査事
業

２１，９４１

（款）9 土木費
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決算書
2        頁

１９７

3

　

 ３． 倉田山公園については、防災公園としての防災機能の充
実を図るため、大規模災害時における避難場所や災害活動
拠点地として活用できるよう整備するとともに、平常時に
おける市民の防災意識の向上を目的とした教養施設や、憩
いの場、スポーツレクリエーションの場としての整備を進
めている。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　　修正設計業務 　 一式　　  　　 　 　１件
　　　補償　　　　　　１名
　　②平成２４年度から繰越
    　配水本管布設替工事にかかる工事費負担
　　　　　　　  　　　一式　　  　　 　 　１件
　　　公園整備        一式　　　　　　　　２件
　　③平成２６年度へ一部繰越
    　公園舗装　　　　Ａ＝２，７１３㎡　　１件
　　　公園整備　　　　一式　　　　　　　　１件
　　④平成２６年度へ繰越
　　　照明灯設置　　　一式　　　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業
　
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　４８８，６０２，０００円
　　・公園整備　　一式　　　　３件
　繰越予算額　　１８２，１０９，０００円
　　・公園整備　　一式　　　　２件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　　２０，５８６，３００円
　　　詳細設計業務    一式　　　　１件
  平成２３年度については、倉田山公園整備事業で基本設
　計ほかを実施。
　
【事業を取りまく状況等】
・倉田山公園は防災公園として充実を図るとともに、
　新消防本部庁舎及び防災センターを建設する予定で
　ある。

【平成２５年度事業費（平成２４年度繰越含む）】
　　都市整備部執行分
　　　[基盤整備課]
　　　（小）倉田山公園整備事業（防災交付金）
　　　　　　　　　　　１７０，２２７，２５０円
　　　（小）倉田山公園整備事業（公園交付金）
　　　　　　　　　　　１９３，６８３，４００円
　　　[建築住宅課]
　　　（小）倉田山公園整備事業（防災交付金）
　　　　　　　　　　　　１８，９６５，６０２円

倉田山公園整備事
業（防災交付金）

１７０，２２７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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決算書
3        頁

１９７

4
4

１９７

5

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　

 １． 倉田山公園については、防災公園としての防災機能の充
実を図るため、大規模災害時における避難場所や災害活動
拠点地として活用できるよう整備するとともに、平常時に
おける市民の防災意識の向上を目的とした教養施設や、憩
いの場、スポーツレクリエーションの場としての整備を進
めている。

倉田山公園は防災公園として充実を図るとともに、新消
防本部庁舎及び防災センターを建設する予定である。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　　建築確認に係る手数料等
　　②平成２４年度から繰越
　　　設計業務　　　　　　一式　　　　　　　　１件
　　　設計単価見直し業務　一式　　　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【平成２５年度事業費（平成２４年度繰越含む）】
　　都市整備部執行分
　　　[基盤整備課]
　　　（小）倉田山公園整備事業（防災交付金）
　　　　　　　　　　　１７０，２２７，２５０円
　　　（小）倉田山公園整備事業（公園交付金）
　　　　　　　　　　　１９３，６８３，４００円
　　　[建築住宅課]
　　　（小）倉田山公園整備事業（防災交付金）
　　　　　　　　　　　　１８，９６５，６０２円

倉田山公園整備事
業（防災交付金）

１８，９６６

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 都市公園における総合的な安全・安心対策事業を緊急か
つ計画的に実施し、子供や高齢者をはじめ誰もが安全で安
心して利用できる都市公園の整備を進めた。
（概要）
　　 公園改修　一式　　　　　　　　　　６件
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園整備事業（防
災・安全交付金）

４７，７６０

 ４． 倉田山公園については、防災公園としての防災機能の充
実を図るため、大規模災害時における避難場所や災害活動
拠点地として活用できるよう整備するとともに、平常時に
おける市民の防災意識の向上を目的とした教養施設や、憩
いの場、スポーツレクリエーションの場としての整備を進
めている。
（概要）
　　①平成２５年度現年分
　　 予備設計業務　　 一式　　　　　　　　１件
　　 公園整備　　　　 一式　　　　　　　　１件
　　②平成２６年度へ一部繰越
　　 公園整備　　　　 一式　　　　　　　　１件
　　③平成２６年度へ繰越
　　 照明灯設置　　　 一式　　　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

倉田山公園整備事
業（交付金）

１９３，６８３

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）１．住宅管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

27,410 96 133,717

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９９

1
1

１９９

2

 ２． 市営住宅の機能保持と安全性確保のため、下記の工事を
実施した。
（概要）
　　排水管清掃業務　　　一式　　　　２件
　　外部倉庫取替　　　　一式　　　　１件
　　サッシ取替　　　　　一式　　　　１件

住宅等改修事業 ２１，４１０

 １． 平成２４年１０月より指定管理者による市営住宅の管理
を開始し、単身高齢者等の定期巡回や、休日・夜間も含
め、迅速な対応が可能となり、入居者サービスの向上に繋
がった。また、住宅の調査等も定期的に行い、効率的かつ
経済的な管理運営を行った。

　指定管理者：ＦＥ住宅管理共同企業体
　期　　　間：平成２４年１０月１日
　　　　　　　～平成２９年３月３１日
　期間全体の
　指定管理料：３７７，９４７，５４２円

公営住宅維持管理
経費

９１，７３０

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

45,702

218,287 決 算 額 の 財 源 内 訳

206,925 一般財源

（款）9 土木費
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決算書
2        頁

１９９

3
3

１９９

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成２１年９月２８日に施行さ
れた建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となって
いたエレベーターの改修工事を地域の元気臨時交付金を活
用し行った。
  （改修箇所）
　　　市営住宅二俣団地、リバーサイドせせらぎ

エレベーター防災
対策改修事業

３，３６０

 ３． 本事業は、国の助成を受けて市営住宅の整備を行い、住
宅の機能向上及び高齢者等が安心して生活できる住まいづ
くりを推進するため行うものである。

平成25年度においては、市営住宅ストックの長寿命化を
図り、ライフサイクルコストの縮減につなげ、ストックの
有効活用と効率的かつ円滑な更新のため、伊勢市営住宅等
長寿命化計画を策定した。

また、入居者の住環境の改善及び市営住宅の機能改善の
ため、下記の工事等を行った。
　　(概要)
　①平成２５年度現年分
　・長寿命化計画策定業務　　　　　　　一式　　１件
　・サッシ取替　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　・老朽化住宅入居者移転助成補償費　　一式　　２件
　②平成２４年度から繰越
　・屋根改修　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　・ケーブルテレビ引込線移設　　　　　一式　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業
　
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　５９,１４４,０００円
　・長寿命化計画策定業務　　　 　　　 一式
　・屋根改修　　　　　　　　　　　　　一式
　・サッシ取替　　　　　　　　　　　　一式
　・老朽化住宅入居者移転助成補償費　　一式
　
　繰越予算額　２８,６００,０００円
　・ケーブルテレビ引込線移設　　　　　一式
　・屋根改修　　　　　　　　　　　　　一式
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度　　　２２,２５０,９２５円
　・ケーブルテレビ引込線移設　　　　　一式　　１件
　・屋根改修　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　・駐車場整備（舗装）　　　　　　　　一式　　１件
　・高齢者仕様改善　　　　　        　一式　　１件
　・老朽化住宅入居者移転助成補償費　　一式　　１件
　
　平成２３年度　　　２７,９０９,１５０円
　・汲取り手数料（下水接続工事）
　・公共下水道接続　　　　　　　　　　一式　　１件
　・高齢者仕様改善　　　　　　　　　　一式　　１件
　・浄化槽機械室解体　　　　　　　　　一式　　１件
　・駐車場整備　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　・老朽化住宅入居者移転助成補償費　　一式　　４件

【事業を取りまく状況等】
国は、公営住宅において、点検の強化及び早期の管理・

修繕により更新コストの削減を目指すため、長寿命化計画
の策定及びこれに基づく予防保全的管理、長寿命化に資す
る改善を推進しており、平成２６年度以降は、長寿命化計
画に基づく改善事業、建替事業以外は、助成対象とならな
い。

平成２５年度に策定した伊勢市営住宅等長寿命化計画に
基づき、市営住宅の改善を計画的に行っていく。

住宅等整備事業 ６３，６７５

（款）9 土木費
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）１．常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,602 9,022 113,900 365,305

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０１

1
1

２０１

2
2

２０１

3

 ３． 高規格救急車２台を更新した。西分署に配備した高規格
救急車は、アステラス製薬株式会社より車体の寄贈を受け
た。

西分署配備（架装費及び高規格救急車高度救命処置用資
機材購入）　　　　　　　　　　１７，９６８千円

小俣分署配備（高規格救急車高度救命処置用資機材含
む）　　　　　　　　　　　　　２７，０６９千円ほか

救急車購入事業 ４５，３０８

 ２． 　救急・救助・警防活動に必要な資機材の充実を図った。
　資材搬送車　　　　１台　　　　　８，５５４千円
　危険物災害調査車　１台　　　　　２，３２５千円
　自動心臓マッサージシステム　一式
　　　　　　　　　　　　　　　　　２，７５１千円
　軽量消防用ホース　８２本  　　　３，００７千円
  防火外套一式　    ２５組　　　　３，２２９千円ほか

各種資機材購入経
費

２２，６４３

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「いつでも・どこでも・誰でも」応急手当が可能となる
よう、自動体外式除細動器（AED)の取り扱いを含めた講習
を行い、市民への普及を図った。
　救命講習に係る消耗品　　　　　　１，２９９千円
　救命講習用資器材　１組　　　　　　　５０４千円
【実績】
　平成２５年度救命講習実施回数     　　 １２０回
　　　　　　　　　　受講延人数 　 　４，３６２人

応急手当普及啓発
事業

１，８０３

1,964,491 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,914,572 一般財源

1,416,743

消 防 総 務 課

事 業 名

（款）10 消防費
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決算書
3        頁

２０１

4

 ４． 昨年度からの繰越事業である伊勢市消防・防災センター
（仮称）新設工事の設計業務委託と消防本部敷地の用地買
収を行った。

○平成２５年度予算分　　　　　　　６３，３９６千円
　・消防本部庁舎用地買収
　・開発行為許可申請
　・建築確認申請　ほか

○平成２４年度からの繰越予算分　　４７，２６８千円
　・伊勢市消防・防災センター（仮称）新設工事設計
　　業務委託
　・配水本管布設替工事に関する受委託
　・倉田山公園整備（その１）工事における耐震性防火
　　水槽設置
　◇社会資本整備総合交付金事業

○平成２６年度へ繰越
　・倉田山公園整備（その４）工事における耐震性防火
　　水槽設置

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　２０２，１１３千円
　・消防本部の敷地の用地買収等
　平成２４年度からの繰越額　　　　７０，２１６千円
　・伊勢市消防・防災センター（仮称）新設工事の設計
　　業務委託等

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度実績　　　　　　　　　６，１１９千円
　・消防本部庁舎用地不動産鑑定業務委託
　・消防本部庁舎用地分筆業務委託
　・消防本部庁舎用地測量業務委託
　・消防本部庁舎用地地質調査委託
　平成２３年度実績なし

【事業を取りまく状況等】
倉田山公園が整備されつつある中、消防・防災センター

の着工年度である平成２６年度からは、施工のほか移設等
に対するマネジメントについて検討が必要となる。
　・伊勢市行政防災無線・三重県行政防災無線・消防救急
　　デジタル無線（共通波）等の移設
　・神田久志本町から倉田山公園内に庁舎を移転すること
　　による緊急自動車の出動計画の見直し

　

消防本部庁舎新設
事業

１１０，６６４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）10 消防費
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）２．非常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,951 4,400 10,223

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０１

1
1

２０１

2

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）３．消防施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,000 277

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０３

1
1

２０３

2
2

２０３

3

 ３． 火災発生時において消防水利の活用に支障が生じる事の
無いように、昼夜を問わず消防水利の位置が確認できるよ
う標識の設置、塗装を行った。また、老朽化した防火水槽
等の修繕を行った。
　消防水利蓋修繕及び防火井戸埋設工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　３，４９２千円
　消防水利溶着塗装工事　　　　　　２，３５２千円
　消防水利標識設置工事　　　　　　　　９２４千円ほか

消防水利施設整備
経費

７，４９５

 ２． 　消防団車庫の機能維持を目的とし改修を行った。
　消防団北浜分団村松班車庫耐震補強設計業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９８千円
　消防団北浜分団村松班車庫改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１０，２５９千円ほか

消防団車庫改修事
業

１１，０５７

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市内の水道管布設工事に併せ消火栓の不足地域に消火栓
を設置し、消防水利の普及を図った。
　単口消火栓　９基
　　　　　　　　　　　　　　　　　６，２９８千円

消火栓新設負担金 ６，２９８

50,445 決 算 額 の 財 源 内 訳

44,708 一般財源

34,431

 ２． 消防団車両更新計画に基づき経年の小型動力ポンプ付積
載車２台を更新した。
　小型動力ポンプ付積載車
　　・消防団御薗分団御薗第２班 　配備
　　・消防団北浜分団有滝班 　　　配備
　　　　　　　　　　　　　　　　１２，１３８千円ほか

小型動力ポンプ付
積載車購入事業

１２，２３５

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　消防活動の円滑な遂行のため各種資機材を購入した。
  消防団本部車　　　　　　　　２，３２５千円
　軽量消防用ホース　４７本　　１，１２９千円ほか

各種資機材購入経
費

３，６５０

107,311 決 算 額 の 財 源 内 訳

104,815 一般財源

84,241

（款）10 消防費
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決算書
3        頁

２０３

4

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）５．災害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

203,619 12,696 209,000 13,254

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０３

1
1

２０３

2
2

２０３

3

決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 災害対応に必要な初動体制を確保するため、気象予報事
業者に委託し、気象情報の早期収集を図った。防災気象情報収集

システム運用経費
１，９２７

 ２． 伊勢市自主防災補助金等交付要綱に基づき、自主防災組
織及び自治会の行う防災事業・活動に対し補助を行った。
　　自主防災隊訓練助成金　 2,460千円　82件
　　防災補助金　　　　　　10,510千円　93件

自主防災隊補助事
業

１２，９７０

 １． 新規結成の自主防災組織に対して、資機材倉庫や消火器
などを交付し、地域防災力の向上を図った。
　　資機材配備　２隊：矢持町自主防災隊
　　　　　　　　　　　神薗町自主防災隊

自主防災隊資機材
購入事業

９０７

施 策 の 成 果

715,588 決 算 額 の 財 源 内 訳

567,309 一般財源

128,740

危 機 管 理 課

事 業 名

 ４． 経年により老朽化した各消防署庁舎を機能維持を目的と
して改修した。
　消防署西分署塗装改修工事　　　　３，７８８千円ほか

消防署庁舎改修経
費

４，２７７

事 業 名

決 算 額

（款）10 消防費
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２０５

4
4

２０５

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． ①伊勢市地域防災計画の改訂に着手した。
・地域防災計画の大幅な内容の見直し・充実
・ＢＣＰ（業務継続計画）の作成
・災害対応手順のフローチャート化
②宮川左岸沿岸部(豊浜・北浜地区)において、津波避難訓
練を実施した。
③伊勢市ハザードマップの増刷を行なった。

避難対策事業

 ４． ①自治会、自主防災組織、小中学校等からの要請に応じ、
防災講習や防災講座を実施した。
　・実施回数　143回　　参加人数　11,812人
②地域住民主体のタウンウォッチングを行い、防災情報を
記載した地区の防災マップを作成した。
　・作成地区　3地区(今一色、宇治浦田、船江)
③地域の自主防災組織の活動に不可欠である中心的役割を
担うリーダーの育成を図るため研修会を開催した。
　・参加人数　145人
④災害時の中心的役割を果たす危機管理課職員等を対象に
研修を実施した。
　・実施回数　1回
⑤災害時要援護者宅の家具固定を行った。
　・実施件数　48件
【当初予算における内容、計画】
①防災アドバイザー賃金等　　7,535千円(2人)
②地域防災マップ印刷経費等　　461千円(5地区)
③リーダー研修開催経費　　　　 59千円
④職員研修開催経費　　　　　　 58千円
⑤家具固定業務委託等　　　　　660千円(60世帯)
【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度
　　①実施回数 124回　参加人数14,083人
　　②作成地区 5地区
　　③参加人数 未開催
　　④実施回数 1回
　　⑤実施件数 40件
　平成23年度
　　①実施回数 129回　参加人数12,835人
　　②作成地区 1地区
　　③参加人数 103人
　　④実施回数 1回
　　⑤実施件数 53件
【事業を取りまく状況等】
・東日本大震災の発災直後は、市民の防災意識はかつてな
いほど高まっていたが、震災から３年が経過し薄まりつつ
あることから、防災意識の維持を図るため、自治会、自主
防災組織を中心とした、地域での講習会、訓練等の定期的
な開催を働きかけていく。
・地震、津波に関する情報は日々変化しており、これらの
情報を積極的に取り入れ講習会等の場を通じて市民への啓
発を行う。
・小中学生に対する防災教育により、子ども達の防災意識
の浸透は深まりつつある。この子ども達が大人になったと
き、災害時に大きな役割を果たせることを期待して、啓発
を継続していく。

地域防災力向上支
援事業

７，８１８

４，３２５

（款）10 消防費
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２０５

6
6

２０５

7

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０５

防災施設整備課

事 業 名

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

施 策 の 成 果

 １． ○津波からの避難困難地に対する緊急避難所として、津波
避難施設等の施設整備を実施した。

　平成25年度予算分
　・津波避難施設関連業務委託              1,825千円
　　　有滝町:地質調査
　・避難所等整備工事            　       66,302千円
　　　村松町津波避難施設新築工事
　　　小林公民館外付避難階段等設置工事
　・津波避難施設用地購入               　12,964千円
　　　大湊町･一色町
　・その他（備品購入等）                 14,517千円
　平成24年度繰越予算分
　・津波避難施設関連業務委託          　 30,374千円
　　　村松町:地質調査･建築設計
　　　大湊町:用地測量･地質調査･造成設計･建築設計
　　　一色町:用地測量･地質調査･造成設計
　　　有滝町:用地測量･造成設計
　・避難所等整備工事 　                  40,893千円
　　　大湊町津波避難施設造成工事
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　656千円
○避難所の見直しに伴う看板設置及び、避難所等への情報
　伝達を図る防災行政無線戸別受信機の設置を行った。
　平成25年度予算分
　・避難所看板設置工事
　　　看板設置　117基　撤去183基         46,182千円
　・伊勢市防災行政無線戸別受信機設置調査業務委託
　　（危機管理課分）
　　　伊勢市役所ほか181箇所               1,169千円

【当初予算における計画、内容】
　平成25年度予算額
　・津波避難施設関連業務委託             40,000千円
　　　村松町:地質調査･建築設計
　　　大湊町:用地測量･地質調査･造成設計･建築設計
　　　一色町:用地測量･地質調査･造成設計･建築設計
　　　有滝町:用地測量･造成設計
　　　二見町西:用地測量･造成設計
　・避難所等整備工事                    127,295千円
　・津波避難施設用地購入                 64,284千円
　　　大湊町･一色町･有滝町･二見町西
　・避難所看板設置工事                   77,628千円
　・戸別受信機設置工事                    9,555千円
　　　伊勢市役所ほか200箇所

決 算 額

避難所等整備事業 ２１４，８８２

 ７． 災害発生時に市民の生命・財産の安全確保を図り、応急
対策、災害復旧・復興に関する業務を遂行するため、平成
22年度から無線設備の更新及び統合を行い、平成25年度で
完了した。
・平成25年度整備　屋外拡声子局整備　67基

防災行政無線整備
事業

２２０，４０２

 ６． 伊勢市地域防災計画に定める備蓄計画に基づき、非常用
食料等を購入し、物資及び資機材の整備を図った。備蓄物資整備事業 １３，５２３

（款）10 消防費
99



決算書
       頁

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

平成24年度繰越予算額
　・津波避難施設関連業務委託             43,700千円
　　　村松町:地質調査･建築設計
　　　大湊町:用地測量･地質調査･造成設計･建築設計
　　　一色町:用地測量･地質調査･造成設計･建築設計
　　　有滝町:用地測量･造成設計
　　　二見町西:地質調査･建築設計
　・避難所等整備工事                    129,375千円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度
　　・外付階段及び屋上フェンス設置工事
　　　　浜郷小学校ほか13校              142,067千円
　　・外付階段照明等設置工事
　　　　今一色小学校ほか15校              7,531千円
　　・地震自動開錠防災鍵ボックス設置
　　　　有緝小学校ほか20箇所              4,631千円
　　・津波避難誘導看板設置工事
　　　　今一色小学校ほか18校              6,138千円
　　・アマチュア無線用アンテナ設置
　　　　伊勢市役所ほか２箇所                300千円
　平成23年度
　　平成24年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
・発生が危惧されている南海トラフ巨大地震等の災害から
市民の生命を守るため、更なる避難環境の整備が必要であ
る。
・津波からの避難困難地に対する緊急避難所として、津波
避難施設等の整備が急務であるが、候補地の選定及び用地
交渉に不測の日数を要したことから、当初計画から若干の
遅れが生じている。
・平成24年度末に、国の交付金事業が採択されたことか
ら、すでに作成されていた平成25年度予算と平成24年度3
月補正予算とに重複か生じたものである。
・戸別受信機の設置について、電波調査等に不測の日数を
要したことから、設置工事は平成26年度に繰越となった。

（款）10 消防費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

２０５

1

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 阪神・淡路大震災で昭和56年の建築基準法の新耐震基準
施行前に建築された木造住宅が多数倒壊したことを教訓
に、東海・東南海・南海地震による木造住宅の倒壊からの
被害を最小限にするため、木造住宅の無料耐震診断を実施
した。

さらに、木造住宅耐震診断の結果、「倒壊の危険性が高
い」と診断された木造住宅を対象として、耐震補強工事等
に要した費用に対する一部補助を行った。

また、地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保
護し、災害に強いまちづくりを推進するため、市内に存す
る危険なブロック塀等の撤去に要した費用に対する一部補
助を行った。
（概要）
　 ・木造住宅耐震診断等業務　 一式　　７７件
　 ・補助金
　 　　耐震補強設計補助　　 　一式　　２０件
　 　　耐震補強工事補助　　   一式　　１８件
　 　　除却工事補助　　　     一式　　１３件
　 　　リフォーム工事補助　　 一式　　１６件
　 　　ブロック塀等撤去費補助 一式　  　２件
　
【当初予算における内容、計画】
　 当初予算額　66,672,000円
　 　・木造住宅耐震診断等業務　　　  　一式
　 　・耐震相談会専門家派遣費     　　 一式
　 　・耐震補強工事補助　　 　   　　　一式
　 　・リフォーム工事補助　　　　 　　 一式
　 　・準耐震補強工事補助　　　  　　　一式
　 　・除却工事補助　　　　　　      　一式
　 　・耐震補強設計補助　　　　　　    一式
　 　・非木造等建築物耐震診断補助      一式
　 　・耐震シェルター設置補助　　　　　一式
　 　・ブロック塀等撤去費補助　　　　　一式
　
【過去２ヵ年度の実績】
　 平成２４年度
　 　・木造住宅耐震診断等業務　　　　一式　　８６件
　 　・耐震補強工事補助　　　　　　  一式　　３９件
　 　・リフォーム工事補助　　　　　　一式　　３７件
　 　・除却工事補助　　　　　　　　　一式　　１３件
　 　・耐震補強設計補助　　　　　　　一式　　４７件
　 　・耐震シェルター設置補助　　　　一式　　　１件
　
　 平成２３年度
　 　・木造住宅耐震診断等業務　　　　一式　４４８件
　 　・耐震相談会専門家派遣費   　　 一式　　　１件
　 　・耐震補強工事補助　　 　　　 　一式　　１６件
　 　・リフォーム工事補助　　　　　　一式　　１４件
　 　・除却工事補助　　　　　　　　　一式　　１６件
　 　・耐震補強設計補助　            一式　　２７件
　
【事業を取りまく状況等】

本市は、東海地震の強化地域に指定されているととも
に、東南海・南海地震の推進地域にも指定されている。

住宅・建築物耐震
改修等促進事業

３３，１１４

（款）10 消防費
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    （単位  千円）

決算書
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２０５
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    （単位  千円）

決算書
       頁

２０３

1

 １． 御薗町地域は災害時の緊急連絡手段としてＣＡＴＶを利
用した情報システムを運用しているため、転入、転居者等
のＣＡＴＶへの加入金、機器の設置費を負担し、地域の防
災情報連絡手段の整備を実施した。（平成25年12月27日を
もって加入受付を終了した。）
 
　　　　負担金支出世帯　15世帯

ＣＡＴＶ緊急防災
システム管理運営
経費

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

御薗総合支所 地域振興課

７３０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 災害時に、自分自身や家族の支援だけでは避難すること
が困難な方が迅速・安全に避難支援等が受けられる体制を
整えるため、対象者に対し、災害時要援護者への登録を
図った。
  登録者　３，３６８人

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　　　　　　　　　７,０５，０００円
　　　・災害協定に基づく応急措置委託料（ヘルパー派
　　　　遣）　　　　　　　　　　　　 ５０，０００円
　　　・災害協定に基づく要援護者避難所利用料（福祉タ
　　　　クシー）　　　　　　　　　 １５０，０００円
　　　・災害協定に基づく要援護者避難所利用料
　　　                           　１０４，９００円
　　　・災害時要援護者手帳印刷製本費
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４００，０００円

【事業を取りまく状況等】
・民生委員の訪問により、６５歳以上のひとり暮らしの高
　齢者及び７５歳以上の高齢者のみで構成されている世帯
　に対し、制度の周知を図った。

・身体障害者手帳（肢体・内部障がい１～２級、視覚・聴
　覚障がい１～３級）、療育手帳（Ａ１、Ａ２）所持者に
　対し案内文等を郵送することで、制度の周知を図った。

・今後は、介護事業所、要援護者避難所の協定締結数を増
　やしていく予定である。

災害時要援護者対
策事業

６４１

 １． 災害発生時に市と市社会福祉協議会が関係団体などと協
働して運営する市災害ボランティアセンターに関して、有
事の際に円滑な対応ができるよう、次の取り組みを行った
（市社会福祉協議会への負担金600,000円により実施）。
・センター設置・運営マニュアルの見直し
・関係団体との連絡会
・視察研修会
・コーディネーター養成講座
・運営訓練

災害ボランティア
支援事業

６０３

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

（款）10 消防費
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）２．事務局費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

23,917 14,857 2,376

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０７

1
1

２０７

2
2

２０７

3
3

２０７

4

 ４． 小中学校において、地震、津波等自然災害発生時の児童
生徒の安全確保及び避難所としての機能強化を図るため、
停電時に非常用発電機と併せて照明を確保できるＬＥＤバ
ルーンライト投光機を各校の防災倉庫に配備した。

小中学校防災機能
強化事業

７，１４０

 ３． 長年に亘り、危険度の高いと指摘されたきた県道伊勢南
島線の通学路は、宮川中学校スクールバス運行により生徒
の通学上の安全を確保することができた。また、遠距離通
学児童の通学上の安全と保護者負担の軽減を図るため、通
学定期代金の2分の1を助成した。
　・宮川中学校スクールバス運行業務委託
　　　　　　　　　　　　　　１１，０２５，０００円
　・乗車証用パスケース及びバス標識
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８２，５００円
　・通学定期代助成　　　　　　２，４４９，４６０円

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　１４，３６８，０００　円
　　目的：宮川中学校スクールバスの運行を民間委託
　　　　　対象者数見込　　７３人

【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２５年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
　　距離や危険度など公費負担の対象要件が整理されて
　いないため、小中学校の適正配置に伴う通学区域の見
　直しに合わせ、基本的な考え方を整理する必要がある。

通学安全対策事業 １３，５５７

 ２． 少子化の進行による様々な課題を解消し、より望ましい
教育環境の構築と教育の質の向上を図るため、各地域での
説明会等の開催や統合準備会の設置を行い、小中学校の適
正規模化・適正配置の推進を図った。

小中学校適正規模
化・適正配置推進
事業

４１４

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 横輪・矢持地区では三重交通㈱にスクールバス運行業務
を委託し、また高麗広地区では直営のスクールバスを運行
し、児童生徒の通学上の安全を確保した｡

スクールバス運行
事業

８，３３５

722,477 決 算 額 の 財 源 内 訳

713,107 一般財源

671,957

教 育 総 務 課

事 業 名

（款）11 教育費
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決算書
4        頁

２０９

5

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０７

1
1

２０７

2

 １． 子どもたちが音楽や美術・科学等に触れる機会を支援し
た。
○科学創作展

・内容 ：児童生徒の科学的な作品や創意工夫した
創作的な作品を展示し、一般に公開した。
　・委託先　：伊勢市科学創作教育振興会
　・開催日　：平成２５年９月７日・８日
　・開催場所：伊勢市生涯学習センター
　・委託料　：１９５，００６円
○教育美術展

・内容 ：児童生徒の絵画、書写作品を展示し、一
般に公開した。
　・委託先　：伊勢市教育美術展運営委員会
　・開催日　：平成２５年１１月３０日・１２月１日
　・開催場所：伊勢市生涯学習センター
　・委託料　：３００，０２０円
○音楽演劇発表会

・内容 ：児童生徒による合唱・吹奏楽・太鼓の演
奏会が行われた。
　・委託先　：伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
　・開催日　：平成２５年１１月８日
　・開催場所：伊勢市観光文化会館
　・委託料　：１，９６２，５７９円
○伊勢まつり「小学生連合鼓笛パレード」「中学生吹奏
楽」

・内容 ：伊勢まつりにおいて小学生による鼓笛パ
レード、中学生による吹奏楽が行われた。
　・委託先　：伊勢まつり鼓笛・イベント実行委員会
　・開催日　：平成２５年１０月１２日

・開催場所:小学生連合鼓笛隊パレードは、県道鳥羽松
阪線 尼辻交差点～伊勢市駅前
　　　　　　 中学生吹奏楽は、一之木交差点本部前
　・委託料　：１，０９９，５０７円

学校行事開催事業 ３，５５７

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 学習支援員や教育支援ボランティアを配置し、特別支援
学級や通常学級に在籍する児童生徒の生活面や学習面の支
援を行った。また、個に応じた指導・支援を行い、確かな
学力の定着や、さまざまな教育活動の充実を図った。

学校教育支援事業 １０９，１４６

 ５． ○私立幼稚園就園奨励費補助金（国の補助事業）
　　国の基準に基づき、私立幼稚園に在園する市内在住園
　児の保護者に対して世帯の所得状況に応じて入園料及び
　保育料の補助を行った。
　　・補助金支給者数：８８８人
　　・補助金支給額　：９４，５７３千円
○私立幼稚園保育料補助金
　　市内の私立幼稚園に在園する市内在住の４歳～５歳児
　の保護者に対し、保育料の補助を行った。
　　・補助金支給者数:  ７２７人
　　・補助金支給額　：　３，６３５千円
○幼児教育育成補助金
　　市内私立幼稚園の幼稚園経営の健全化を図るため、
　幼稚園の運営費に対して補助を行った。
　　・補助金支給額　：９，９６９千円

私立学校等振興助
成事業

１０８，１７７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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決算書
2        頁

２０７

3
3

２０７

4
4

２０７

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１，９７０

特別支援教育推進
事業

５０４

 ５．

 ４． 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を
行うために、特別支援教育体制整備をすすめた。専門家
（臨床心理士・大学教授・特別支援学校教諭・保健師等）
による市内保幼小中への巡回相談や、教職員の研修会、保
護者啓発のための講演会等を実施した。

 ３． 次年度就学予定児及び小中学校に在籍する児童生徒につ
いて、障がいの種類や程度等を的確に把握するとともに、
その保護者等に適切な情報を提供し、観察活動・教育相談
を通じ、一人ひとりに応じた就学指導を行った。

就学指導委員会経
費

１４２

自然や環境、伝統文化、福祉やボランティア等に関する
体験学習など、創意工夫を生かした学習活動を通して、児
童･生徒が、「やさしいまち伊勢市」のまちづくりについ
て考え、気づき、行動する取組を支援した。また、幼稚園
において地域の人とのふれあいを通した体験を行うこと
で、地域のよさや愛着を感じることができるように支援し
た。
①「やさしいまち伊勢市発見大賞」の実施
ユニバーサルデザインの部、発見・体験エピソード作文の
部、俳句・川柳・短歌の部の３部門に分けて市内の小中学
生を対象に、作品を募集した。今年度の応募総数は４９０
点。そのうち、市長賞３点、教育長賞３点、優秀賞各部門
小中学校で計６点、入賞各部門小中学校で計１８点を決定
した。また学校賞として１校を決定した。入選作品集を作
成し、入賞者の他小中学校３６校、各関係機関に配布し
た。
②事業委託校の取組
事業委託をうけた小学校１１校、中学校５校、幼稚園４園
が、児童生徒が地域の人との交流（ふれあい）や地域探検
を通して、高齢者や障がい者が住みやすいまちづくりにつ
いて考え、気づき、行動する取組を展開した。

【当初予算における内容、計画】
事業委託料　１，８５０，０００円
需用費　　   　 １３０，０００円
報償費　　　　    ２０，０００円
　
【過去２ヵ年度の実績】
平成２４年度
事業委託料　　　９００，０００円
需用費　　　　　１３８，２８２円
平成２３年度
事業委託料　    ９００，０００円
需用費　　　    １０８，３４７円

【事業を取りまく状況等】
・事業開始から平成２５年までの４年間で市内全小中学校
への事業委託が完了した。その中で事業委託の有用性につ
いて各校の認識も得られたことから、今年度はさらに事業
内容の幅をもたせて委託校数を増やした。今後も、本事業
の目的に沿った各校の特色ある取り組みが進められること
が必要である。

子どもたちとつく
る「やさしいまち
伊勢市」支援事業

（款）11 教育費
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決算書
5        頁

２０７

6
6

２０７

7
7

２０７

8
8

２０９

9

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 各中学校から生徒代表２名（男女各１名）と、引率教員
２名、指導主事２名を派遣し、平和学習を深めた。報告会
を開催するとともに、広報いせ、ケーブルテレビ、報告文
集を作成し、広く市民に平和の尊さを伝えた。

非核・平和運営事
業

１，００８

国家社会に貢献する有用な人材を育成するため、学校教
育法による大学・高等専門学校・高等学校に在学する学
生・生徒で、経済的理由により修学困難な者に対し、奨学
金を支給した。
県外大学：１１人　県内大学：９人
公立高校：２６人　私立高校：６人
公立高専（１～３年）：１人
私立高専（１～３年）：１人
県内高専（４～５年）：２人

奨学金育英事業補
助金

４，６２６

 ７． キャリア教育の一環として、働くことの意義･目的を学
び、職業観・勤労観を育てるために、中学２年生を対象と
して３日間の職場体験学習を実施した。職場体験学習参加
生徒数：１，１９３名、協力事業所数：のべ３５０事業所

未来へチャレン
ジ！職場体験推進
事業

１，６９２

 ６． 児童生徒の学力を向上させるために、学力検査を全小中
学校で実施し、きめ細かな指導に生かした。研究指定校５
校で教育課程一般について研究を進めた。指定校において
は、研究の成果を市内の全小中学校に向けて公開し、研究
協議を行った。不登校・外国語活動・歴史資料を使った社
会科授業といった特定の教育課題に対する教育力向上のた
めに、研究指定校３校で研究を進めた。授業改善事例集を
作成し、関係各所に配付し、報告と成果の還元に努めた。

【当初予算における内容、計画】
　目標基準準拠検査（ＣＲＴ）の全小中学校での実施

（小２・３国語算数、小４・５国語算数社会理科、中
１国語数学社会理科、中２国語数学社会理科英語）

教育課程一般についての研究指定校６校（うち外国語活
動の研究指定校１校を含む。）
　不登校に対する教育力向上のための研究指定校１校
　歴史資料を使った社会科授業の研究指定校１校
　ＣＲＴ研修会１回
　授業改善事例集の作成と配付
【過去２ヵ年度の実績】

２３年度に新規におこされた事業である、２３年度から
小学校５年生と中学校２年生に対して目標基準準拠検査を
行い、学力の実態把握を行った。また小学校４校・中学校
２校の新教育課程一般に関わる研究指定校を指定した。さ
らに学習意欲を向上させるために道徳や総合的な学習の時
間の研究指定校を小学校５校・中学校３校の計８校指定し
た。授業改善事例集を作成し配付した。

２４年度は、小学校５年生と中学校２年生に対して目標
基準準拠検査を行い、学力の実態把握を行った。また小学
校４校・中学校２校の研究指定校を指定した。さらに学習
意欲を向上させるために道徳や総合的な学習の時間の研究
指定校を小学校４校・中学校４校の計８校指定した。授業
改善事例集を作成し、配付した。
【事業を取りまく状況等】

全国的に学力低下が危惧され、学力向上への取組の必要
性が高まっている中、本事業にかけられる期待は大きいと
いえる。学力向上には、学力検査による学力の実態把握と
その分析を基にした授業改善の取組の研究が欠かせない。
また不登校や外国語活動、日本や地域の歴史といった取り
組まなければならない特定の教育課題に対する教育力を向
上させることは喫緊の課題といえる。

学びのグレード
アップ総合推進事
業

９，１６６

 ８．

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）３．教育研究所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０９

1
1

２０９

2

 ２． 「いじめ」の早期発見・早期対応・未然防止のため「子
どもの人間関係づくり」の研究を行った。

全小中学校で、よりよい学校生活と友達づくりのための
アンケート（hyper-QU）を実施し、その結果・分析に基づ
いた研修会を行い、学級集団づくりを支援した。また、非
常勤講師を配置し研究体制の強化を図った。

　・非常勤講師賃金　　　　　　３５，９１１千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　　０千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　１６５千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　５，４１８千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　７２８千円

【当初予算における内容、計画】４６，４３５千円
　・非常勤講師賃金　　　　　　３９，２１４千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　５３千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　２６６千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　６，１３２千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　７７０千円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　　　　　　　　　３０，５３６千円
　・非常勤講師賃金　　　　　　２４，９１２千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　１５千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　２３９千円
　・実践事例集等製作助言者経費　　　　６７千円
　・実践事例集等印刷経費　　　　　  ５５１千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　４，０１２千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　７４０千円
　平成23年度　　　　　　　　　２９，４６３千円
　・非常勤講師賃金　　　　　  ２３，０１４千円
　・研修会講師経費  　　　　　　　　５１２千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　  　５２千円
　・実践事例集印刷経費　　　　  １，１２６千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　４，００５千円
　・生活指導負担金　　　　　　　    ７５４千円

【事業を取り巻く状況】
いじめが社会問題になっている今、いじめの未然防止、

早期発見・早期対応に向け、平成24年度までは13～24校の
研究指定校で実施していた非常勤講師の配置と「子どもの
人間関係づくり」の研究を、平成25年度は全ての小中学校
で実施し研究体制を強化した。今後は、小中学校の統廃合
も予定されていることから、支援の方法について、再検討
する必要がある。

子どもリレーショ
ンシップ総合推進
事業

４２，２２２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 教育に関する今日的、将来的な課題について研究を進め
るとともに、教職員・保護者・市民対象の研修講座を開催
し、市内保幼小中学校の教育力向上を図った。
　研究　　　 　８件
　研修講座 　25講座

教育研究研修推進
経費

２，６５９

196,141 決 算 額 の 財 源 内 訳

188,127 一般財源

188,118

教 育 研 究 所

（款）11 教育費
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決算書
2        頁

２０９

3
3

２０９

4
4

２０９

5
5

２０９

6

 ６． 中学校教育用コンピュータの整備・管理により、次世代
型の学習環境構築を進め、わかりやすい授業の実現、児童
生徒の情報活用能力の育成を図った。

中学校教育用コン
ピュータ管理経費

２４，２７９

 ５． 小学校教育用コンピュータの整備・管理により、次世代
型の学習環境構築を進め、わかりやすい授業の実現、児童
生徒の情報活用能力の育成を図った。

小学校教育用コン
ピュータ管理経費

５５，９１２

 ４． 登校しぶり、ひきこもりや、学校に行きたくても行けな
い児童生徒の社会的に自立した学校復帰を目的に、教育支
援センター「ＮＥＳＴ」では、個に応じた生活や学習の指
導及び支援を行った。また、学校にも教育支援センターに
も来れていない児童生徒に対しての支援も充実させた。
  通級児童生徒数　　　　　　２４名
  相談件数(述べ件数)　１，５１０件
  (電話 1,147件、来所 200件、学校訪問 163件)

　・自立支援員賃金　　　　　　１，９５９千円
　・活動支援員経費　　　　　　　　１７２千円
　・研修会等助言者経費　　　　　　２１５千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　１１２千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　１６９千円
　・保護者用資料集印刷経費　　１，２５０千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　３００千円

【当初予算における内容、計画】４，９４０千円
　・自立支援員賃金　　　　　　２，１７７千円
　・活動支援ボランティア経費　　　３３０千円
　・研修会等助言者経費　　　　　　４２９千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　２３５千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　２０９千円
　・保護者用資料集印刷経費　　１，２６０千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　３００千円

【過去２ヵ年度の実績】
　H25新規事業のためなし

【事業を取り巻く状況】
不登校の児童生徒数は増加傾向にあり、児童生徒の人間

関係能力や社会適応能力の向上が急がれる。不登校児童生
徒の学校復帰を支援するとともに、誰もが安心して生活で
きる居心地のよい学校づくりを進め、不登校の未然防止に
も取り組む必要がある。

不登校対策ハーモ
ニーハート総合推
進事業

４，１７７

 ３． 小中学生の教育、不登校及びいじめ等の問題について、
学校や保護者等からの相談に対し、教育コンサルタントが
電話や面接等により対応するとともに、状況に応じ学校訪
問や家庭訪問を行った。さらに、児童生徒・保護者を対象
に、臨床心理士によるカウンセリングを実施し、専門的か
つ継続した指導及び心のケアを図った。
・教育相談件数 　１２５件
・カウンセリング ６２４件

スクールサポート
事業

２１，１７０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）４．人権教育費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１１

1
1

２１１

2
2

２１１

3
3

２１１

4

 ４． それぞれの中学校区で人権教育の指導の改善・充実につ
いて実践研究に取り組むとともに、幼稚園・小学校・中学
校がそれぞれ授業交流に努めた。平成２５年度は、宮川・
港・豊浜・五十鈴・小俣・御薗中学校区を研究指定校区に
指定し実施した｡

中学校区ヒューマ
ン・ライツ推進事
業

４８０

 ３． 先進的な取組を学ぶことができる研修会に参加し、最新
の情報や資料を得ることができた。

「小中学校人権教育授業実践事例集（ＣＤロム・各学校
に１部ずつ配付）」「人権の芽（１,１００部）」を作
成・印刷し、各学校へ配付するとともに活用を促すこと
で、人権学習の推進に役立たせることができた。

人権教育推進一般
経費

６１４

 ２． 市内全小中学校の代表者が、小学生の部（１１月２７
日）・中学生の部（１２月４日）に分かれ、伊勢市生涯学
習センターいせトピアにて一堂に会し、人権問題に係る人
権作文の発表を聞いた後、自校の人権学習や生活の場で学
んだことをもとに自らの体験等を発表しあった。その学び
をすべての学校で還元し、人権学習をより充実させること
ができた。

子ども人権フォー
ラム２１開催事業

６３２

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権教育に関わる事業の充実を図るため、人権教育の研
究や研修会の開催などを伊勢市人権・同和教育研究会に事
業委託し、市内各小中学校等の加盟団体にて、実践の交
流・研修会の開催・人権教育のカリキュラムの研究等が行
われ、成果として研究紀要が発行された。

人権教育研究委託
経費

７００

39,392 決 算 額 の 財 源 内 訳

39,276 一般財源

39,276
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）５．教育集会所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１１

1
1

２１１

2

（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）１．小学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

62,119 12,100 110

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１３

1

 １． 　小学校の施設整備及び学習環境の一層の充実を図った。
・プールろ過機取替工事（早修小、御薗小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 １１，８０１千円
・プール改修工事（城田小、上野小） １２，４１７千円
・防球ネット設置工事（神社小、厚生小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５，６０１千円
・屋外給水設備改修工事（四郷小）　　 ９，２９２千円
・屋外階段塗装改修工事（修道小）　　 １，３８５千円
・屋内運動場倉庫増築工事（浜郷小）　 ９，０８２千円
・屋内運動場床修繕工事（有緝小）　　　　 ６９３千円
・教室床フローリング改修工事（浜郷小）　 ９１４千円
・音楽室改修工事（明野小）　　　　　 ２，０６５千円
・間仕切工事（豊浜東小）　　　　　　　　 ４９４千円
・高圧引込工事（神社小）　　　　　　 １，２０７千円
・高圧受電設備改修工事（四郷小）　　　　 ２４４千円
・上水道直結工事（大湊小）　　　　  　　 ８４０千円
・シャワー設置工事（明野小）　　　　 １，１３４千円
・トイレ改修工事（神社小、城田小、二見小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，９８０千円
・揚水ポンプ取替修繕工事（小俣小）　　　 ８９２千円
・道路拡幅工事に伴う測量委託、設計委託料（四郷小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，５７３千円
・建築確認、完了検査手数料　　　　　　　　 ４１千円

小学校整備事業 ６４，６５５

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

588,331 決 算 額 の 財 源 内 訳

569,103 一般財源

494,774

 ２． 人権教育の拠点としての教育集会所を管理運営するため
に、嘱託職員（４名）を設置するとともに、光熱水費・消
耗品費・備品費・法定点検費等を支出し、利用者（市内小
中学生等）が安全快適に利用できるように体制を整えるこ
とができた。

教育集会所管理経
費

１３，８１４

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子ども人権スクールを開催し、市内小中学生及び高校生
に人権学習の場と機会を提供した。また、小中学校への出
前学習やコラボ学習、教職員研修を実施し、人権教育の推
進に努めた。

教育集会所人権教
育事業

３８３

15,208 決 算 額 の 財 源 内 訳

14,197 一般財源

14,197
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決算書
1        頁

２１３

2
2

２１３

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１１

1

（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）２．小学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,341 255

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１３

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

80,950

施 策 の 成 果

 １．

 １．

○教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を
整備した。
・整備校　２４校（小学校全校）
・整備額　２６，２７７，６２４円
○理科教育設備整備

科学技術教育の基盤となる小学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　２４校（小学校全校）
・整備額　１４，９１３，１８３円
○特別支援教育設備整備

新設された特別支援学級において、障がいに適応した教
育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　１校（城田小学校）
・整備額　４９，１４０円

92,082 決 算 額 の 財 源 内 訳

89,546 一般財源

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

 ３． 近年の猛暑により室内でも熱中症を発症する恐れがある
ため、空調設備未整備校に空調設備の設置等を行った。
・空調設備リース料（平成２５年度設置）
　　　　　　　　　（早修小、佐八小、神社小、大湊小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２５，１２２千円
・過年度設置済みのリース料
　　　　　　（豊浜西小、豊浜東小、北浜小、東大淀小）
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　７，３８７千円
・空調設備設置工事（城田小　継続事業）
　　　　　　　　 　　　　　　　　　２３，１４０千円
・空調設備改修に伴う設計業務委託
　　　　　　　　　　　　　（中島小、城田小、上野小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ９，３０１千円

空調設備整備事業 ６４，９５０

学校評議員設置経
費

６１８

 ２． 改正建築基準法に適合するよう既設エレベーターの改修
を行った。（小俣小、早修小、有緝小、御薗小）
・防災対策改修工事　　　　　　　　３５，１３２千円
・建築確認、完了検査手数料　　　　　　　１２８千円

エレベーター防災
対策改修事業

３５，２６０

小学校教材整備経
費

４１，２４０

（款）11 教育費
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決算書
1        頁

２１３

2
2

２１３

3
3

２１３

4

（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）１．中学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

23,352 17,900

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１３

1
1

２１５

2
2

２１５

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１２，４５３

 ３． 近年の猛暑により室内でも熱中症を発症する恐れがある
ため、空調設備未整備校に空調設備の設置等を行った。
・空調設備リース料（平成２５年度設置　沼木中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４，００９千円
・過年度整備済みのリース料（豊浜中、北浜中）
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　３，７８０千円
・空調設備増設工事（厚生中）
　　　　　　　　 　　　　　　　　　２０，１８７千円
・空調設備改修に伴う設計業務委託
　　　　　　 　（五十鈴中、港中、城田中、倉田山中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５，８７７千円

空調設備整備事業 ３３，８５３

280,736

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　中学校の施設整備及び学習環境の一層の充実を図った。
・屋内運動場改修工事（厚生中）　　　 ４，８７７千円
・屋内運動場屋根改修工事（倉田山中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 １８，６３２千円
・屋内運動場床改修工事（城田中）　 １７，８４０千円
・下水道接続工事及びその設計に伴う試掘調査委託
　（御薗中）　　　　　　　　　　　　 ８，４５１千円
・洋式トイレ設置工事（宮川中、沼木中、豊浜中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，９１９千円
・高圧受電設備改修工事（豊浜中）　　　　 ４３５千円
・パワーコンディショナ取替工事（倉田山中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７５６千円

中学校整備事業

336,449 決 算 額 の 財 源 内 訳

321,988 一般財源

学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　２４校（小学校全校）

主たる教材の「教科書」と参考資料である「指導書」を
購入することにより、教職員による効果的な指導を支援
し、児童生徒に学習内容の確実な定着を図った。平成２３
年度に全教科書の買い替えがあったため、２５年度は、少
人数指導等による不足分を購入した。

経済的理由により、就学困難な児童に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。
・支給対象者５５９人
(要保護　４人、準要保護　５５５人）

 ２．
エレベーター防災
対策改修事業

改正建築基準法に適合するよう既設エレベーターの改修
を行った。（倉田山中、二見中）

 ３．
要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

３４，１７３

学校図書館充実経
費

９，８５６
 ２．

 ４．

５３，９１０

教科書等購入経費 １，５４２

（款）11 教育費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

２１３

1

（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）２．中学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,377 429

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１５

1
1

２１５

2
2

２１５

3
3

２１５

4

１，２２５

学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　１２校（中学校全校）

経済的理由により、就学困難な生徒に学用品費、修学旅
行費、学校給食費を給与し、必要な援助を行った。
・支給対象者４２８人
（要保護　６人、準要保護　４２２人）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 主たる教材の「教科書」と参考資料である「指導書」を
購入することにより、教職員による効果的な指導を支援
し、児童生徒に学習内容の確実な定着を図った。平成２４
年度に全教科書の買い替えがあったため、２５年度は、少
人数指導等による不足分を購入した。

教科書等購入経費

 ３．

７，９９６

130,555

144,355 決 算 額 の 財 源 内 訳

139,361 一般財源

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

２５８

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を
整備した。
・整備校　１２校（中学校全校）
・整備額　２６，２０５，３２８円
○理科教育設備整備

科学技術教育の基盤となる中学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　１２校（中学校全校）
・整備額　１５，４６３，６１０円
○特別支援教育設備整備

新設された特別支援学級において、障がいに適応した教
育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　１校（倉田山中学校）
・整備額　５４，７１０円

中学校教材整備経
費

４１，７２４

 ２．

４１，３８０

学校図書館充実経
費
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決算書
4        頁

２１５

5
5

２１５

6

（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）３．中学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１５

1

（款）11．教育費　（項）４．幼稚園費　（目）１．幼稚園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

615 17,996

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１７

1

施 策 の 成 果

 １． 教材を整備することにより学習環境を整え、学習活動の充
実化を図った。幼稚園教材整備経

費
８７０

137,967 一般財源

119,356

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額

 １． 豊浜中学校と北浜中学校の統合を行うための統合校建設
予定地の購入に伴う諸手続きを行った。
　・測量業務及び地質調査委託　　　 １３，６９１千円
　・不動産鑑定評価手数料　　　　　　　　 ８４０千円

豊浜中学校・北浜
中学校統合校整備
事業

１４，５３１

140,027 決 算 額 の 財 源 内 訳

14,531

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

15,942 決 算 額 の 財 源 内 訳

14,531 一般財源

 ６． 中学校にスクールカウンセラーを配置し、生徒や保護者
の教育相談を実施した。また、教職員に対する臨床心理学
的な観点から適切な助言を行い効果をあげた。

スクールカウンセ
ラー活用事業

４３１

決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 英語を母語とする青年を招致し、中学校の英語科及び小
学校の外国語活動等で、担当教員とともに指導に当たっ
た。

ＪＥＴプログラムによる雇用３名と市直接雇用８名の計
１１名を１～２の中学校区に派遣し、小中学校の連携を
図った。

ＡＬＴ活動事業 ４２，５６５

事 業 名
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）１．社会教育総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１７

1

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）２．公民館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,028

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１７

1

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）３．文化振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,227 627 2,500 589

    （単位  千円）

決算書
       頁

２１９

1

社 会 教 育 課

社 会 教 育 課

46,614

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 第５７回伊勢市民芸能祭を１０月から１１月の日祝を中
心に観光文化会館・伊勢市生涯学習センターにおいて開催
した。市内の舞台芸能７４団体、１，５６８名が参加し、
２，４５８人が鑑賞した。

市民芸能祭開催事
業

１，２８０

64,172 決 算 額 の 財 源 内 訳

59,557 一般財源

17,782

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公民館施設を市民が安心し、快適に利用できるよう老朽
化に伴う施設の改修等を行い施設の維持管理に努めた。公民館管理運営経

費
１８，８１０

20,533 決 算 額 の 財 源 内 訳

18,810 一般財源

73,923

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　社会教育委員兼公民館運営審議会委員
○委員会議
　市の社会教育の推進を図り、社会教育に関する諸事業に
対して協議した。（２回開催）
○全国社会教育研究大会への参加

第５５回全国社会教育研究大会（三重大会）へ参加・運
営協力。
○研修会への参加
　三重県社会教育委員連絡協議会主催の研修会等に参加

社会教育推進事業 ８６３

74,584 決 算 額 の 財 源 内 訳

73,923 一般財源
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決算書
1        頁

２１９

2
2

２１９

3
3

２１９

4
4

２１９

5
5

２１９

6
6

２１９

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 平成１８年に指定された国名勝「二見浦」の適切な整
備、活用及び運営を行うためのものである。平成２５年度
は現状変更等の取扱いを調査審議するため、名勝二見浦保
存管理計画運営委員会を３回開催した。

二見浦保存管理計
画運営経費

２３６

 ６． 市内の指定文化財に対し、文化財案内板等を設置するこ
とにより、その所在を明らかにし、来訪者への周知を図る
ためのものである。平成２５年度は、県指定天然記念物の
「松下社の大クス」、市指定有形文化財の「六字名号板碑
（玄忠寺）」、「左衛門太郎六字名号碑」、「極楽橋」の
４件の文化財に対し、案内板を設置した。

文化財案内板設置
事業

５００

 ５． 伊勢市内で伝承されている指定無形民俗文化財等の連綿
とした保存継承を支援するため、補助金の交付を行った。
【交付先】
・円座町羯鼓踊保存会他２０団体

指定無形民俗文化
財等保存継承事業
補助金

１，６８５

 ４． 所管する旧市川造船所資料の価値を明らかにして、適切
な保存を図るための調査を継続的に実施している。平成２
５年度は、船舶設計図等紙資料の調査を行った。

造船資料保存調査
経費

３，７７９

 ３． 指定文化財等の適正な保存管理を図るため、補助金を交
付した。
【平成２５年度対象事業及び市補助金決算額】
○市無形民俗文化財中小俣かんこ踊り修理事業
・補助事業者　中小俣自治区
・補助金　　　１５６千円
○市有形文化財玄忠寺六字名号板碑覆屋修理事業
・補助事業者　宗教法人　玄忠寺
・補助金　　　１４４千円

文化財保存整備事
業補助金

３００

 ２． 第６０回美術展覧会を１０月２９日から１１月４日まで
の７日間にわたり開催した。また、美術に対する理解を深
めるため、会期中に三重県立美術館友の会との共催による
「美術セミナー」を開催した。
　○出品点数 ２９４点　　○観覧者数 ２,０１３人

美術展覧会開催事
業

１，２７１
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決算書
7        頁

２１９

8
8

２１９

9
9

２１９

10
10

２１９

11
11

２２１

12
12

２２１

13

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 13． 博物館等の文化資産を紹介するためのマップ「伊勢まる
ごと博物館」を１０,０００部作成し、市内博物館等で配
布した。また、小学生の郷土学習に携わる小学校教員を対
象に、社会科副読本に登場する偉人や史跡を現地に赴いて
学ぶ「わたしたちの伊勢市フィールド講座」を開催した。

全市博物館構想推
進経費

２１０

 11． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成２１年９月２８日に施行さ
れた建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となって
いたエレベータの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用
し行った。
　改修箇所　尾崎咢堂記念館

エレベーター防災
対策改修事業

４，８４２

 10． 昭和１２年６月３０日に県名勝に指定された「宮川堤」
について、国交省が予定している宮川堤改修計画の現状変
更に対応するため、その判断基準となる保存管理指針を策
定するものである。平成２５年度は、計画策定に向けて関
係分野の専門家等による名勝宮川堤保存管理指針策定委員
会を３回開催した。

宮川堤保存管理指
針策定経費

１５９

 ９． 大正１２年３月７日に国史跡に指定された「旧豊宮崎文
庫」について、適切な保存管理及び活用を行うため、その
基準となる保存管理活用計画を策定するものである。平成
２５年度は、史跡旧豊宮崎文庫保存管理活用計画策定業務
委託により、計画策定に向けて関係分野の専門家による史
跡旧豊宮崎文庫保存管理活用計画策定委員会を３回開催
し、計画案を作成した。

旧豊宮崎文庫保存
管理活用計画策定
経費

３，２７４

 ８． 「旧豊宮崎文庫」には、往時の文庫を偲ぶ建築物として
門と練塀(ねりべい)が現存しているが、いずれも経年によ
る破損がみられるため、平成２３～２５年にかけて保存修
理を行った。

【当初予算における内容、計画】
 当初予算額　９，２００，０００円
　　・保存修理工事報告書作成業務委託
　　・門と練塀の左官工事等

【過去２ヵ年度の実績】
  平成２４年度　８，１１３，４９３円
　　　　　　　　　　・門と練塀の解体工事等
　平成２３年度　２，３７６，９４３円
　　                ・調査設計委託
　　　　　　　　　  ・門と練塀の一部解体工事等

【事業を取りまく状況等】
・事業完了後は、別途事業で策定している保存管理活用計
画によって史跡の公開等をすすめていく。

旧豊宮崎文庫保存
修理経費

９，０５５

山田奉行所記念館
特別展開催事業

４５０
 12． 山田奉行所記念館友の会に委託して、山田奉行所に関連

する特別展示を開催し、常設展示を補完した。
・夏季特別展「ご遷宮と山田奉行」　入館者数　７５６人
・冬季特別展「伊勢湾・遠州灘を渡った人たち」
　　　　　　　　　　　　　　　　　入館者数　７３９人
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）４．青少年対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２１

1
1

２２１

2
2

２２１

3
3

２２１

4
4

２２１

5

社 会 教 育 課

 ５． 青少年指導員による街頭指導を４７２回実施し、延１，
４６９人が参加した。合計５６５人の少年（内女子１３３
人）を指導した。

環境浄化活動として、市内、コンビニ、カラオケ等に立
入調査を１０回実施し、４９人が参加し、延べ１８４箇所
で調査を行った。

相談センター管理
運営事業

３，８５８

 ４． 平成２６年２月４日、伊勢市青少年問題協議会を開催
し、青少年の非行概況と傾向、市内小中学校の生徒指導の
状況、相談センターの現状、平成２５年度の主な活動につ
いての確認と、平成２６年度の方針を決定した。

青少年対策一般経
費

６０

 ３． 大人になったことを自覚し､自ら生き抜こうとする青年
を祝い、励ますため、成人の日にちなみ、平成２６年１月
１２日、伊勢市観光文化会館 大ホールにて、「新成人の
つどい」を開催した。

新成人代表２６人からなる実行委員会において企画運営
を行い、地元企業から協賛をいただき、思い出の写真上映
や実行委員作成の記念冊子を配布した。
  成人者数　　男６５２人　女６４４人　計１，２９６人
　出席者数　　男５３２人　女５２８人　計１，０６０人

成人式開催事業 １，３５１

 ２． 山のまち飯田市と海に面した伊勢市の小学生が児童会活
動や学校内外の生活、住んでいる地域社会について交流
し、友情と連携の輪を強め、次代のリーダーとしての親睦
を深めることを目的に実施した。

平成２０年度より夏季の隔年訪問交流とし、平成２５年
度は飯田市児童代表を伊勢市で受け入れた。

平成２５年７月３０日～３１日、伊勢市の小学生８１人
と飯田市の小学生２８人が、海浜体験、水族館見学、伝統
芸能体験、レクリエーション、児童会活動発表等により交
流を深めた。

飯田市交流会実施
事業

１，２１３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 全国的に展開される青少年健全育成活動に合わせ、懸垂
幕を掲示し、啓発を行った。

また青少年が安心して暮らせる安全なまちをつくるた
め、また、さまざまな自然体験や生活体験で有意義に過ご
せる受け皿を整えるために、青少年育成市民会議への事業
委託、地域指導者の育成など、地域主導型による青少年健
全育成活動を実施した。

平成２５年９月８日、地域の青少年健全育成活動者を対
象に、研修会「子どものネット被害防止に向けて～子ども
が豊かに育つことができる社会～」を開催。伊勢市ならび
に南勢志摩エリアの活動者１３９人が出席した。

青少年健全育成推
進事業

１，６８３

8,784 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,165 一般財源

8,165
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）５．図書館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

41,265 16,600 30

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２１

1
1

２２１

2
2

２２１

3
3

２２１

4

社 会 教 育 課

 ４． 安全に係る技術基準の見直しを図るべく平成２１年９月
２８日に施行された建築基準法施行令の一部改正に伴い、
不適格となっていたエレベータの改修工事を地域の元気臨
時交付金を活用し行った。

エレベーター防災
対策改修事業

４１，３９３

 ３． 伊勢市立伊勢図書館では、平成１８年４月より民間の能
力を活用し、施設の効果的で効率的な管理運営を行うた
め、指定管理者制度を導入している。

伊勢市立小俣図書館でも、伊勢図書館の指定管理者制度
更新に合わせ、平成２１年４月から指定管理者制度を導入
している。

指定管理者は、施設の維持管理ほか、各種図書館行事を
開催するなど、市民の図書館利用促進に取り組んだ。

図書館運営経費 １５６，３５６

 ２． 子育て支援の一環として、家庭内で絵本を通した親子の
交流のきっかけとなるよう、対象乳幼児に絵本の２冊入っ
たブックスタートパックを配付した。
　配付数　１，０６６人

ブックスタート支
援事業

１，４０６

168,970

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 27,710 閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者のニー
ズや分野別のバランスをとりながら購入し、図書館利用の
促進を図った。
　購入図書
　　伊勢図書館　７，６８２冊
　　小俣図書館　５，４４７冊
　購入雑誌
　　伊勢図書館　２，００３冊
　　小俣図書館　２，１４５冊
　購入視聴覚資料
　　伊勢図書館　　　　３４点
　　小俣図書館　　　　５０点

図書整備経費 ２７，７１０

232,782 決 算 額 の 財 源 内 訳

226,865 一般財源

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）６．生涯学習費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,401 419

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1
1

２２３

2

社 会 教 育 課

 ２． 放課後等の子どもたちの安全で健やかな活動場所を確保
するため、教育委員会の主導のもと、教育部局と福祉部局
が連携を図り、総合的な放課後対策として実施している。

教育部局が実施する「放課後子ども教室」は、伊勢文化
サークル協会に委託をし、市内の小学生を対象としたさま
ざまな体験活動を中心に事業を実施した。
　決算額：2,411,000円
　○実施教室数：125教室
　○参加人数：2,067人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　3,152,000円
　・数値目標　　教室：72教室
　　　　　　　　人数：1,400人

【過去２ヵ年度の実績】
　平成24年度　1,066,000円
　　　　　　　○実施教室数：46教室
　　　　　　　○参加人数：1,018人
　平成23年度　1,886,000円
　　　　　　　○実施教室数：39講座
　　　　　　　○参加人数：3,262人

【事業を取りまく状況等】
・伊勢文化サークル協会への委託により好評を得ているが
　活動拠点が限定されているため、全小学校区で展開でき
　るよう取り組む必要がある。
　
・今後は学校とも連携を図り、ニーズを踏まえた事業展開
　を図りたい。また、講師については、伊勢文化サークル
　協会のみならず、新たな人材を発掘していきたい。

放課後子どもプラ
ン推進事業

２，４１１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １．生涯学習講座の実施
　　生涯学習のきっかけづくりの場として、公民館等を利
　用し住民の生涯学習への参加・啓発を目的とし、通年講

座・前期講座・後期講座・短期講座として各種教室を実
施した。
（小俣公民館講座）
　　全１９講座　　受講者数３２７人
（二見公民館）
　　全１１講座　　受講者数１３８人
（御薗公民館）
　　全１６講座　　受講者数２４６人
２．団体への助成
　　小俣、二見、御薗地域において、サークル活動や
　文化祭等生涯学習事業に取り組む伊勢文化サークル協会
　の活動を補助し、地域における文化活動を支援した。

生涯学習推進事業 ３，５６１

6,204 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,972 一般財源

4,152

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）７．生涯学習センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

58,516 767

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1
1

２２３

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）８．学習等供用施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,381

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）９．観光文化会館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,700 64,700 1,285

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1

社 会 教 育 課

６８，１７３

45,772

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 施設運営に必要な維持補修工事として、会館の空調設備
改修工事及び舞台音響設備の改修工事を施工した。観光文化会館施設

維持補修経費

143,878 決 算 額 の 財 源 内 訳

126,457 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民が安心して、快適に利用できるよう施設の維持管理
に努めた。学習等供用施設維

持管理経費
７，４７９

社 会 教 育 課

8,248 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,479 一般財源

6,098

 ２． 安全に係る技術基準の見直しを図るべく平成２１年９月
２８日に施行された建築基準法施行令の一部改正に伴い、
不適格となっていたエレベータの改修工事を地域の元気臨
時交付金を活用し行った。

エレベーター防災
対策改修事業

３８，３００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １．伊勢市生涯学習センター(いせトピア)
平成１８年４月より、民間能力を活用し施設の効果的、

効率的な管理運営を行うため、指定管理者制度を導入し、
平成２１年４月からは第２期目の指定管理期間となった。
(平成２１年４月～平成２６年３月)

指定管理者は、施設の維持管理ほか、各種講座やイベン
トを開催するなど、市民の生涯学習へのきっかけづくりに
取り組んだ。
２．二見生涯学習センター

市民が安心して快適に利用できるよう、施設の修繕等維
持管理を行った。

生涯学習センター
施設維持管理経費

１１０，２２６

155,648 決 算 額 の 財 源 内 訳

148,526 一般財源

89,243
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決算書
1        頁

２２３

2

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）２．学校保健費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,727

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２５

1
1

２２５

2
2

２２５

3

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）３．学校給食費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２５

1
1

２２５

2
2

２２５

3

決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 老朽化による備品の更新、及び衛生を維持するために施
設の改修を行った。給食施設整備経費 ６，６５８

 ２． 学校給食が円滑に実施できるよう、施設の維持管理に努
めた。学校給食施設維持

管理経費
３，１６４

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「安全でおいしい学校給食」が円滑に実施できるよう、
衛生面に重点を置き、設備の充実、食中毒の防止等に努め
た。

学校給食管理経費 １４５，１６５

554,287 決 算 額 の 財 源 内 訳

540,107 一般財源

540,107

 ３． 県費負担教職員を対象に定期健康診断を実施し、健康の
保持増進を図った。教職員健康管理事

業
３，６９６

 ２． 結核問診と学校医による定期健康診断により結核の早期
発見・早期治療及び児童生徒への感染防止に努めた。ま
た、感染が疑われる対象者に精密検査を実施した。

児童生徒結核検診
事業

３６

64,070

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校保健安全法に基づく健康診断として、児童生徒及び
幼児に対し、校医等による内科、歯科検診を実施するとと
もに、専門医、学校薬剤師による各種検診、検査を実施
し、幼児児童生徒の健康管理に努めた。

児童生徒保健管理
事業

７３，２２７

79,541 決 算 額 の 財 源 内 訳

77,797 一般財源

 ２． エレベーターの不具合による事故を受け、安全に係る技
術基準の見直しを図るべく平成２１年９月２８日に施行さ
れた建築基準法施行令の一部改正に伴い、不適格となって
いたエレベータの改修工事を地域の元気臨時交付金を活用
し行った。

エレベーター防災
対策改修事業

１４，７６４

事 業 名

（款）11 教育費
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決算書
3        頁

２２５

4
4

２２５

5

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）４．体育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,547

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２７

1
1

２２７

2

ス ポ ー ツ 課

スポーツ推進委員
事業

２，７２０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 生涯スポーツ社会の実現に向けて、地域のスポーツ施設
を拠点として、子どもから高齢者まで全ての地域住民が各
自のニーズに沿って気軽にスポーツに参加できる地域住民
主体の総合型地域スポーツクラブの育成を図った。各クラ
ブにおいては、年間を通じて多くのスポーツ教室や大会等
を開催し、スポーツをする場を提供した。

なお、平成２５年度末においては、７団体、会員総数
２,７６９人であった。

総合型地域スポー
ツクラブ育成事業

２，９００

71,196

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． いせスポーツフェスティバルを筆頭に、各種スポーツ教
室やウォーキング等の様々なスポーツ行事を開催し、市民
の健康の維持・増進と生涯スポーツの普及を図ることがで
きた。

86,377 決 算 額 の 財 源 内 訳

76,743 一般財源

 ５． 児童生徒が生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな
人間性を育む基礎を作ることを目的に、栄養教諭・学校栄
養補助員、食育担当者が連携しそれぞれの地域にあった取
組を実施した。
【当初予算における内容、計画】
・学校における食育推進のための研究事業１校
・学校における食育推進体制整備事業　業務委託　３校
・地域の力を活用した特色ある食育推進事業実施校　５校
・給食調理士調理講習会２回・食育担当者連絡協議会３回

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２４年度
　有緝小学校（委託校）が、地域に目を向けた食育の研究
　に取組み、食育研究会を開催し、研究成果を伊勢市内外
　の学校（園）に公開した。
　平成２３年度
　有緝小学校（委託校）が、食育の研究会を実施し研究成
　果を伊勢市内小中学校及び幼稚園に周知した。

【事業を取りまく状況】
　新学習指導要領に食育が明記され学校は教育活動全体を
　通じて食育を推進する責務があり、食事を楽しみ、栄養
　や食事のとり方などについて、自ら判断し、実践してい
　く「食の自己管理能力」や「望ましい食習慣」を身につ
　けさせるため、本事業の役割は大きい。

食育推進事業 ６６０

 ４． 中学校給食共同調理場における「安全でおいしい学校給
食」が円滑に実施できるよう、衛生面に重点を置き、設備
の充実、食中毒の防止等に努めた。

中学校給食共同調
理場管理経費

１４５，０４７

（款）11 教育費
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決算書
2        頁

２２７

3

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）５．体育施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

445,241 389,100 66,311

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２９

1

ス ポ ー ツ 課

1,019,388

集客誘致大会開催
事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　体育施設の修繕及び老朽化した備品の購入を行った。
①大仏山スポーツセンター
　多目的グラウンド補修工事　　２２，２４１千円
②市営庭球場防球壁修繕工事　　　１，０５０千円
③宮川スポーツグラウンド
　移動式トイレ購入　　　　　　　１，９４９千円
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　３０，７２２千円
　体育施設の老朽箇所の大規模な修繕や改修を行い、各
　施設の機能を修復、向上させる。
　（対象施設名）
　　・大仏山公園スポーツセンター
　　・市営庭球場
　　・宮川スポーツグラウンド
【過去２か年度の実績】
　平成２４年度　　２３，８３２千円
　・五十鈴公園球技広場グラウンド改修工事
　・二見テニスコート人工芝張替工事
　・小俣総合体育館排煙窓オペレーター修繕工事
　・大仏山公園スポーツセンター吊橋修繕工事
　平成２３年度　　８，３４８千円
　・倉田山公園野球場スコアボード修繕業務委託
　・二見スポーツ公園台帳作成業務委託
　・市営庭球場耐震補強設計業務委託
　・市営庭球場耐震補強工事
　・北浜スポーツグラウンドベンチ屋根設置工事
　・大仏山公園スポーツセンター高圧機器改修工事
　・大仏山公園スポーツセンター照明用安定器改修工事
　・小俣総合体育館空調機監視盤改修工事
【事業を取りまく状況等】
　老朽箇所の修繕や改修を計画的に行い、市民が安全で快
　適に利用してもらうことにより、健康の増進や競技力向
　上を図る。今後は、指定管理の導入に向け、施設のあり
　方も含め、検討を行っていく。

体育施設整備事業 ２５，２４０

決 算 額 の 財 源 内 訳

1,006,593 一般財源

105,941

集客による伊勢市への経済波及効果を図り、全国規模の
大会を開催した。

お伊勢さんマラソン（当日参加者数１０，５８７人）、
全日本ジュニア体重別相撲選手権大会（２７人）、神宮奉
納全日本ソフトテニス大会（２９０人）、都道府県対抗全
日本中学生ソフトテニス大会（８８６人）の４大会を開催
した。

２２，３４６

施 策 の 成 果決 算 額

 ３．

事 業 名
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決算書
1        頁

２２９

2
2

２２９

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 新球場として３月10日にオープンし、３月中はリニュー
アル・オープンイベントとして、プロ野球オープン戦を始
め、関係団体による各種大会等が行われた。なお、一般利
用については平成26年４月１日から開始。

倉田山公園野球場
改修記念事業

１６，９７５

 ２． 　建築後４０年が経過した倉田山公園野球場の改築を行う
ため、昨年に引き続き事業を実施した。
　（概要）
　平成２４年度から一部繰越　５７９，５９５千円
　（内、平成２４年度から繰越額　３５８，８１５千円）
　・倉田山公園野球場メインスタンド改築工事
　　  (建築工事)、(電気設備工事)、(機械設備工事)

　平成２４年度から繰越　　　４８６，８８０千円
　・倉田山公園野球場メインスタンド改築工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監理業務委託
　・倉田山公園野球場内外野スタンド整備工事
　・倉田山公園野球場内外野グラウンド改修工事
　・伊勢市倉田山公園野球場スコアボード整備工事他

　平成２５年度現年度分　　　　２０，８７８千円
　・倉田山公園野球場ホームラン判定ライン取替工事他

倉田山公園野球場
改修事業

８６６，５７３

（款）11 教育費
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（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２９

1

1,357

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成25年9月15日～16日に発生した台風18号、平成25年
10月15日～16日に発生した台風26号により、漁港内にゴミ
が漂着し、漁船の航行に支障となっていたため、これらの
撤去を行い、船舶の航路回復と安全航行の確保を図った。

漁港等災害復旧事
業

１，３５７

　（目）３．漁港災害復旧費

1,359 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,357 一般財源

（款）12 災害復旧費
126



（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）１．元金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

44,549

    （単位  千円）

決算書
       頁

２３３

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

２３３

1

（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）２．利子

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,434

    （単位  千円）

決算書
       頁

２３３

1

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　過去に借入れた市債の利子の支払いを行った。
・借入利率　0.1%～4.85%
・借入年度　昭和62年度～平成24年度

市債利子 ６２０，５６５

　

622,001 決 算 額 の 財 源 内 訳

620,731 一般財源

606,297

 １． 過去に三重県より市が借入した災害援護資金県貸付金に
ついて、それぞれ県に償還した。
（施策の概要）
災害援護資金県貸付金　･･･　　　1,048,702円
・平成25年度上半期償還額　･･･　1,000,262円
・平成25年度下半期償還額　･･･　 　48,440円
県貸付要綱に基づき、上記のとおり災害援護資金貸付金の
償還を行った。

市債償還元金 １，０４９

　

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 4,832,325 過去に借入れた市債の元金の支払いを行った（通常償
還）。
　・借入利率　　0.2%～4.85%
　・借入年度　　昭和62年度～平成23年度
　・未償還残高　49,679,423千円（生活支援課分含む）

市債償還元金 ４，８３２，３２５

4,833,375 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,833,374 一般財源

4,788,825

財 政 課

（款）13 公債費
127



  【国民健康保険特別会計】

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）１．一般被保険者療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,782,628 445,145

    （単位  千円）

決算書
       頁

２４９

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）２．退職被保険者等療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

401,773

    （単位  千円）

決算書
       頁

２４９

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）３．一般被保険者療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,529 1,340

    （単位  千円）

決算書
       頁

２４９

1

7,931,296 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,495,780 一般財源

5,268,007

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　５１４，５４７件
（２）年度平均被保険者数　　　　　３２，２６７人

一般被保険者療養
給付費

７，４９５，７８０

407,852 決 算 額 の 財 源 内 訳

407,852 一般財源

6,079

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　２８，３８４件
（２）年度平均被保険者数　　　　　　１，４３４人

退職被保険者等療
養給付費

４０７，８５２

78,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

61,456 一般財源

46,587

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　９，３９０件一般被保険者療養

費
６１，４５６

国民健康保険特別会計
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（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）４．退職被保険者等療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,170

    （単位  千円）

決算書
       頁

２４９

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費　（目）１．一般被保険者高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

195,243 19,345 118,050

    （単位  千円）

決算書
       頁

２４９

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

59,073

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５１

1

3,360 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,218 一般財源

48

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　５２４件退職被保険者等療

養費
３，２１８

917,600 決 算 額 の 財 源 内 訳

886,908 一般財源

554,270

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　２６，２８６件一般被保険者高額

療養費
８８６，９０８

　（目）２．退職被保険者等高額療養費

60,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

59,966 一般財源

893

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　１，１０９件退職被保険者等高

額療養費
５９，９６６

国民健康保険特別会計
129



（款）２．保険給付費　（項）４．出産育児諸費　（目）１．出産育児一時金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５１

1

（款）２．保険給付費　（項）５．葬祭諸費　（目）１．葬祭費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５１

1

（款）８．保健事業費　（項）１．特定健康診査等事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

28,290 28,290

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５５

1
1

２５５

2

65,520 決 算 額 の 財 源 内 訳

42,784 一般財源

42,784

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 出産育児一時金の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　１０２件出産育児一時金 ４２，７８４

13,200 決 算 額 の 財 源 内 訳

10,600 一般財源

10,600

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 葬祭費の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　２１２件葬祭費 １０，６００

　（目）１．特定健康診査等事業費

176,421 決 算 額 の 財 源 内 訳

151,153 一般財源

94,573

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 特定健康診査の実施
（１）　受診件数　　　　　　　　　１３，９２３人特定健康診査事業

費
１３８，１９８

 ２． 12,955 特定保健指導の実施
（１）　動機付け支援　　　　　　 　　　　５９３人
（２）　積極的支援　　　　　　　 　　　　  ４２人

特定保健指導事業
費

１２，９５５
　

国民健康保険特別会計
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  【後期高齢者医療特別会計】

（款）２．後期高齢者医療広域連合納付金

　（項）１．後期高齢者医療広域連合納付金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２６５

1

後期高齢者医療広
域連合負担金

２，４７１，０８８

　（目）１．後期高齢者医療広域連合納付金

2,494,217 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,471,088 一般財源

2,471,088

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県後期高齢者医療広域連合の市町負担金
・後期高齢者医療保険料
　市が徴収した保険料及び延滞金を広域連合へ納付
　　　　　　　　　 　　1，０５９，１６９千円
・保険基盤安定制度負担金
　低所得者にかかる保険料軽減分を負担
　　　　　　　　　　　　　２４５，９６８千円
・保健事業負担金
　広域連合の行う保健事業経費の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　１２，６０３千円
・事務費負担金
　広域連合事務経費（共通経費）の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　４２，５８５千円
・療養給付費負担金
　伊勢市の被保険者に係る医療給付費の1/12の額
　　　　　　　　　　　１，１１０，７６３千円

後期高齢者医療特別会計
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  【介護保険特別会計】
○保険事業勘定

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）２．介護保険推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２７７

1

（款）２．保険給付費　（項）１．介護サービス等諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,665,891 1,587,572 3,192,313

    （単位  千円）

決算書
       頁

２７９

1
1

２７９

823 決 算 額 の 財 源 内 訳

687 一般財源

687

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市における介護保険事業について、市民等から意見を
聴き円滑な運営を図るため伊勢市介護保険推進協議会を開
催した。

介護保険推進協議
会運営事業

６８７

　（目）１．介護サービス等給付費

11,279,156 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,015,099 一般財源

3,569,323

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・居宅介護サービス給付費負担金
　　支給件数９３，１６４件　　４，９２５，７６８千円
・地域密着型介護サービス給付費負担金
　　支給件数　５，２６９件　　　　９１８，９３３千円
・施設介護サービス給付費負担金
　　支給件数１４，０８７件　　３，４３１，１２８千円
・居宅介護福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　５０４件　　　　　１３，０２７千円
・居宅介護住宅改修費負担金
　　支給件数　　　４４２件　　　　　４１，５６７千円
・居宅介護サービス計画給付費負担金
　　支給件数３６，７５４件　　　　５００，４９３千円

介護サービス等給
付事業

９，８３０，９１６
　

 ２． ・介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数１８，５８３件　　　　４３０，１６７千円
・地域密着型介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　　１５１件　　　　　１０，７８７千円
・介護予防福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　１６９件　　　　　　３，３５９千円
・介護予防住宅改修費負担金
　　支給件数　　　２２３件　　　　　２３，１２８千円
・介護予防サービス計画費負担金
　　支給件数１２，９８２件　　　　　５５，１３３千円

介護予防サービス
等給付事業

５２２，５７４
　

介護保険特別会計（保険事業勘定）
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決算書
       頁

2

２７９

3
3

２８１

4
4

２８１

5

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費　（目）１．介護予防事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,574 1,787 2,236

    （単位  千円）

決算書
       頁

２８１

1
1

２８１

2
2

２８１

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ・高額介護サービス費負担金
　　支給件数１９，００９件　　　　１７６，７００千円
・高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　２０９件　　　　　　　　１８３千円

高額介護サービス
等給付事業

１７６，８８３
　

 ４． ・特定入所者介護サービス費負担金
　　支給件数１３，２１２件　　　　４６２，０１５千円
・特定入所者介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　７２件　　　　　　　　３１４千円

特定入所者介護
サービス等給付事
業

４６２，３２９
　

 ５． ・高額医療合算介護サービス費負担金
　　支給件数　　　９０１件　　　　　２２，３１８千円
・高額医療合算介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　１５件　　　　　　　　　７９千円

高額医療合算介護
サービス費等給付
事業

２２，３９７
　

8,407 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,597 一般財源

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 基本チェックリストの結果、運動器の機能が低下してい
る高齢者を対象に、転倒骨折予防教室を開催した。筋力ト
レーニングや体操等を行い、転びにくい体づくりに取り組
んだ。

延べ３４回、１９０人の参加を得て要介護状態になるこ
とを予防した。

運動器機能向上事
業

７９１

 ２． 基本チェックリストの結果、口腔機能が低下している高
齢者を対象に、口腔訓練教室を実施した。口の健康を保つ
ための相談や嚥下機能が向上する訓練などを集団指導や個
別の相談で行った。

延べ３４回、８１人の相談指導を行い、口腔機能の向上
を図った。

口腔機能・低栄養
改善事業

１５５

 ３． 基本チェックリストの結果、認知機能低下の恐れのある
高齢者を対象に、脳活性化教室を実施した。脳機能検査に
より脳の働き具合を把握し脳を刺激する生活改善リハビリ
や音楽療法などを行い認知症予防に努めた。

延べ２５回、９１人の参加があり、参加者の脳機能の改
善・維持がみられるなど、要介護状態になることを予防し
た。

認知症予防事業 ５０７

介護保険特別会計（保険事業勘定）
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決算書
3        頁

２８１

4
4

２８１

5

    （単位  千円）

決算書
       頁

２８１

1

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

54,165 27,083

    （単位  千円）

決算書
       頁

２８３

1
1

２８３

2
2

２８３

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． ６５歳以上の高齢者を対象に、中央保健センター及び地
域において介護予防講座、すこやか教室（老人クラブ）、
通所型介護予防事業、訪問指導などを実施し、延べ２０３
回、３，７３１人に要介護状態になることを予防するため
の様々な知識の普及啓発を行い、介護予防の推進に努め
た。

介護予防普及啓発
事業

３，５５１

 ５． 地域における介護予防に関する自主的な活動が実施され
るよう認知症予防や転倒骨折予防を目的とした自発的な活
動の育成・支援を行った。

延べ４２９回、４，８０２人が活動を行い、その内の延
べ６１回、９５１人に支援を行い、活動が継続された。

地域介護予防活動
支援事業

９０

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 要介護状態となるおそれのある二次予防事業対象者の早
期発見と、介護予防についての啓発を行うために、一定の
年齢の方を対象に「いきいきチェック」を行った。

二次予防事業対象
者把握事業

２，４９５

　（目）２．包括的支援事業・任意事業費

135,703 決 算 額 の 財 源 内 訳

127,956 一般財源

46,708

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 要支援・要介護状態になる恐れがある高齢者（二次予防
事業対象者）に対して、保健師が家庭訪問等を通じて、介
護予防事業の参加勧奨を行い、必要な対象者にケアマネジ
メントを行った。

介護予防ケアマネ
ジメント事業

８９

 ２． 高齢者の生活を福祉、介護など総合的に支えるため、高
齢者本人及び家族からの相談に対して、さまざまな制度や
社会資源の紹介や支援を行った。また、高齢者虐待、成年
後見制度等の啓発を行った。

総合相談事業・権
利擁護事業

５，５３８

 ３． 包括的・継続的なケアマネジメントが行えるよう、関係
機関との関係づくりに努めるとともに、地域の介護支援専
門員への助言・支援及び資質向上研修への協力を行った。

包括的・継続的ケ
アマネジメント支
援事業

３，６４３

介護保険特別会計（保険事業勘定）
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決算書
3        頁

２８３

4
4

２８３

5
5

２８３

6
6

２８３

7
7

２８３

8

    （単位  千円）

決算書
       頁

２８３

1
1

２８３

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 地域包括支援センターを委託し、保健・医療・福祉の連
携の拠点のさらなる充実と、高齢者の生活を総合的に支え
る地域包括ケア体制の実現にむけ、高齢者の支援体制の強
化・充実を図った。

地域包括支援セン
ター運営事業

５１，５６４

 ５． 在宅の高齢者や要介護高齢者の介護者に対し在宅介護に
関する総合的な相談に応じるとともに、当該高齢者及びそ
の介護者のニーズに対応した保健福祉サービスが総合的に
受けられるよう、関係機関との連絡調整を行った。

在宅介護支援事業 ６，３０５

 ６． 介護保険において要介護４・５に認定された高齢者等
（施設入所者を除く）に対し、介護に必要な紙おむつ・尿
取りパッド、紙パンツ、清拭剤、ドライシャンプー、使い
捨て手袋の購入費用の一部をクーポン券により補助した。
　配布者数　５５１人

介護用品支給事業 ２１，８８４

 ７． 通所サービスや施設サービスを提供している事業所を介
護相談員が２人１組で訪問し、利用者から不満や要望など
を聞き取り、利用者・事業所・事務局との橋渡しを行っ
た。
　　介護相談員　　１０名　　延べ活動日数　６９０日

介護相談員派遣事
業

４，５１２

 ８． 利用者へ給付費通知書を発送することで、適切な介護
サービスの利用を促した。
　発送回数　　４回
　

介護給付費等費用
適正化事業

２，２１８

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． おおむね６５歳以上の一人暮らし高齢者や高齢者のみの
世帯で、買い物と調理が困難な者に対し、栄養のバランス
がとれた食事を定期的に提供するとともに安否確認を行
い、要介護状態への進行の予防・生活支援を行い、高齢者
への福祉の増進を図った。

食の自立支援事業 ７，３２８

 ２． 高齢者の生活面・健康面での不安に対応するため、高齢
者世話付住宅市営リバーサイドせせらぎに居住する高齢者
に対し、生活援助員を派遣し生活指導・相談、安否確認、
一時的な家事支援、緊急時の対応などのサービスを提供す
ることによって高齢者が安全かつ快適な生活を営むことが
できるよう自立した在宅生活を支援した。

高齢者住宅等安心
確保事業

８，４６３

介護保険特別会計（保険事業勘定）
135



○介護サービス事業勘定

（款）１．事業費　（項）１．介護予防サービス事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,915

    （単位  千円）

決算書
       頁

２８９

1

介護予防サービス
計画作成事業

１２，５５０

　（目）１．介護予防サービス事業費

30,139 決 算 額 の 財 源 内 訳

28,860 一般財源

17,945

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 介護認定審査会において、要支援１または要支援２と認
定された要支援者に対して、適切な介護予防ケアマネジメ
ントを行い、要支援状態の改善や重症化予防を行った。

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）
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  【観光交通対策特別会計】

（款）１．観光交通対策事業費　（項）１．管理費　（目）１．管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

505,597

    （単位  千円）

決算書
       頁

３０９

1

５０５，５９７

683,086 決 算 額 の 財 源 内 訳

505,597 一般財源

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 神宮周辺では、交通渋滞が頻繁に発生しており、来訪さ
れた方だけでなく、地域住民の生活にも支障をきたしてい
る。このため、内宮周辺駐車場の駐車場収入により交通誘
導や情報発信、パーク＆バスライドなどの交通対策を行い
観光振興や地域住民の生活環境の改善を図った。

【駐車場使用料収入】６００，７８７，４００円
【利用台数】　　　　　　１，０２８，９６９台

駐車場管理運営経
費

観光交通対策特別会計
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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

501,424 221,058 265,300 10,167 4,899 3,926

八日市場高向線整備事業（交付金） 16,129 7,975 7,700 0 454

【繰越】
八日市場高向線整備事業（交付金）

138,438 72,600 62,500 3,338 0

八日市場高向線ほか１線（２工区）整備事業（交付金） 155,194 84,949 66,000 0 4,245

【繰越】
八日市場高向線ほか１線（２工区）整備事業（交付金）

45,565 24,077 20,400 1,088 0

【繰越】
伊勢市駅前広場整備事業（交付金）

133,873 31,457 97,200 5,216 0

県営事業地元負担金（街路分）※１ 3,500 0 3,300 0 200

【繰越】
県営事業地元負担金（街路分）※２

8,725 0 8,200 525 0

378,516 162,243 205,300 5,579 5,394 4,322

倉田山公園整備事業（防災交付金） 9,181 4,591 4,300 0 290

【繰越】
倉田山公園整備事業（防災交付金）

178,051 67,972 104,500 5,579 0

倉田山公園整備事業（交付金） 191,284 89,680 96,500 0 5,104

647,278 0 0 0 647,278 518,644

旧伊勢分 489,940 0 0 0 489,940

旧二見　H18借入以降分
　（茶屋２５号線、二見浦交通広場）

392 0 0 0 392

旧小俣　H18借入以降分
　（下卯起宮川駅野依橋線）

71,984 0 0 0 71,984

旧御薗　H18借入以降分
　（八日市場高向線ほか１線、秋葉山高向線、高向神田線、高向西公園）

84,962 0 0 0 84,962

1,126,143 0 0 0 1,126,143 902,344

公共下水道事業繰出金（建設改良事業費） 28,076 0 0 0 28,076

公共下水道事業繰出金（地方債償還金・旧伊勢分） 961,577 0 0 0 961,577

　　　〃　　（地方債償還金・旧二見　H18借入以降分） 31,977 0 0 0 31,977

　　　〃　　（地方債償還金・旧小俣　H18借入以降分） 47,963 0 0 0 47,963

　　　〃　　（地方債償還金・旧御薗　H18借入以降分） 56,550 0 0 0 56,550

合　　　　　　　　計 2,653,361 383,301 470,600 15,746 1,783,714 1,429,236

注）　県営事業地元負担金（街路分）は、次の県事業が対象
　※１ ： ウォークギャラリー整備事業　　　　※２ ： 無電柱化推進事業、ウォークギャラリー整備事業

平成２５年度　都市計画税充当状況

　都市計画税は、「都市計画法」に基づいて実施する都市計画事業の財源として課税する目的税であり、本市では一般会計の歳
出において下表のとおり各事業に充当した。

財源内訳都市計画税
充当対象

経費決算額

下水道整備事業

公債費（都市計画事業分）

公園整備事業

事業名

街路・道路整備事業

一般財源のうち
都市計画税

充当額

 都市計画税の充当状況
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【費目別不納欠損の状況】
（単位　人、円）

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課

○一般会計

市税

市民税 （９３６） （４０，９３６，６０２） 課税課（収税課）

８３０ ４４，０３３，０２８

消滅時効 ７５１ ３２，５４５，７１０

処分執行停止の継続 ２４ ５，３２８，０６６

無財産等徴収不能 ５５ ６，１５９，２５２

固定資産税 （７４９） （４５，８８９，５１６） 課税課（収税課）

７２５ ６４，２６３，８７６

消滅時効 ６６８ ２６，８８１，３７７

処分執行停止の継続 ９ ２２，４１５，４８０

無財産等徴収不能 ４８ １４，９６７，０１９

軽自動車税 （７５６） （５，４８３，７３３） 課税課（収税課）

６７７ ４，２７９，６００

消滅時効 ６１７ ３，１９０，０００

処分執行停止の継続 ８ １１１，２００

無財産等徴収不能 ５２ ９７８，４００

都市計画税 （７４９） （７，７２４，６３３） 課税課（収税課）

７２５ １１，４５８，７７１

消滅時効 ６６８ ４，７８６，８８１

処分執行停止の継続 ９ ３，９９１，６２０

無財産等徴収不能 ４８ ２，６８０，２７０

分担金及び負担金

保育所負担金 （７４） （３，６５１，５６５） こども課

消滅時効 ３８ ２，８９２，８４０

諸収入

生活保護法第６３条返還金 （４） （１，４０７，４３１） 生活支援課

消滅時効 ０ ０

生活保護法第７８条返還金 （１） （７０，０００） 生活支援課

消滅時効 ０ ０

（３，２６９） （１０５，１６３，４８０）

２，９９５ １２６，９２８，１１５

○国民健康保険特別会計

国民健康保険料

国民健康保険料 （１，０４６） （９６，９１９，２００） 医療保険課

８３４ ７９，２８０，３４１

消滅時効 ８３４ ７９，２８０，３４１

国民健康保険税

国民健康保険税 （３２） （５，６５３，４００） 医療保険課

１１ ２，１２４，０００

消滅時効 １１ ２，１２４，０００

（１，０７８） （１０２，５７２，６００）

８４５ ８１，４０４，３４１

※上段(　 )書は平成24年度実績値

費 目

一般会計　計

国民健康保険特別会計　計

費目別不納欠損の状況
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事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課費 目

○後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 （１９） （５１６，４６２） 医療保険課

２９ ６０８，９３８

消滅時効 ２９ ６０８，９３８

○介護保険特別会計

保険料

介護保険料 （２７２） （７，７５１，８２０） 介護保険課

２７７ ８，８４４，５０４

消滅時効 ２７７ ８，８４４，５０４

○農業集落排水特別会計

使用料及び手数料

荘地区過年度使用料 （２） （４，２００） 料金課

消滅時効 １１ ６０，４５６

西地区過年度使用料 （２） （４，２００） 料金課

消滅時効 ４ １５，４２３

費目別不納欠損の状況
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